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様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項  

法人名 独立行政法人国立科学博物館 

評価対象事業年

度 

年度評価 平成 27年度（第３期） 

中期目標期間 平成 23～27 年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣  

 生涯学習政策局  担当課，責任者  

 大臣官房  担当課，責任者  

 

３．評価の実施に関する事項 

 

 

 

 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

 

 

 

 

５．国立科学博物館ワーキングチーム 委員名簿 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定※１ 

（Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ） 

Ａ：中期目標管理法人の活動により，全体として中期計画における所期の目標を上回る

成果が得られていると認められる。 

（参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況※２ 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

業務の質の向上 Ａ Ａ Ａ 

Ａ 

 

Ａ 業務運営の効率化 Ａ Ａ Ａ 

財務内容の改善等 Ａ Ａ Ａ 

評定に至った理由 項目別評価は業務の一部がＢであるものの，重要な業務についてはＡであり，また全体の評定を引き下げる事象もなかったため，文部科学省所管の独立行政法人に関する評価の

基準に基づきＡとした。 

  

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 国立科学博物館は，日本及びアジアの科学系博物館の中核施設としてリードする役割が求められており，平成 27年度においても主要な３つの機能である「調査研究」「標本資料

の収集・保管」「展示・学習支援」にわたって充実した質の高い活動を国民に理解されるように様々な工夫を行いながら展開した。 

平成 27年度も自然史，科学技術史全般にわたる標本資料に基づく実証的・継続的な研究を進め，その成果を生物分類学に関する国際会議・シンポジウムの開催及び共同研究の

推進により還元する等，先進的・先導的な役割を果たした。 

標本資料増加数及び Web による標本資料情報の公開増加件数とも中期目標期間の年度平均の目標を上回る等，ナショナルコレクションとしての標本資料の充実を図り，全国的な

情報の把握と発信，国際的な情報発信も進めた。また，地球館Ⅰ期展示改修を行い，最新の研究成果を反映した展示を実施する等，ナショナルセンターとしての機能の充実に努

め，入館者数は年間平均の目標を大幅に上回った。 

特に重大な業務運営上の課題は検出されておらず，全体として順調な組織運営が行われていると評価する。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。 

 

３．項目別評価における主要な課題，改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題，改善事項 

 

その他改善事項  

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

 

 

４．その他事項 

監事等からの意見  

その他特記事項  

 

※１ Ｓ：中期目標管理法人の活動により，全体として中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる。Ａ：中期目標管理法人の活動により，全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 

Ｂ：全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。Ｃ：全体として中期計画における所期の目標を下回っており，改善を要する。Ｄ：全体として中期計画における所期の目標を下回っており，業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める。 

※２ 平成 25年度評価までは，文部科学省独立行政法人評価委員会において総合評定を付しておらず，項目別評価の大項目について段階別評定を行っていたため，この評定を過年度の評定として参考に記載することとする。 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表 

 

中期計画（中期目標） 

年度評価 
項目別 

調書№ 
備考 

 

中期計画（中期目標） 

年度評価 
項目別

調書№ 
備考 ２３

年度 

２４

年度 

２５

年度 

２６

年度 

２７

年度 

２３

年度 

２４

年度 

２５

年度 

２６

年度 

２７

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 

(1)地球と生命の歴史，科学技術の

歴史の解明を通じた社会的有用性

の高い自然史体系・科学技術史体系

の構築 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

１－１ 

 

 

①業務運営・組織の状況 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 
２ 

 

①自然史，科学技術史研究の状況 Ａ Ｓ Ｓ Ａ Ａ  ②経費の削減と財源の多様化の状況 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ  

②研究者等の人材育成の状況 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ  項目評定 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ －  

③国際的な共同研究，交流の状況 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ   

(2)ナショナルコレクションの体系

的構築及び人類共通の財産として

の将来にわたる継承 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

１－２ 

 
 

①財務内容の改善に関する事項 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ ３  

①標本資料の収集・保管状況 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  項目評定 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ －  

②標本資料情報の発信状況 Ｓ Ａ Ａ Ａ Ａ   

③全国的な標本資料情報の収集と

発信状況 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ  

 

①施設・設備の状況 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 

４ 

 

(3)科学博物館の資源と社会の様々

なセクターとの協働による，人々の

科学リテラシーの向上 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

１－３ 

 ②人事管理の状況 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ  

①展示公開及びサービスの状況 Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ  項目評定 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ －  

②学習支援事業の実施状況 Ｓ Ｓ Ａ Ａ Ａ  

③連携事業・広報事業の実施状況 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ  

項目評定 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ －  

 

※平成２５年度評価までの評定は，「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成１４年３月２２日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また，平成２６年度以降の評定は，「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず，法人の業務の特性に応じて評定を付す。） 

Ａ：中期計画通り，または中期計画を上回って履行し，中期目標に向かって順調に，または中期目標を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべき中期計画の達

成度が１００％以上） 

Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが，工夫や努力によって，中期目標を達成し得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％以上１

００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており，中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設けず，業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付す。） 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により，中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の

120％以上で，かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：中期目標管理法人の活動により，中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており，改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており，業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満，又は主務大臣が業務運営

の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 

 

  



4 

 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－１ 地球と生命の歴史，科学技術の歴史の解明を通じた社会的有用性の高い自然史体系・科学技術史体系の構築を目指す調査研究事業 

当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人国立科学博物館法第十二条第

二号 

業務に関連する

政策・施策 

 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

前中期目

標期間最

終年度値 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度  

 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

科研費

新規採

択率 

計画値 全国平均以上 － 30.4％ 30.3％ 29.1％ 29.6％ 28.1％  予算額（千円） 1,092,200 740,069 656,530 632,300 611,276 

実績値 － 29.5％ 23.9％ 46.2％ 41.9％ 32.4％ 44.1％  決算額（千円） 1,447,586 839,816 1,075,167 801,208 1,128,732 

達成度 － － 78.6％ 152.5％ 144.0％ 109.5％ 156.9％  経常費用（千円） 2,539,658 1,811,917 1,786,253 1,682,114 1,815,849 

一人当

たり年

間論文

数 

計画値 2本以上 － 2 本 2 本 2 本 2 本 2 本  経常利益（千円） 373 3,148 4,579 2,059 6,312 

実績値 － 3.2 本 3.6 本 3.2 本 4.0 本 3.5 本 3.9 本  
行政サービス実施

コスト（千円） 
4,631,219 1,016,081 3,825,404 2,946,891 2,517,799 

達成度 － － 180.0％ 160.0％ 200.0％ 175.0％ 195.0％  従事人員数（人） 61 60 61 59 61 

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載  
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 (1)自然史・科学

技術史の中核的

研究機関として

の研究の推進 

 科学博物館は

自然史及び科学

技術史に関する

我が国の中核的

研究機関として，

自然科学等にお

ける世界の中核

拠点となること

を目指し，研究を

推進すること。推

進すべき研究は，

人類の知的資産

の拡大に資する

とともに，生物多

様性の保全や生

活の豊かさを支

える科学技術の

発展の基盤とな

るべく，自然物あ

るいは科学技術

の歴史的変遷の

体系的，網羅的な

解明を目的とし

た組織的な研究

活動とすること。

特に大学等の研

究では十分な対

応が困難な，体系

的に収集・保管し

ている標本資料

に 基 づ く 実 証

的・継続的な研

究，分野横断的な

プロジェクト研

究を実施するこ

と。 

 自然史分野に

ついては，主とし

て日本及び関連

地域を中心に自

然物を記載・分類

１－１ 標本資

料に基づく実証

的・継続的な基盤

研究の推進 

自然史に関する

科学その他の自

然科学及びその

応用の研究にお

ける世界の中核

拠点になること

を目指し，研究に

必要な標本資料

を収集・充実し，

それに基づき組

織的に目標を掲

げ て 行 う 実 証

的・継続的な研究

として基盤研究

を実施する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－１ 標本資料に基づ

く実証的・継続的研究の

推進 

研究分野等ごとに目標を

掲げて行う実証的・継続

的研究として基盤研究等

を実施する。 

 

。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・各分野のテーマに即

して実証的・継続的研 

究（基盤研究）の取組

が進められているか。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基盤研究の取組状況 

 研究に必要な標本資料を体系的に収集・充実し，それに基づき組織

的に目標を掲げて行う実証的・継続的な研究として基盤研究を実施し

た。平成 27年度の研究分野等ごとの研究状況は以下のとおりである。

これらの成果は内外の学術誌に発表するとともに，展示や学習支援活

動に反映している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

自然史及び科学技術史に関する基

盤研究や総合研究を中期計画に基

づいて積極的に進め，新種の発見や

新たな知見の創出，蓄積等顕著な成

果を上げるとともに，それを展示や

シンポジウム等様々な方法で発表

し，広く自然科学の普及・啓発に貢

献した。また，一人当たり年間論文

数，科学研究費助成事業新規採択率

ともに目標値を上回る等，具体的な

成果を上げている。 

これらを踏まえればＡと評価する。 

------------------------------- 

5 つの分野で，それぞれの分野に即

した基盤研究を実施した。動物研究

分野及び植物研究分野では分類学

的な研究による，新種の記載と標本

の収集及び DNA 分析による系統の

解明を中心に進めた。エゾオオマル

ハナバチが北海道においての遺伝

的に一様な集団構造を持つことの

解明や日本と韓国における地衣類

の新種及び新産種発見など,系統関

係について新知見が多数明らかと

なった。地学研究分野では，新種鉱

物「三重石」発見及び結晶構造の解

析や太平洋にある海山の解明，西之

島噴火のマグマの成因の解明や化

石コレクションからの新種の発見

等，インパクトのある成果が得られ

た。人類研究分野では，縄文人骨か

ら得られた DNA 分析による遺伝的

特徴の解明及びインドネシアの島

の小型人類（フローレス原人）の進

化の解明，さらに，最先端の形態学

研究の方法の確立で，江戸切支丹屋

敷から出土のイタリア人宣教師（ジ

ョバンニ・シドッチ）の形態復元等

に取り組む等具体的な成果を積み

重ね，新聞等メディアにも多く取り

上げられるなど，広く一般に発信し

た。理工学研究分野では，狭山隕石

の球粒分析による母天体の特徴の

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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して，それらの相

互の関係や系統

関係を調べ，過去

から現在に至る

地球の変遷，人類

を含む生物の進

化の過程と生物

の多様性の解明

を進めること。 

 自然科学の応

用については，主

として人類の知

的活動の所産と

して社会生活に

影響を与えた産

業技術史を含む

科学技術史資料

など，保存すべき

貴重な知的所産

の収集と研究を

行うこと。 

 これらは科学

博物館の基盤を

なす研究であり，

新たな知を産み

続けるものとし

て，長期的・継続

的な視点から推

進すること。 

 また，これらの

基盤的研究の成

果を踏まえ，プロ

ジェクト型の総

合研究を推進す

ること。 

 なお，研究の実

施にあたっては，

研究テーマの選

定を含めた研究

計画，進捗状況の

把握や研究成果

の評価の各段階

において外部評

価を行うなど，組

織的ガバナンス

を強化すること。

各種競争的研究

資金制度の積極

的活用など，研究

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基盤研究におい

ては，動物研究分

野は，動物インベ

ントリーの構築

と生物多様性の

解明を進めるた

め，動物標本を収

集・充実するとと

もに，収集した標

本等に基づいた

系統分類学，動物

地理学，形態学，

進化学等の研究

を行う。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）動物研究分野 

脊椎動物研究グループで

は，日本列島及びその周

辺地域の哺乳類及び鳥類

を対象に，形態・遺伝・

生態等の標本ベースの研

究を進めると同時に内外

の研究者ネットワークの

拡充をはかる。魚類では

日本及び周辺海域の魚類

についてインベントリー

構築と分類学的研究を行

う。これらと並行してこ

のグループでは，特に比

較形態学的アプローチに

よる脊椎動物の機能と系

統の研究を重点的に進め

る。 

海生無脊椎動物研究グル

ープでは，日本周辺及び

隣接海域の刺胞動物，軟

体動物，節足動物の甲殻

類，棘皮動物，扁形動物

などの寄生性蠕虫類を対

象にした系統分類学的研

究により，新種や日本未

記録種の発見に努め，各

動物群のインベントリー

の充実を図る。さらに，

動物地理学的，生態学的

研究を進め，各動物群の

多様性の理解を深める。 

陸生無脊椎動物研究グル

ープでは，日本及びアジ

ア太平洋地域における鱗

翅類，ハバチ類，甲虫類，

トンボ類及びクモ類の採

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○動物研究分野 

【研究全体の概要・目標】 

動物研究分野では，あらゆる動物群を対象に標本・資料を収集し，

それらを基に分類と生物地理及び生態に関する研究を行い，動物イン

ベントリーを構築するとともに生物多様性の理解を進める。さらに，

それらの標本から得られる形態と分子に関する情報を基に，動物の系

統と遺伝的多様性に関する研究を行う。 

【平成 27 年度の調査研究の内容と成果】 

脊椎動物について，主に日本列島及びその周辺地域の種を収集し，

標本に基礎をおいた形態，機能，遺伝，生態の研究を進めた。 

魚類では日本及び東南アジア産魚類のインベントリー構築を推進

し，解剖学的手法や走査電子顕微鏡による形態学的調査を進めた。カ

グラザメとその近縁種の鱗の形態を調べ，新しい形質を明らかにし

た。また，日本産魚類の多様性解明を目的に，26 年度に引き続き奄

美大島の浅海性魚類相を調査した。サケ科の感覚器官（側線系）の詳

細な観察を行い，側線器の数の種間差を検討し，機能と系統を反映し

ていると判明した。 

鳥類では DNA バーコーディングの構築を更に推進し，日本以外の産

地登録のデータも含めて種内の遺伝的多様性の解析を行い，日本の集

団が最も遺伝的多様性が高く，日本を起源として大陸に分布を広げた

可能性の高い 38種を明らかにした。また，26年度は，剥製標本から

DNA 分析し，現在採集が困難な種から遺伝子情報を得ることが可能と

なったが，平成 27 年度は更に進み，剥製の足裏組織からの DNA 抽出

により8割以上の確率で得られるDNA分析の手法を確立した。さらに，

音声や繁殖行動の地理的変異を記載し，遺伝的変異や環境との関連を

明らかにするとともに，データベースを拡充した。 

陸生哺乳類では，アマミノクロウサギの遺伝的変異について，受け

入れた個体からの DNA 抽出を行い，遺伝学的解析を行った。また，キ

リンの頸部形態について構成する筋の付着部位に注目し，他の偶蹄類

と異なる特徴について記録した。さらに，ニホンカモシカの頭骨標

本の収集を継続し，その形態変異について調査した結果，歯式に変

異があることが判明するなど，新知見が得られた。 

海生哺乳類については，国内各地の海岸で発生するストランディン

グ個体を中心に調査研究を進めた。茨城県で発生したカズハゴンドウ

の大量漂着を調査し，その原因を海洋環境学的，病理学的に解明した。

また，2 年前に鹿児島県で大量漂着したスジイルカの汚染実態の研

究，スナメリのアジア個体群の遺伝的解析を行い，スナメリ等の環境

新知見や，初期コンピュータ・シ

ミュレーションの実用化の過程の

解明,さらに，長岡半太郎等の科学

者資料の新知見等，実証的・継続

的研究に取り組み，成果を上げてい

る 

これらの研究成果は，論文や一般

書等で公表するとともに，常設展

示に反映，また,特別展や企画展等

を開催する等，広く一般への普及・

啓発を実施した。 

 

 

○動物研究分野では，日本とその周

辺各地で標本の採集を行い，分類学

的研究を通して地域の動物相を明

らかにするとともに，35 の新種を

記載することができた。これらの活

動により，目指している日本，アジ

ア及びオセアニアにおけるインベ

ントリーの構築が大きく推進され

た。さらに，標本の解剖に基づく機

能形態学，遺伝子解析に基づく系統

解析，DNA バーコーディングや遺伝

的多様性の解明，飼育や観察に基づ

く生活史や生態の解明等広範な研

究を展開し，もう一つの目標である

生物多様性の解明を進展させるこ

とができた。これら研究の多様な展

開により，日本を起源として大陸に

分布を広げた鳥類が，38 種も確認

された。また，剥製標本からの DNA

分析を開始し，現在では採集が困難

となった種から遺伝子情報を得る

ことができる。DNA 分析の手法を確

立できたことも，大きな成果となっ

た。海生無脊椎動物に関して，日

本海と本州東北沖深海の腹足類の

クリイロケシカニモリガイ科の一

種の命名規約上の問題を解決し，ま

た，日本海沿岸で発見が相次いだダ

イオウイカの出現のメカニズムを

解明した。さらに，ニホンミツバチ

のミトコンドリア DNA の各データ

の解析により，エゾオオマルハナバ

チが北海道で遺伝的に一様な集団

構造を持つことを解明するなど，各

分野において研究進展に大きく貢

献する成果が得られた。 
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環境の活性化を

図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集・調査を推進し，これ

らの標本に基づく分類学

的研究を行ってインベン

トリーを構築するととも

に形態，生態及び遺伝的

多様性に関する研究を進

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚染と健康状態の相関解明等を継続した。鯨類の遊泳時における流体

力学的特性を解明する研究を行った。 

さらに,比較解剖学や系統分類学上の活用が期待される哺乳類の全

身 CT データの蓄積を推進した。哺乳類全般について，他機関と連携

して受け入れた動物死体の比較解剖学的，系統進化学的研究を推進し

た。  

海生無脊椎動物の刺胞動物については，ヒドロ虫類における両性

生殖種から単為生殖種が種分化する進化的要因について研究を進

めた結果，減数分裂の機序に変化が生じ 3 倍体が生まれることで単

為生殖種が種分化することを解明した。扁形動物では，魚類寄生の

Tellervotrema 属の再検討を行い，T.beringi のシノニムとされてい

た T. katadara を種として復活させ，また，板鰓類に寄生する条虫類

に関して，分子系統解析に基づく分類学的研究を進展させ，軟体動物

では，ベトナム産多板類の分類学的研究を行い，７新種とベトナム初

記録種５種を見出した。また，日本海溝とその周辺域の深海性多板類

の分類学的研究を進め，５未記載種を含む７種を報告した。日本海と

本州東北沖深海の腹足類について分類学的検討を行い，イトカケガイ

科を整理するとともに，クリイロケシカニモリガイ科の１種の命名規

約上の問題を解決した。日本海沿岸で発見が相次いだダイオウイカの

出現のメカニズムを解明した。節足動物の甲殻類については，西太平

洋産カニ類の分類学的研究を進め，コブシガニ科の１新種を記載し

た。棘皮動物では，微細な内部骨格の解析により日本産トゲナガクモ

ヒトデ類の分類学的研究を進め，１新種を発表し，シンガポール産ク

モヒトデ類のインベントリー調査の結果をまとめた。 

陸生無脊椎動物については，国内各地，中国等における採集・調査

により各分類群の標本資料を蓄積するとともに，これらの標本に基づ

く分類，形態，生態，分布及び遺伝に関する研究を進めた。ハバチ

類では，日本及び中国からハバチ科，ミフシハバチ科，ヒラタハバ

チ科の５新種を記載するとともに日本産のハバチ類について 10 新

シノニム，29 新結合等多数の新知見を発表し，日本産クロハバチ属

27 種の検索表を作成した。また，マドハバチ属の幼虫の寄主植物特

異性の進化を検討し，本属の幼虫はカバノキ科からバラ科を経て，

一部のものがツツジ科及び再びカバノキ科へと寄主を転換したこ

とを解明した。コウチュウ目について，引き続きハネカクシ科のイ

ンベントリー作成に従事し，外部研究者と共著で国内からメダカハ

ネカクシなど 15 新種を記載した。また，カブトムシ，ヒメツチハ

ンミョウ，クロヒメトゲムシ等，各種甲虫の微細構造とそれらの機

能について，マイクロ X 線 CT による非破壊的解析を行い，カブト

ムシの飛翔筋の走行と作用機序，ヒメツチハンミョウの卵巣の位置

と卵の配列，クロヒゲトゲムシの前肢固定システムが「逆相 2 連式」

であることを明らかにした。鱗翅類については，ユーラシア大陸か

ら日本にかけて広域分布するとされる小蛾類について，その遺伝的分

化を DNA バーコード塩基配列と形態を基に調べ，ヨーロッパの集団と

明確に区別できる種の存在を明らかにした。トンボ類については，ヤ

ンマ科サラサヤンマ属の 1新種を記載した。クモ類については，ハラ

フシグモ類の系統分類学的研究を推進し，とくに東アジア（日本，中

国，ベトナム）に生息するキムラグモ亜科の分子系統解析の結果に基

づき同亜科に７属を認め，これまで大陸と共通とされていたキムラグ

モ属及びオキナワキムラグモ属が日本固有であることを確認した。ま

これらの研究成果は，論文 61 報，

学会発表 96件として発表された。 
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植物研究分野は，

生物多様性情報

の集約を目指し，

植物多様性の解

明を進めるため

に，研究に必要な

標本を収集・充実

するとともに，植

物に関する系統

分類学，進化学な

どの研究，及び植

物多様性保全に

関する研究を実

施する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）植物研究分野 

維管束植物から菌類に至

る分類群の生物の多様

性，種分化，系統などの

各種情報，例えば形態学，

生態学，分子系統学的な

情報を得る研究やこれら

に用いる乾燥標本，さら

には維管束植物では生体

標本の収集を行う。この

うち陸上植物研究グルー

プでは，裸子植物，被子

植物，シダ植物及びコケ

植物，また菌類･藻類研究

グループでは，各種菌類，

粘菌類，地衣類及び藻類

の，情報の集積や標本の

収集を行う。 

また多様性解析・保全

グループ（筑波実験植物

園）では，維管束植物を

対象として，さまざまな

地球環境や生物間の共生

あるいは寄生関係のもと

で分化適応したこれらの

植物の外部形態的，内部

形質的及び遺伝学的多様

性を，分子系統，ゲノム，

二次代謝産物などの解析

によって解明し，植物多

様性の保全のための基礎

的な資料を得る。これに

よって，絶滅危惧植物や

日本固有の植物を中心に

広く植物の実体や起源の

解明，ならびに生植物標

本の充実を行い，生物多

た，有毒種セアカゴケグモについて，九州大学でのセミナーやマスコ

ミへの対応等を通じて知識の普及，啓発を図った。 

昆虫分類学分野における情報技術や情報学分野の活用について，生

物多様性情報学の実践的な立場から議論を行い，推奨される公開の方

法を示した。保全遺伝学の観点からは，ニホンミツバチについて次世

代シーケンサーを用いたゲノム解析を行った上で，日本を含む各国の

トウヨウミツバチ集団のミトコンドリア DNA の全長解析を行い，ま

た，マイクロサテライトマーカー，RAD-シーケンス，ミトコンドリア

DNA を用いた解析の結果，エゾオオマルハナバチは北海道において遺

伝的に一様な集団構造を持つことを明らかにした。 

 

 

○植物研究分野 

【研究全体の概要・目標】 

菌類も含めた植物の多様性を総合的に研究する目的で，陸上植物研

究グループでは維管束植物とコケ植物，菌類･藻類研究グループでは，

藻類，地衣類，担子菌(キノコ類)も含めた菌類，多様性解析・保全グ

ループ(筑波実験植物園)では，各種環境に適応した絶滅危惧植物や日

本固有の植物を中心とした植物群の多様性を，生きた材料も含めた標

本による研究を基本にして，分子系統解析，ゲノム解析，二次代謝産

物の解析，形態学的解析等の様々な手法を用いて，植物の多様性の総

合的な解明を行う。さらに，日本を特徴づける固有種や絶滅危惧種を

中心にして，植物・菌類の実体の解明と保全に着手する。 

【平成 27年度の調査研究の内容と成果】 

平成 27年度には，日本に固有の植物，絶滅危惧植物を中心として，

日本やアジアさらにはその他の地域の維管束植物，コケ植物，藻類，

地衣類，菌類等の形態，生態，分子遺伝学的特性，さらには化学成分

的特性について，広く解析を行い，以下の成果が得られた。 

陸上植物研究グループでは，シロシラガゴケ，キサゴゴケ等のコケ

類の分類学的研究を行い，系統的関係を解明した。また，稀産種ミズ

ゴケモドキを日本で初めて発見し，さらに，ホソバミズゴケやヒカリ

ゴケの生育環境との関連の研究により特有な生育環境が明らかにな

り，そして，中国・横断山脈のコケ植物相の研究により多くの種の自

生が，各々明らかになった。また，ネパールにおけるツリフネソウ属

植物の分類学的研究では，この地域での種の分布が明らかになった。

Siebold と Zuccarini が採集した日本の植物の研究を行い，採集され

た植物の実態が解明された。日本産スイカズラ属植物の分子系統学的

研究により系統関係を把握した。また，カンボジア産ショウガ属及び

ミャンマー産ラン科植物のチェックリストの作成では，それぞれの国

における該当属及び科の植物が解明された。さらに，カンナ及びショ

ウガの分析化学的研究によって，含有成分の一部が解明された。シダ

植物のイノモトソウ属とその関連属等の分子系統学的研究，カラクサ

シダの独立配偶体集団の成立背景に関する研究，配偶体と網状進化に

着目した日本産シダ植物の多様性の研究において，それぞれの分類群

における系統関係，生理生殖的知見について相当件数が明らかになっ

た。 

菌類・藻類研究グループでは，日本及びヨーロッパにおけるブナ

属寄生菌類の比較の研究，日本海に特産の海藻であるスギモクの研

究，日本新産の紅藻である Yoshizakia indopacifica の研究，日本

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○植物研究分野では，平成 27 年度

には稀産種ミズゴケモドキの日本

での新発見，配偶体と網状進化に着

目した日本産シダ植物の多様性の

解明，日本と韓国における地衣類

の新種及び新産種の発見，ニセホ

ウライタケ属菌の日本における新

発見，絶滅危惧種クゲヌマランの

地理的分化と共生菌相の解明，ヒマ

ラヤ産メコノプシス属植物（ケシ

科）数種の花色色素及びフラボノイ

ド成分の研究での新規化合物の発

見，世界最大の花序をもつショクダ

イオオコンニャクの花序に含まれ

るフラボノイド成分の世界で初め

ての解析等の成果により，88 編の

研究論文と 112 件の国内外での学

会で発表された。また，企画展「め

ずらしい植物展」，「水草展」，「生き

物のきずな展」，「つくば蘭展」，そ

の他の展示・学習支援活動を通じ

て一般社会に知識を還元した。ま

た，これらはプレスリリースを通

じて，新聞，テレビ，ラジオ等で

も報道され，広く社会に発信した。 
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様性の保全の重要性を社

会に発信する。 

植物研究分野ではさら

に，植物と他生物との共

進化に関する研究や各種

環境への植物の適応など

の研究もあわせて行い，

植物の多様性の理解と，

保全に対する多くの情報

を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

における Aulacoseira subarctica 種群の species flock の研究，

干潟底珪藻における塩分適応の研究では，それぞれの分類群におけ

る多くの生態・生理学的知見が明らかになった。また，日本におけ

る Pseudoanabaena 属の分子系統とカビ臭産遺伝子の研究と糸状藍

藻類の肝臓毒生産特性の研究では，物質生産に関係する遺伝子等が

推定された。日本近海に棲息するフェォダリア類の生態と分布並び

に進化系統に関する研究，地衣類に存在する放射性セシウムの化学

形態に関する研究，伊豆諸島，御蔵島の地衣類に関する研究，地衣

類，Umbikicaria esculenta,Sporodophoron primorskiense 並びに

Coenogonium moniliforme などの分類・地理学的研究，日本と韓国

における地衣類の新種及び新産種の研究では，それぞれの生物群に

おける化学成分と物質生産と系統関係との関連が明らかになった。

日本新産の 3 種のチャツムタケ属菌類，コナラの枯木に発生するツ

キヨタケの分子系統，及び日本新産ニセホウライタケ属菌の研究で

は，各菌類の分子系統学的関係が明らかになった。ゼニガタアザラ

シのスエヒロタケ感染症，標本と土壌 DNA の比較によるキノコ類の

メタゲノム解析，福島県内並びに富士山の野生きのこの放射性セシ

ウムの濃度及び動向，本州中部地域におけるヒメカバイロタケ属菌

の多様性，及び小笠原諸島の絶滅危惧種であるシンジュタケの分布

と生態に関する研究等でも，多くの菌類の環境，生態系，多様化等

が明確に示された。 

多様性・解析保全グループでは，埋立地の植栽林におけるキンラン

の野外播種試験法による繁殖，やラン科セッコク属における薬用資源

探索に関する研究を推進した。また，絶滅危惧種クゲヌマランの地理

的分化と共生菌相について解明を行った。日本産サカネランの種子の

形態と散布様式，ラン科の種子発芽を指標にした菌根菌の時空的動

態，菌従属栄養植物タカツルランの菌根菌の特性評価，及び菌従属栄

養植物モイワランの同定の研究では，日本産ラン科植物の生態や菌と

の共生関係が明らかになった。さらに，日本及び台湾におけるサギゴ

ケ属の分類学的再検討や，隔離分布種モクレイシにおける系統地理と

集団遺伝構造の解析，適応放散を起こした台湾産マンネングサ属植物

の光合成様式の解明，琉球列島と台湾のヒメサギゴケについての系統

地理的解析，そしてスゲ科イソレピス属，ミクリ属，カワツルモ属植

物の系統学的解析で，それぞれの分類群における系統地理，分子系統

関係等の新知見が明らかになった。伊豆諸島におけるゼンマイ属のシ

ダの雑種形成，東アジア産クモキリソウ属植物，日本産チャルメルソ

ウ属及び近縁種の自然史に関する研究では，それぞれの地域における

分類群の種分化の推定を進めた。日本産オオバコ属植物のフェノール

成分の研究，及び塩生植物ハママツナ，世界最大花序のショクダイオ

オコンニャク，イチョウシダ，サクラソウ，ヒメシャガ等に含まれる

新規のフラボノイド成分の分離同定等の研究を進め，二次代謝産物で

あるアントシアニンを含むフラボノイド系化合物の花色発現や紫外

線防御等の植物における様々な機能が解明された。ヒマラヤ産メコノ

プシス属植物（ケシ科）数種の花色色素，ミスミソウの訪花昆虫相並

びに色彩識別能力と花色の関係に関する研究，イタドリとカラマツの

生育高度の違いによる紫外線防御物質の変動，及び花の色を変えるミ

ツマタ，トベラ等数種の植物の色素成分の変動等の，花色色素に関す

る研究も推進した。 

これらの研究成果は，88 編の研究論文と 112 件の国内外での学会
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地学研究分野は，

日本列島とその

周辺地域の岩石

の成因と鉱物の

生成条件の解明

を進めるため，岩

石・鉱物を収集す

るとともに，結晶

学的・化学的解

析，生成年代測定

を行いデータの

蓄積と検討を行

う。また古生物の

系統進化，比較形

態，古生物地理，

古生態やそれら

を通じた地球環

境変動の解明を

進めるため，化石

等を収集し，層

序，形態学的観

察，地球化学的解

析等を実施する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）地学研究分野 

岩石・鉱物及び古生物を

対象に自然史科学的研究

を行う。鉱物科学研究グ

ループでは，「日本列島の

岩石・鉱物の精密解析」

のテーマのもと，日本列

島とそれに関連深い周辺

地域の岩石・鉱物を収集

し，それらの科学的な意

義を明らかにするための

結晶学的・化学的解析と

生成年代測定を行う。平

成 27年度は，九州，中四

国地方に重点を置き，変

成岩の源岩年代，火成岩

の化学組成変動及びレア

メタル鉱物に焦点をあて

る。 

生命進化史研究グループ

と環境変動史研究グルー

プで構成される古生物分

野においては，「古生物の

系統分類，古生物地理お

よび地球環境変動と生態

系の進化の研究」のテー

マのもと，日本を中心と

した東アジア地域の中～

新生代陸生及び海生動植

物化石を収集し，系統進

化と古生物地理及び水性

適応の研究を継続する。

特に北海道と九州地方に

おいて標本を収集して新

生代における湖沼珪藻の

汎世界的な交代の解明，

熱帯西太平洋の後期新生

代絶滅イベントの解明，

環太平洋の白亜系層序と

アンモナイトの分類，日

本の太平洋側の新生代の

植物化石および東アジア

の脊椎動物化石，および，

国際深海掘削計画の試料

で発表された。またさらに，企画展「めずらしい植物展」，「水草展」，

「生き物のきずな展」，「つくば蘭展」，その他の展示・学習支援活動

を通じて，一般社会に知識を還元した。また，これらの成果はプレ

スリリースを通じて発信し，新聞，テレビ，ラジオ等でも報道され

た。 

 

○地学研究分野  

【研究全体の概要・目標】 

 地学研究分野のうち，鉱物科学研究グループでは，「日本列島の岩

石・鉱物の精密解析」のテーマのもと，日本列島とそれに関連深い周

辺地域の岩石・鉱物を収集し，それらの科学的な意義を明らかにする

ための結晶学的・化学的解析と生成年代測定を行う。生命進化史研究

グループと環境変動史研究グループで構成される古生物分野におい

ては，脊椎・無脊椎動物化石，植物化石や原生生物の化石・現生種を

対象に，「古生物の系統分類，古生物地理及び地球環境変動と生態系

の進化の研究」で，時空分布，形態的解析，分子生物学的解析，地球

化学的分析を進め，地球環境の変動とそれらと相互作用する生態系の

進化の解明を目指す。 

【平成 27年度の調査研究の内容と成果】 

鉱物科学研究グループでは，三重県鈴鹿花こう岩ペグマタイトか

ら新種鉱物「三重石」を発見し記載した。この鉱物は記載データ不

備により抹消されていたイフティシ石に相当し，新たな種名ととも

に，希土類ケイ酸塩での懸案の問題を解決するに留まらず，アルミ

ニウムによるチタンの同形置換を明らかにした。さらに，同県伊勢

市の蛇紋石化したダナイト中の斑れい岩捕獲岩からエトリング石

族で炭酸とホウ酸の両方を成分とする新種を発見し，「今吉石」と

命名して記載した。火山研究としては，太平洋赤道直下に存在する

世界最大の火山であるオントンジャワ海台の溶岩に含まれるかん

らん石及びスピネル鉱物の分析を行い，1 つの火山に含まれる鉱物

組成が，通常みられるような様々な状態ではなく，均質という結果

が得られた。広範囲で溶けたマグマが大規模なマグマ溜まり中で均

質化したと結論付けられ，論文で報告した。深成岩研究では，伊豆

小笠原弧において大陸地殻が現在も成長していることを直接的に

証明する世界初の花崗岩海山の発見とその岩石学的成因について

の研究成果が国際誌に掲載された。また，西オーストラリア・ピル

バラ，ロシア・サハリン，アメリカ・アラスカ，トルコ中央部の各

地域において深成岩・火山岩類の系統的な岩石標本試料採取を実施

し，現在その岩石学的・地球化学的・年代学的研究を進展させた。 

生命進化史研究グループでは，植物化石については，収蔵するチ

リ産ナンキョクブナ化石の分類学的研究を進め，類縁と大型植物化

石群集の葉相観に基づいた定量的古気候解析結果から，現在主に温

帯域適応のナンキョクブナ属が，始新世温暖期に亜熱帯環境に適応

し，その後温帯的環境に適応した可能性を明らかにし，国際誌で報

告した。また，第三紀層から得られた東アジア固有の針葉樹属の分

類学的検討を進め，ヒノキ科コウヨウザン属の化石種の系統と古植

物地理に関する成果の一部を論文として発表した。また，海外研究

者と共同し，日本を含む各地の第三紀層から報告された化石種のデ

ータベースを整備した。四肢動物化石に関しては，CT スキャンデー

タ等を用いて，海生哺乳類の触覚や聴覚等の感覚機能の解析，爬虫

 

 

 

○地学研究分野では，鉱物科学研究

グループにおいて，鈴鹿花こう岩ペ

グマタイトからの新種鉱物「三重

石」を記載するとともに，記載鉱物

学での懸案の問題を解決し，さら

に，結晶化学では特異な同形置換を

明らかにした。また，斑れい岩捕獲

岩からの新種を発見し，「今吉石」

として記載し，新種発見とともに，

記載鉱物学の進展に寄与した。ま

た，世界最大の火山であるオント

ンジャワ海台の溶岩について，マ

グマの均質化を明らかにし，論文

誌に報告し，さらに，大陸地殻の

現在も成長する証拠として世界初

の花崗岩海山を発見し，成因につ

いての研究成果が論文誌に掲載と

なるなど，研究成果が，海洋地質

学の分野に大きなインパクトを起

こしている。 

生命進化史研究グループでは，収蔵

するチリ産ナンキョクブナ化石の

分類学的研究を進め，類縁と大型植

物化石群集の葉相観に基づいた定

量的古気候解析結果から新知見を

得ることができた。また，東アジ

ア固有の針葉樹属の分類学的検討

での成果等が古植物地理研究上，

極めて重要な成果となった。さら

に，未記載となっていた中新世後

期のセイウチ科鰭脚類を新属新種

として報告した。これら研究成果

は学会発表６件，学術論文３編の

報告となった。 

一方，無脊椎動物化石では，北海

道・厚岸湾地域白亜系最上部から

産出のアンモナイトを記載し，生

層序と古地磁気層序の統合に関す

る新知見を得て，また，東南アジ

アの新生代中新世の腹足類の新属

について論文を学術誌に発表し

た。また，東シナ海堆積物につい

て，最終氷期にモンスーン変動に

関連した水温，塩分変動を解明し，

環境変動史研究上，極めて重要な意

義をもつ成果となった。 
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人類研究分野は，

人類の起源・進化

及び日本人とそ

の関連諸地域集

団の小進化・移住

拡散過程を解明

するため，標本資

料を収集し，形態

学的・分子人類学

的再検討等を行

い，主として更新

世後期から縄文

時代にかけての

日本列島集団形

成史の再構築を

進める。 

  

 

を用いた第四紀の東アジ

ア夏季モンスーン変動と

微化石群集の応答に焦点

をあてる。また，四肢動

物化石に関しては，CTス

キャンデータなどを用い

て，海生哺乳類の触覚や

聴覚等の感覚機能の解

析，爬虫類と鳥類の吻部

形態の研究を重点的に行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）人類研究分野 

平成 27年度は，研究計画

の最終年度として過去 4

年間の成果の総括を行

い，それを踏まえた新た

な日本人成立論の構築に

向けた取り組みを実行す

る。これまでの研究期間

の中で取り組んできた旧

石器時代人骨（沖縄県石

垣島白保竿根田原洞穴遺

跡）や，縄文前期人骨（富

山県小竹貝塚）等を対象

に，新たに次世代シーク

エンサーを用いた網羅的

ゲノム解析を更に進め

る。これによって縄文の

各時代・地域の集団の遺

類と鳥類の眼窩と吻部の形態等の変化について研究し，海生哺乳類

についてはネズミイルカ類の聴覚器官に関する第一報を報告した。

さらに，未記載となっていた中新世後期のセイウチ科鰭脚類を新属

新種として記載した。南アジアの陸生哺乳類化石の歯形態を解析し

て，化石に基づく分岐年代の精査を進めた。これら研究成果は学会

発表６件，学術論文３編として報告した。 

環境変動史研究グループでは，北海道・厚岸湾地域の白亜系最上

部から産出したアンモナイトを記載し，生層序と古地磁気層序の統

合に関する論文を学術誌に発表した。また，中生代の遺存種である

東南アジアの新生代中新世の腹足類の新属 Megistocerithium に関

する論文を学術誌に発表し，日本列島産新生代第四紀のトウキョウ

ホタテガイの絶滅に関する研究を進展させた。東シナ海〜日本海を

中心に，海洋堆積物コア試料の解析を進め，具体的には，過去４万

年間の東アジア夏季モンスーン変動の理解のため，東シナ海堆積物

についてさらに分析を進めて，最終氷期（過去３〜４万年前）にモ

ンスーン変動に関連した数百年〜千年スケールの水温，塩分変動が

あったことを認めた。また，過去１万４千年間の東シナ海における

黒潮変動について，平成 26 年度学会で発表した成果のまとめを進

めた。 

上記の研究に並行して，以下の研究も行った。過去７万年間にお

ける日本海周辺の高解像度気候復元のため，研究航海に参加し，底

生有孔虫の表層試料及び海洋堆積物コア試料を採取した。また，完

新世における長江の洪水史を復元する目的のため，東シナ海陸棚に

おける堆積物コアを入手し，分析を進める段階となった。 

成果は，学会発表は 86件，学術論文（査読）の受理掲載は 42編，

一般向け書籍等，出版物は「地球を突き動かす超巨大火山 新しい「地

球学」入門」等 25編として報告した。さらに，特別展「大アマゾン

展」，「生命大躍進」，企画展「国産顕微鏡 100 年」，その他の学

習支援活動を通じて，本研究分野の研究の魅力を広く一般に普及し

た。 

 

 

 

○人類研究分野 

【研究全体の概要・目標】 

人類の起源・進化過程並びに日本人とその関連諸地域集団の起源・

小進化・移住拡散過程を解明することを目指す。 

【平成 27年度の調査研究の内容と成果】 

本基盤研究においては,更新世後期から縄文時代にかけての日本列

島集団の形成史の再構築に力を注いでいる。そのため，平成 23-26

年度に引き続き，平成 27 年度は研究計画の最終年度として過去５年

間の成果の総括を行い，それを踏まえた新たな日本人成立論の構築

に向けた取り組みを実施した。これまでの研究期間の中で取り組ん

できた旧石器時代人骨（沖縄県石垣島白保竿根田原洞穴遺跡）や，

縄文前期人骨（富山県小竹貝塚等）を対象に，網羅的なゲノム解析

を更に進めた。 

特に縄文人に関しては，次世代シークエンサーを使ったミトコン

ドリアＤＮＡ分析を重点的に行った。具体的には，これまでの簡易

的な解析によって縄文人に特徴的なハプログループ（ミトコンドリ

これらの研究成果は，学術論文

（査読）42編，学会発表 86件，一

般向け書籍「地球を突き動かす超巨

大火山 新しい「地球学」入門」等

の出版物として，また地球館Ⅰ期展

示のリニューアルへの反映をはじ

め，特別展「大アマゾン展」「生命

大躍進」，企画展「国産顕微鏡 100

年」等を通じて広く社会に発信し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人類研究部で行った形態学・遺伝

学的研究により，縄文人には現代

日本人には伝わっていない特殊な

系統があること，また，全ゲノム

解析により，北海道と青森，長野

県の縄文人骨間に遺伝的な相違が

あることを見いだした結果は，こ

れまでの考えられてきた均一な縄

文人という概念を覆す，日本人起

源論にとっても重要な知見を提供

し，大きな成果となった。 

佐世保市岩下洞穴出土の縄文時代

早期人骨約と弥生時代の下本山遺

跡出土人骨の研究の成果は，佐世

保市で開かれた特別展と講演会で

発表し，広く研究アウトリーチを

行うことができた。 

また，頭骨のデジタル復元や３D

プリンタによる造形等の研究の推
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理工学研究分野

は，主として人類

の知的活動の所

産として社会生

活に影響を与え

た重要な産業技

術史を含む科学

技術史に関し，そ

の発展の歴史の

解明を進めるた

め，研究機関，企

業，学会等と連携

して資料の所在

調査，情報収集を

行うとともに，実

物資料に基づい

た調査研究を行

う。 

 

伝的特徴を明らかにし，

縄文人の遺伝的な実態や

その起源を明らかにする

研究を深化させる。更に

肉眼的な形態観察の他に

3次元デジタイザやCT装

置を用いた形態データの

取得による頭骨のデジタ

ル復元や３D プリンタに

よる造形等の研究を推し

進め，現時点における最

先端の形態学研究の方法

を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）理工学研究分野 

実物資料に基づく科学技

術史及び宇宙地球史の研

究を行う。総合技術史分

野では，公的研究機関等

が保有する歴史的資料の

実態把握を進める。電気

分野では，電力・照明・

あかりに関する歴史資料

の所在調査や文献調査を

進めるとともに，古燈火

器のあかりとしての特性

を考察する。化学分野で

は科博所蔵資料の再整理

と電子データ化・データ

ベース化を行う。物理分

野では，気象を始めとす

るコンピュータ・シミュ

レーションの発展史を中

心に研究する。また，当

館が所蔵する科学者資料

の再整理を進めていく。

アＤＮＡのタイプ）を持つことが分かっていたものを中心に，十数

個体のミトコンドリアＤＮＡ全塩基配列を決定し，縄文人には現代

日本人には伝わっていない特殊な系統があることを明らかにした。

また，縄文人の全ゲノム解析を引き続き行い，北海道と青森，長野

県の縄文人骨間に遺伝的な相違があることを見いだした。これらの

結果は，これまで考えられてきた均一な縄文人という概念を覆すも

のであり，日本人起源論にとっても重要な知見を提供することにな

った。 

特に，九州地方での縄文〜弥生時代にかけての集団の変遷を探る

目的で，佐世保市岩下洞穴出土の縄文時代早期人骨約と弥生時代の

下本山遺跡出土人骨の整理と形態学的及び遺伝的な解析を行った。

その成果は，佐世保市で開かれた特別展と講演会で発表した。これ

によって縄文の各時代・地域の集団の遺伝的特徴を明らかにし，縄

文人の遺伝的な実態やその起源を明らかにする研究を深化させる

ことができた。 

さらに，肉眼的な形態観察の他に 3 次元デジタイザや CT 装置を

用いた形態データの取得による頭骨のデジタル復元や３D プリンタ

による造形等の研究を推し進め，現時点における最先端の形態学研

究の方法を確立した。その成果は，佐世保の人骨や江戸切支丹屋敷

から出土したイタリア人宣教師の形態復元にも用いた。特に後者

は，我々の形態とＤＮＡ研究によって，江戸時代に日本に潜入し，

新井白石が尋問したことでも有名なジョバンニ・シドッチであるこ

とを特定した個体であり，このことは人類学だけではなく，歴史学

にとっても重要な発見となった。 

また，インドネシアの島にいた小型人類（フローレス原人）の進

化について，ジャワ原人あるいはその仲間からの進化である証拠が

得られ，身長や脳が小さく進化した新知見が得られた。 

 

 

○理工学研究分野 

【研究全体の概要・目標】 

主として人類の知的活動の所産として社会生活に影響を与えた重

要な産業技術史を含む科学技術史に関し，その発展の歴史の解明を進

めるため，研究機関，企業，学会等と連携して資料の所在調査，情報

収集を行うとともに，実物資料に基づいた調査研究を行う。 

【平成 27年度の調査研究の内容と成果】 

電力・照明・明かり分野において，照明学会が 1931 年に発行した

「日本古燈器大観」を基に調査し，標準となる燈火器を抽出し，デ

ータを得て年表を作成し，照明学会誌 2015 年 12 月号に掲載した。

また，明治 22 年から大阪電燈株式会社の西道頓堀電燈局で使用さ

れていたトムソン・ヒューストン・アーク灯用発電機の保存を確認

し，基礎調査を行った結果，60Hz 系の最初の事業用火力発電で使用

された可能性が判明した。 

化学分野では，櫻井錠二の辞令・弔辞資料や福井謙一の別刷り資

料の電子データ化を進めて，ネット上での公開を始め，科学者肖像

コレクションも電子データ化を推進した。また，福井謙一を含む日

本のノーベル賞受賞者に関する資料調査を行い，地球館Ⅰ期展示に

反映させた。さらに，木村健二郎資料の所在調査から手書きノート

類等多数の地球化学研究に関する貴重な資料の存在が判明した。 

進により，最先端の形態学研究の

方法を確立したことで，イタリア

人宣教師等の形態復元にも用いる

ことができた等，人類学のみなら

ず，歴史学にとっても重要な発見

となり，大きな貢献となった。 

さらに，インドネシアの島で発

見された小型人類（フローレス原

人）について，身長や脳が小さく

進化したことを解明し，進化研究

の進展に大きく寄与した。 

人類研究分野では，更新世後期か

ら縄文時代にかけての日本列島集

団の形成史の解明のために行った

研究で，平成27年度は，13編の学

術論文のほか，一般向けの人類学関

連書籍 2冊，翻訳書 2冊のほか，新

聞雑誌等へ多数解説記事や書評を

執筆した。学会発表は，筆頭発表者

となったものが 15 件，そのうち招

待講演が 2件，国際学会での発表は

3件である。 

 

 

 

 

○理工学研究分野のうち，電気分野

では，標準となる燈火器を抽出し，

年表を作成し，その成果を学会誌

に報告した。また，トムソン・ヒ

ューストン・アーク灯用発電機の

保存を確認し，基礎調査の結果，

60Hz 系の最初の事業用火力発電で

使用された可能性が明らかとなる

等，新たな進展が得られた。 

化学分野では，当館が所蔵する

様々な化学史に関する資料の電子

データ化を進め，ネット上での公

開を開始し，さらなる活用度が高

まった。 

物理分野では，当館所蔵の科学者

資料の再整理より新知見が得ら

れ，それを展示改修に反映し，広

く一般に成果を還元した。 

宇宙地球史分野において，狭山隕

石についての詳細な同位体分析等

により明らかとなった新知見を論

文で報告を行った。 

本基盤研究の平成 27 年度の成果
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建築分野では東京市街高

架線の建設史について調

査研究を行う。天文学史

では文献資料に基づく近

現代における天文学の普

及に関する調査を引き続

き行う。また宇宙地球史

については，太陽系小天

体の観測的研究にむけ

て，より進んだデータ解

析手法の確立を図るとと

もに観測を進め，また，

日本の隕石の資料につい

て，収集整理を行うとと

もに各種隕石中の元素の

同位体測定を行い原始太

陽系について考察する。 

 産業技術史資料の所在

調査として，工業会等の

団体と協力して所在調査

を行い，結果のデータベ

ース化と公開を行う。ま

た，技術の系統化研究と

して，石油化学等のいく

つかの技術分野について

研究を行い，その成果を

報告書としてまとめる。

さらに，系統化研究によ

って評価された産業技術

史資料のうちから，より

詳細な調査研究を経て，

重要科学技術史資料候補

の選出と台帳登録をめざ

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物理分野では，日本における初期のコンピュータ・シミュレーシ

ョンの事例として台風の数値予報を取り上げ，詳細を調査した結果

この技術が実用化されるまでの過程を文献資料に基づき明らかに

した。また，物理学者・長岡半太郎をはじめとする科学者資料の再

整理を進め，長岡がドイツ留学時に受講した講義の内容等の新知見

を得て，展示改修に反映させた。 

建築分野については，東京市街高架線の建設過程において新永間

建設事務所並びに市街線建築事務所の変遷と役割について，在籍し

た技術者の変遷や履歴を通じてまとめた。 

天文学史では，近現代における天文学の普及過程に関する文献資

料の調査，特に戦前戦後の科学雑誌の内容及び観測機器に関する調

査を行い, 天文学史的に貴重な画像の同定を行った。 

宇宙地球史については，太陽系小天体の観測的研究を行うととも

に，よりデジタル化したデータ解析手法の確立に向けた観測を試行

した。また，狭山隕石含有の球粒中のアルカリ元素の分布と Ba 同

位体比を測定し，母天体での水質変成で蛇紋岩化した部分に Rb や

Cs の濃集が判明した。また，月隕石及び月表層土壌試料の Sr, Ba

及び希土類元素の同位体比測定を行い，いずれも非常に強い宇宙線

照射を受けていることが判明した。さらに，D’Orbigny 隕石の各種

成分のクロム同位体比の測定を行い， U-Pb 年代測定法により非常

に正確な絶対年代が決まっていることから，クロム同位体比の精密

測定で正確な基準点が得られる可能性を見出した。結果について学

会発表し，狭山隕石の成果は，論文として発表した。地震学分野で

は，日本海で 20 世紀に発生した地震について，日本国内だけでな

く海外で記録された地震波形や津波波形等の資料を収集し，地震規

模や断層モデルの推定を行い，日本，韓国，ロシアの日本海沿岸に

及ぼす津波の影響を検討した。その結果，日本海沿岸，韓国やロシ

ア沿岸の津波を数値計算により再現することができ，その成果を学

会等で公表した。 

総合技術史分野では，フィラデルフィア万博出品資料の現地調査

をアメリカ国立自然史博物館で行い，また，同時に明治期日本関連

資料の調査を行った結果，内務省博物館からの保管転換資料を中心

とした博物館関係資料群が保存されていることが明らかとなった。

国内では，開拓使博物場関連資料の調査を函館市立函館博物館で実

施し，様々な関連資料と見られる資料の保存を確認し，開拓使函館

博物場での展示内容の一端を知る手がかりを得た。 

産業技術史資料の所在調査として，日本電気制御機器工業会，日

本光学硝子工業会等の団体と協力して，傘下の会員企業を対象とし

た資料の所在調査を行い，その結果をデータベース化し，インター

ネットで公開した。また，技術の系統化研究として，溶接技術，セ

メント，石油化学，コークス，ボトムプラウの５つの技術分野を対

象として，その技術分野の歴史を明らかにした。コークスについて

は，北九州産業技術保存継承センターとの共同研究として実施し，

「国立科学博物館技術の系統化調査報告書 第 23 号」「同共同研

究編９号」として刊行した。さらに，所在とその技術史資料として

の重要性の明らかになった産業技術史資料のうち，25 件を重要科学

技術史資料として 選出・登録したが，国内外の新聞・テレビ・ラ

ジオ等で報道された。一般向けの書籍「日本のものづくり遺産－未

来技術遺産のすべて－」を刊行し，広く社会に発信した。 

は， 11 編の学術論文，43件の学会

発表で公表するとともに，一般向け

書籍等の出版，及び出版物への掲載

は「世界で一番美しい分子図鑑」，

「20 世紀物理学史：理論・実験・

社会（上，下）」，「日本のものづく

り遺産－未来技術遺産の全て」等

22 件を数える。産業技術史資料の

所在調査や技術の系統化研究の結

果は，データベースとして公開する

とともに,「国立科学博物館技術の

系統化調査報告書 第 23 号」「同

共同研究編９号」として刊行した。

産業技術史資料のうち 25 件を重

要科学技術史資料として 選出・登

録したが，国内外の新聞・テレビ・

ラジオ等で報道され，広く関心を

集めた。一般向けの書籍「日本の

ものづくり遺産－未来技術遺産の

すべて－」を刊行し，一般に広く

紹介することができた。 
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６）附属自然教育園にお

ける調査研究 

 附属自然教育園におい

ては，貴重な都市緑地を

保護・管理するために必

要な園内の生物調査等を

行う。 

 

 

 

 

附属自然教育園では，園内における過去 60 年間の樹木の推移につ

いて報告書をまとめた。附属自然教育園では園内における 1949 年の

開園以来の樹木の推移について，過去 9 回にわたり直径 10cm 以上の

樹木の毎木調査を行い，各個体の種名，緯度経度位置，胸高周囲，樹

高，枯死の判定等の項目について記録してきた。この資料をもとに，

156 種の種別ごと，調査年ごとの個体数の増減，胸高周囲，樹高，分

布状況の変化の推移を，グラフと分布図にまとめるとともに，園内に

60 年の間に生育してきた約 2 万本の樹木の肥大・樹高生長の経過，

新出木の追加，枯死木形態の様子等を付した各個体の生育状況の個体

番号ごとのデータベースを報告書に添付した。20 ヘクタールもの自

然林を 60 年間に渡って定期的に行った毎木調査は世界的に見ても例

のないことで，自然林の群落遷移や保護の観点から，また，都市にお

ける自然林の存在意義を考える上で，貴重なデータとなる。 

また，カラスやタヌキ等がヒキガエルや地表徘徊性昆虫等の自然教

育園の生態系に与える影響についての考察をまとめた。その他，共同

研究として，園内の気温分布や CO₂吸収量等を測定して園内の森林が

周辺市街地を冷却する効果についての研究や，地表徘徊性甲虫類の季

節変動と生息環境の調査研究等を行った。その成果の一部について

は，平成 28年度に『自然教育園報告 第 47号』として刊行すること

としている。 

なお，平成 26 年度に附属自然教育園で行った研究については，そ

の成果の一部を，平成 27年度に『自然教育園報告 第 46号』に掲載

して発表した。 

  

 

附属自然教育園では，貴重な都市緑

地を保護・管理するための調査の一

環として，園内における過去 60 年

間の樹木の推移について報告書を

まとめたが，20 ヘクタールもの自

然林を 60 年間に渡って定期的に行

った毎木調査は世界的に見ても例

のないことで，自然林の群落遷移や

保護の観点から，また，都市におけ

る自然林の存在意義を考える上で，

貴重なデータになるものである。 

 

 

  １－２ 分野横

断的な総合研究

の推進 

上記の基盤研究

の成果を踏まえ，

研究期間を定め

て行う総合研究

を５テーマ程度

実施する。 

 総合研究にお

いては，分野横断

的なテーマにつ

いて研究を実施

し，国内外の研究

者・研究機関とも

共同して研究を

行う。 

 

 

 

 

１－２ 分野横断的な総

合研究の推進 

基盤研究の成果を踏ま

え，研究期間を定めて行

う総合研究を 4テーマ実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・総合研究は中期計

画に沿って進められ

ているか。 

＜主要な業務実績＞ 

総合研究の取組状況 

基盤研究の成果を踏まえ，分野横断的なテーマについて研究期間を

定めて行う総合研究を 4 テーマ実施した。平成 27 年度の研究テーマ

ごとの研究状況は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 つの分野横断的なテーマのプロ

ジェクトを実施した。地域を限定し

て，複数の研究分野が参加すること

による総合的な研究，生物群を超え

て総合的に分析することで，新たな

モデルを構築する研究，時期を限定

して科学技術の発展を基礎から応

用まで概観することによって，科学

技術の発展の様相を明らかにする

研究を分野横断的に行った。 

日本海周辺域の地球表層と生物相

構造の解析では，日本列島とロシ

ア沿海州の地質学的，生物学的対

比ができたことが大きな成果とし

て挙げられ，生物の相互関係が創

る生物多様性の解明では，海産紅藻

への海綿動物の共生，寄主となるエ

ノキ属植物の分布で制限される蛾

類の分布等，多数の新規相互関係を

発見した。研究成果は，学会発表や

論文等による発表のほか，特別展や
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①「日本海周辺域

の地球表層と生

物相構造の解析」

は，地球表層の上

部に生息する生

物と下部を構成

する地質帯の形

成過程との関わ

りを解明し，ま

た，人類の活動に

よる生物相の変

遷についても明

らかにするため

に，日本海周辺域

において，地球表

層の構成要素で

ある生物相や岩

石鉱物等の調査，

地質帯の形成過

程の解析等の自

然史科学的研究

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）「日本海周辺域の地球

表層と生物相構造の解

析」 

中期計画の最終年度にあ

たり，岩石・鉱物分野で

は，日本列島とロシア沿

海州の年代測定と化学分

析を集約し，日本海拡大

前の復元を中心としたモ

ノグラフを最終版として

出版する。 

化石の分野は，ロシア・

沿海州のアンモナイト，

植物化石を総括し，大陸

と島弧における植物相変

化の分析などから日本海

成立前後の日本列島の古

気候の検討を行う。また，

微化石分野では，東シナ

海〜日本海の深海掘削デ

ータから古環境変動の復

元を進める。昆虫の分野

では，日本列島の日本海

側でのクモ類及びハバチ

類については中国の起源

が今までの調査から想定

され，中国での調査も重

点的に行い分布起源を解

き明かす。深海〜浅海に

生息する無脊椎動物や魚

類については，これまで

に得られた標本の分析を

進め，未記載種等を論文

で発表するととともに，

日本海の深海動物相のと

りまとめとその成因につ

いての考察を行う。鳥類

及びコケ植物の分野は，

ロシア沿海州地方と日本

で比較調査を共同で実施

するとともに，これまで

に得られた資料の総括を

行う。各分野の総括から，

日本海拡大前後の地質の

形成過程とそれ以降の動

植物相の成因を解明す

 

 

 

① 日本海周辺域の地球表層と生物相構造の解析 

本総合研究は，日本列島と東アジアを含めた日本海周辺域におい

て，地球表層の構成要素である生物（化石を含む）の進化や分布変遷

を研究し，岩石・鉱物等の調査による地質帯の形成過程を解析するこ

とによって，日本海とその周辺地域の生命・地球史を明らかにする。

同時に生物については，日本海とその周辺地域の基礎的資料とも言え

るインベントリー構築を行う。 

本総合研究の最終年度にあたり，岩石・鉱物分野では，日本列島

とロシア沿海州の年代測定と化学分析を集約し，日本海拡大前の復

元を中心とした研究成果を専報第 51 号として出版した。研究成果

の中で重要な点は，舞鶴帯と沿海州ウラジオストック，佐渡とナホ

トカ周辺の対比ができたこと，及び日本列島の延長と考えられて来

たジュラ紀付加体の一部がシベリア起源であったことが判明した

ことである。また，不明であった日本海拡大時の東日本と西日本の

境である棚倉構造体が北方では，秋田の男鹿半島の東を通ることが

判明したことである。 

化石の分野では，ロシア・沿海州で採取した無脊椎動物・植物化

石を総括し，日本海成立前後の海洋・陸上の古環境や生物相の検討

を行った。27 年度には，国際統合深海掘削計画（IODP）Exp.346 航

海の概要と結果が Proceedings としてまとめられ，10 月 13 日には，

当館において成果発表会が開催され，東シナ海～日本海の掘削資料

を用いた古環境変動に関する研究の成果を発表した。 

生物分野のうち海洋動物関連では，日本海の浅海から深海に生息

する無脊椎動物と魚類について，これまでに得られた標本の分析を

進めるとともに，約 7000 ロットの標本の登録作業を行った。初記

録種等の結果の一部は，学会発表や論文として公表した。これまで

に得られた結果を用いて，各動物群の日本海の深海動物相の特徴や

成因について，他の海域との比較や地史的な証拠に基づき生物地理

学的考察を進め，その成果を平成 29 年度に予定している特別展等

で公表すべく準備を進めた。 

鳥類については，日本海周辺域を含む地域で，DNA バーコードデ

ータを分析することによって，日本列島と大陸に共通して分布する

鳥の種が日本列島から大陸に分散した可能性を検討した。これまで

は大陸から島への分散（colonization）が前提とされてきたが，逆

に日本列島で種分化した種が大陸に分布を広げる逆分散（reverse 

colonization）が，日本と大陸に共通して分布する鳥種のうち 3 分

の 1 以上で起こった可能性が示唆された。 

陸生無脊椎動物の分野では，日本列島の日本海側でのクモ類及び

ハバチ類については中国の起源がこれまでの調査から想定された

ため，中国での調査を重点的に行った。クモ類については，島根県，

秋田県等の日本海側の現地調査を行い，多数のクモ類標本を採取

し，分類学的に研究した。特に，中国の研究者と共同でサラグモ科

のアリマネグモ属（Linyphiida, Solenysa）の系統分類学的研究を

行い，島根県産の１新種を記載し，ハバチ類では国内各地並びに中

国湖南省，湖北省，浙江省と四川省で調査採集を行い，多数の標本

資料を収集し，中国から新種を記載するとともに，関連の日本産種

企画展等の開催，書籍の刊行等，広

く社会に普及した。 

 

○本総合研究では，日本列島と東ア

ジアを含めた日本海周辺域におい

て，地球表層の構成要素である生物

（化石を含む）の進化や分布変遷の

研究を行ってきた。特に，日本列

島とロシア沿海州の年代測定と化

学分析の研究成果で，周辺の対比

ができたこと，ジュラ紀付加体の

一部がシベリア起源であったこ

と，また，不明であった日本海拡

大時の東日本と西日本の境である

棚倉構造体が明らかになったこと

は，本総合研究の評価を高める成果

である。また，極東ロシア産の三畳

紀前期アンモナイトの分類学的再

検討が行われ，古太平洋の東側に起

源し，大洋を横断して西側に移動し

たグループの存在が明らかになり，

論文で発表した。 

 

国際統合深海掘削計画 (IODP) 

Exp. 346 の日本海～東シナ海掘削

での成果発表会が開催され，東シ

ナ海～日本海の深海掘削データか

ら古環境変動の復元について，多

数報告がされた。 

イワツバメの隠蔽種の調査，ハバチ

類及びクモ類について，アジア大陸

の未記載種や日本産の種との関係

解明に役立つ材料を多数得ること

ができた。また，東北地方西部地域

でサラグモ科の不明種を含む約 90

種を確認した。ロシア科学アカデミ

ーとのコケ植物と地衣類の共同研

究も論文として公表した。 

日本海の浅海から深海に生息する

無脊椎動物と魚類について，分類

学的研究に基づき動物相を明らか

にすることができ，それらの証拠

となる標本の登録を行った．正確

な同定に基づく多くのデータで生

物地理学的な考察を行うことがで

きた。 

陸生無脊椎動物の分野では，日

本列島の日本海側でのクモ類及び

ハバチ類については中国での調査
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②「生物の相互関

係が創る生物多

様性の解明」は，

種の多様性及び

種間の様々な相

互関係からなる

多様性の実体と，

それが創出され

る仕組みを明ら

かにするために，

生物多様性を支

える相互関係に

注目し，自然史情

報の統合的な解

析を行う。 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）「生物の相互関係が創

る生物多様性の解明」 

平成 23 年度より開始さ

れた，生物種どうしの密

接な関係に基づく共存・

共進化に関する部門横断

的研究である。特定の地

域環境や生物群に着目

し，その生物多様性と相

互関係を解明することを

目的に，生物間あるいは

生物・環境間の相互関係

がどのように多様性の創

出と維持に関わったかを

解明する。平成 27 年度

について分類学的・生態学的新知見を発表し，これにより未知の部

分が多い中国各地のハバチ相の一端が明らかとなり，日本のハバチ

相との関連について論じる基礎が整えられた。 

植物のインベントリー調査に関しては，日本海周辺地域における植

物の多様性とその起源を明らかにするために，平成 27 年度はロシア

科学アカデミー極東部門植物園研究所とのコケ植物と地衣類の共同

研究を実施し，沿海州及び九州北部での共同調査を実施した。地衣類

で は ， 沿 海 州 で 発 見 さ れ た 地 衣 類 の 新 種 Sporodophoron 

primorskiense（ビジョノコナユキゴケ）が日本海を挟んで富山県で

も見つかり，本種が日本海周辺地域で分化した可能性を指摘した。コ

ケ植物では，5 年間の研究成果として，日本海周辺地域のコケ植物

相を明らかにするとともに，分布要素の解析を通してその多様性の

起源を探ることを目的として極東ロシア及び国内日本海沿岸で調

査を実施した。その結果，沿海州では垂直分布の寸詰まり現象が見

られることから，シホテ－アリニ山脈に東アジア温帯要素の種の北

限があることが推定される等，多くの新知見を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 生物の相互関係が創る生物多様性の解明 

本総合研究では，種の多様性及び種間の様々な相互関係からなる多

様性の実体と，多様性が創出される仕組みを明らかにするために，

生物多様性を支える相互関係に注目し，群集レベルから分子レベル

にわたる幅広い視点でデータを収集して，自然史情報を統合的に解

析した。広範な領域を扱うため 2 班に分かれて活動し，さらに必

要に応じて，館内・館外との共同研究を奨励し，広がりを持った研

究成果を追求し，研究を進めた結果，以下の成果が得られた。 

 生物相互関係・多様性調査班では，各テーマに応じて国内各地に

調査地を設定し，生物相調査を行った。その結果，ブナ・ミズナラ

に内生する菌類相，きのこ食性の昆虫相，地衣類と藻類の対応関係，

ブナ樹幹上における蘚苔類・地衣類の層状関係，板鰓類と条虫類に

おける宿主・寄主関係，海産紅藻への海綿動物の共生，寄主となる

エノキ属植物の分布によって制限される蛾類の分布に関する研究

等において，多数の新規相互関係の発見と，それらの種に関する分

も重点的に行い，分布起源を解き

明かされた。クモ類については，

中国の研究者と共同で分子系統解

析を含む系統分類学的研究を行

い，学会発表や学術雑誌で報告を

行った。ハバチ類では，中国から

新種を記載し，関連の日本産種に

ついて，分類学的・生態学的新知

見が得られ，未知の部分が多い中

国各地のハバチ相の一端が明らか

となり，日本のハバチ相との関連

について論じる基礎が整えられた

ことは，当該分野の研究進展への

意義が大変大きい。 

植物のインベントリー調査に関し

ては，平成 27年度はロシア科学ア

カデミー極東部門植物園研究所と

のコケ植物と地衣類の共同研究を

実施し，沿海州及び九州北部での共

同調査により多くの新知見を得て

いる。 

平成 27 年度に行った学会発表は 5

件，公表された学術論文は 17編で，

さらに，国立科学博物館専報第 51

号「Geological research around 

the Sea of Japan」として 10 編の

論文を出版している。また，日本海

沿いの水月湖から採集された資料

がこの総合研究で多く集められ，企

画展「過去５万年の時をはかる」を

開催した。さらに，一般向けの標本

を厳選し，ミニ企画展「日本海とそ

の周辺の自然史の調査」と題するミ

ニ企画展の準備を進めた。 

 

○本総合研究では，新規の相互関係

に注目した生物多様性の探索の結

果，多数の新規相互関係の発見と，

それらの種に関する分類学的貢献

（新種・新組み合わせ等の新知見

種）がもたらされた。また，生物

相互関係をデータベース化し，複雑

な相互関係を可視化するサイトで

成果を公開した。以上のような活動

結果は，23 件の学会発表，７編の

論文にて発表した。 

本総合研究の集大成としてつく

ば実験植物園企画展「生き物のき

ずな展～つながる植物・動物・菌
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③「近代日本黎明

期の科学技術の

発展史の研究」

は，近代日本の黎

明期を中心とし

た科学技術の発

展史について，電

気工学，化学，天

文学，地球物理

学，建築学，医薬

学その他の分野

について，文献や

実物資料に基づ

いて系統的に解

明するとともに，

分野間の相互依

存による発展の

関係を明らかに

することを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

は，これまでの研究を総

括したデータベースを作

成するともに，成果を展

示・講演会の形で公表す

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）「近代日本黎明期の科

学技術の発展史の研究」 

近代日本の黎明期を中心

とした科学技術の発展史

について，電気工学，化

学，物理学，天文学，建

築学，総合技術史，医薬

学，植物学等について広

く資料の所在を調査しそ

の内容を分析し，これら

分野の発展史の系統的な

解明を行う。本年度は最

終年度にあたるため，分

野間の相互依存関係に留

意しながら各分野の研究

結果を報告書などにとり

まとめる。また，関連の

国際シンポジウムを開催

する。具体的には，電気

分野では引き続き明治初

期の電気技術者の活動・

業績を調査するととも

に，昨年度収集した資料

の整理公開を進める。化

学分野では明治大正期の

日本人化学者に関する資

料の調査分析を引き続き

類学的貢献（新種・新組み合わせ等の新知見種）がもたらされた。

これらのデータはデータベース化し，一部複雑な生物相互関係を可

視化するサイト BioRelVis にて成果を公開した。 

生物相互関係・進化研究班では，設定された対象生物群をもとに，

分子系統解析的な手法，生物相調査，生態的調査を行い，相互関係

の進化機構を解明した。この中には，チャルメルソウ属種間の送粉

者の違いをもたらすしくみの発現遺伝子解析に基づく解明，寄生植

物スナヅル属の生育環境とホスト植物の範囲についての調査，水草

のミクリ属の長距離分散の歴史の解明，音響学的特性に基づく，鳥

のさえずりにおける遺伝的距離と近縁種の存在による多様化原因

の解明，カワトンボ属の同所的生息メカニズムの解明等が含まれ，

生物間相互関係がもたらす進化への影響例が解明できた。また，ラ

ンの根に存在する菌類の多様性解析により多様な菌群から選択的

な傾向へ向う進化が示唆された。また，分子系統解析を用いて板鰓

類と寄生性条虫との進化の関係に取り組み，寄生虫の多様化におけ

る宿主転換の重要性が示唆された。 

平成 27 年度には本総合研究の集大成として，つくば実験植物園

企画展「生き物のきずな展～つながる植物・動物・菌類」（10 月

17 日～25 日）を開催するとともに，講演会（「生物の相互関係が

創る生物の多様性の解明」平成 28 年 2 月 11 日）を開催して，一般

への成果還元を図った。 

 

③ 近代日本黎明期の科学技術の発展史の研究  

近代日本の黎明期を中心とした科学技術の発展史について，電気

技術，化学，物理学，天文学，建築学，総合技術史，医薬学，植物

学等について広く資料の所在を調査しその内容を分析し，これら分野

の発展史の系統的な解明を行った。 

電気技術分野では，日本の通信技術国産化過程を語る資料として

極めて貴重なことが判明した日本無線株式会社から寄贈を受けた

「研究録」について，戦前分のオリジナルが現存する約 1,500 件の

全タイトルをデータベース化した。また，劣化の激しい 1,000 件に

ついて，一部デジタル化を行った。このような一般企業の元社外秘

の社内技術資料を公的機関で保存することは，これまでほとんど先

例が無く，本事例は今後の技術史研究及び資料保存活動に大きく寄

与するものである。そのほか，これまで総合研究で調査，保存して

きた黎明期の科学技術資料や科学者・技術者に関する知見の一部を

常設展示で紹介した。 

化学分野では，日本の近代化学黎明期に活躍した長井長義，櫻井

錠二，池田菊苗，鈴木梅太郎，高峰譲吉に関する資料の再整理・再

検討を進め，地球館地下３階の常設展示「日本の科学を築いた人た

ち」に反映させた。 

物理学分野では，明治・大正期の日本における物理学の受容過程

について，「教育のはじまり」「研究のはじまり」という二つの論点

に沿って整理を行い，この過程を物語るうえで重要と考えられた文

献資料の収集を進めた。また，この調査研究で得られた新知見や，

力学の初歩的原理を説明した錦絵等興味深い資料の紹介を各種講

座の内容にも取り入れた。 

天文学分野では，京都大学で整理が進められている山本天文台の

望遠鏡資料や文書資料について引き続き調査を行い，また，新しく

類」（10 月 17 日～25 日）を開催，

そして，講演会（「生物の相互関

係が創る生物の多様性の解明」を

開催し，広く一般へ成果還元を図

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本総合研究では，電気技術分野で

は，日本無線株式会社から寄贈を受

けた「研究録」について，日本の通

信技術国産化過程を語る資料とし

て極めて貴重なことが判明し，戦前

分のオリジナルが現存する約

1,500 件の全タイトルをデータベ

ース化した。これまで総合研究で

調査，保存してきた黎明期の科学

技術資料や科学者・技術者に関す

る知見について，その一部を常設

展示でも紹介し，一般へ広く公表

した。天文学分野では日本の天文

学の発達で重要な天文研究者とア

マチュア天文家の関係について調

査から新しい知見を得ることがで

き，望遠鏡資料や文書資料につい

て引き続き調査を行い，さらに新

しく寄贈された双眼鏡の分解・比

較調査を行い，その成果を論文と

して発表し，さらに，企画展（日

本の科学者技術者展シリーズ「渋

川春海と江戸時代の天文学者た

ち」を実施し，一般への普及を行

うことができた。 

総合技術史関連では，農作物であ
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④「生物多様性ホ

ットスポットの

特定と形成に関

する研究」は，科

学博物館等で保

管する標本資料

のデータベース

活用と分子系統

解析を進め，日本

国内の生物多様

実施する。天文学分野で

は近代日本黎明期におけ

る望遠鏡メーカーとアマ

チュア天文家の関係等に

ついて引き続き調査す

る。物理学分野では明

治・大正期の日本におけ

る物理学の受容過程をま

とめ，この過程を示す重

要資料の収集および調査

を行う。建築学分野では，

戦前期建築家についてこ

れまでに整理した遺品リ

ストと年譜に基づき，そ

の業績を明らかにする。

総合技術史分野では，万

国博覧会や国内の博覧会

に関連した資料の調査を

実施する。医薬学分野で

は，各地の博物館と連携

して地域資料の調査を行

う。植物学分野では伊藤

圭介作成標本および宇田

川蓉菴関係資料の調査分

析を引き続き実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）「日本の生物多様性ホ

ットスポットの構造に関

する研究」 

これまでに特定できたホ

ットスポットについて，

そこに生育する，あるい

は生息する海生及び陸生

生物について外部形態

的，内部形質的及び分子

遺伝学的特性を研究・把

寄贈された双眼鏡の分解・比較調査を行って，当時の他の双眼鏡と

比較することによりその技術史的位置を明らかにして，論文として

発表した。あわせて，近世近代の日本天文史をテーマとした研究会

（「黎明期日本天文史研究会」：平成 28 年２月）と企画展（日本の

科学者技術者展シリーズ「渋川春海と江戸時代の天文学者たち」：

平成 27 年 12 月 19 日～平成 28 年３月６日）を実施し，一般への成

果還元を図った。 

地震学分野では，当館所蔵の東京帝国大学地震学教室由来の資料

についての整理を行い，その一部の電子化を行った。論文の原稿や

大学の講義ノート，地震カタログ等の他，貴重な資料を発見した。 

建築分野では，平和記念東京博覧会のパビリオンについて，事務

報告書や絵葉書を基にその実際について整理し考察を深め，新たな

建築様式の一般への需要過程について明らかにした。 

総合技術史関連では，明治期の殖産興業の一つとして海外からの

農業技術導入や，農作物であるブドウとワイン，その他の農業技術

について資料収集と調査に努めた。中でも明治初期は政府が国策と

して開拓使や農商務省が精力的に行っており，その足跡を再確認し

つつ資料調査を行った。その結果，これまで知られていない資料や

情報を新たに確認し，その調査成果を特別展「ワイン展」（平成 27

年 10 月 31 日～平成 28 年２月 21 日）で展示し，一般への成果還元

を図った。 

医薬学関係資料について，当館所蔵の医学コレクションとこれまで

の本研究での調査結果をもとに作成した特別展「医は仁術」は，東北

歴史博物館，金沢 21 世紀美術館，北九州市いのちのたび博物館に巡

回し，広く一般へ公表した。 

植物学分野では，平成 23 年度より継続して伊藤圭介を中心に江戸

時代に日本人により作成されたおし葉標本の所在を明らかにし，同時

代にヨーロッパ人により作成されたおし葉標本との比較・考察を進め

た。新たに，オランダ・国家生物多様性解析センターに収蔵される

伊藤圭介・水谷助六らが作成した標本を調査し，シーボルトらによ

る分類学的研究によってヒトツバカエデのタイプ標本となる他に

も新種として記載された種の原資料となっていることを明らかに

した。この成果については 3 編の欧文論文として発表した。また，

当館に未整理状態で保管されてきた故伊藤篤太郎寄贈標本に含ま

れる伊藤圭介標本について調査を行い，これまでに 3,000 点のおし

葉標本を確認した。最終年度にあたり，5 年間の研究成果をまとめ，

「近代日本黎明期の科学技術の発展史の研究 平成 23～27 年度 成

果報告書」を発行した（平成 28 年 3 月 31 日発行）。 

 

④ 日本の生物多様性ホットスポットの構造に関する研究  

本総合研究は，以下の 3つのサブテーマに沿って動物・植物・地学

の各研究部の計 20 名の研究者と外部の共同研究者によって研究を進

めた。これまでに得られた成果について，国民に発信することを目

指し，プロジェクトの web サイトを開設して公開を開始した。 

1）多様性ホットスポットでの包括的生物相調査 

主に植物の解析から明らかにされた日本国内のホットスポット地

域における，分類群横断的な生物相の解析を行った。奄美群島と小笠

原諸島周辺において魚類・海産無脊椎動物を中心とした生物相の調査

を継続し，アポイ岳において微細藻類調査を，八ヶ岳・中部山岳地

るブドウとワインについて資料収

集と調査に努めた。その足跡を再

確認しつつ資料調査を行った結

果，これまで知られていない新た

な資料や情報を確認し，その調査

成果を特別展「ワイン展」で展示

し，一般への成果還元を図った。 

植物学分野で，新たに，オランダ・

国家生物多様性解析センターに収

蔵される伊藤圭介・水谷助六らが

作成した標本を調査し，シーボル

トらによる分類学的研究によって

ヒトツバカエデのタイプ標本とな

る他にも新種として記載された種

の原資料となっていることを明ら

かにし，成果については 3 編の欧

文論文として発表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本総合研究では，平成 26年度は

左記の 3 つのサブテーマにしたが

って，研究を進め，奄美群島と小笠

原諸島周辺の魚類・海産無脊椎動物

の調査，並びに中部山岳地帯におけ

るコケ植物の調査をそれぞれ実施

した。その結果 1500 点以上の標本

が新たに得られ，それらの同定が進

められた。また，第三期植物化石の

古地理図を作成し，概ね 75%を網羅

することができた。さらに，魚類・
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性ホットスポッ

トを特定し，その

変遷を解明する。 

   

握し，その成因や現在の

分布域形成の背景にある

要因を上記特性の解析な

どを行って解明する。 

また，日本固有脊椎動物

リストの完成に向けて作

業を進め，植物・菌類に

ついては第 1版リストの

内容を元にさらなる精度

向上を目指す。これまで

に得られた全データの統

合・解析・公開を一部行

う。 

域でコケ植物の調査を，奄美大島等で菌類の調査を実施した。琉球

列島の植物について，島ごとに，より高精度に多様性の高さ・種構

成を解明することを目指し，琉球列島産標本のデータ収集を開始

し，約 3000 点のデータを新規に得た。 

2）多様性ホットスポットの形成背景の解明 

歴史的な背景や，その生物群の様々な特性の解明を通じて，多様

性ホットスポットを本質的に理解することを目指し，平成 26年度

に引き続き，高山植物，渓流沿い植物，奄美大島産植物，固有種を

多く含むカンアオイ属植物の解析，第四紀大型植物遺体データベ

ースの作製を進めた。新たに小笠原諸島の固有ラン科植物の起源

と実体の解明を目指した研究を開始し，同諸島に自生する 18 種

のラン科のうち 8 種を収集するとともに，これまでツルランの異

名とする見解のあったホシツルランは，独立種かつ固有種とする

ことが妥当であることが判明する等の新知見を得た。 

3）日本固有生物目録の編纂 

日本固有生物を陸上植物以外の生物群についても正確に把握す

ることを目指し，魚類・鱗翅類・菌類・珪藻類について日本固有

種目録作成のために，学名チェックリストの作成や周辺国での分

布の有無の解析を進め，標本調査等も行った。魚類は 131 種を日

本固有種と判定した。菌類については今関・本郷（1987, 1989）

の菌類図鑑をもとに，日本固有性を評価した結果，109 種は固有

性に疑義が呈されたが，71 種を固有種と判定するのが妥当と考え

た。さらに，既に目録を作成している陸上植物についても周辺国

に産する近縁種との比較研究を通じて，より精度を高めるための

調査研究とデータの収集を行い，新たに日本固有種と判断された

種を目録に追加する一方，海外産と同種と判断されたものは目録

から除外する処理を行った。 

 

鱗翅類・菌類・珪藻類について日本

固有種目録作成のために，学名チェ

ックリストの作成や周辺国での分

布の有無の解析をほぼ終了した。こ

れらの研究成果は 48編の論文にま

とめると共に 16 件の学会で発表さ

れた。これらの研究成果は，プロ

ジェクトの web サイトを開設して

公開を開始し，成果を国民に発信

した。 

 

  １－３ 研究環

境の活性化 

効果的・効率的な

調査研究の推進

を図るため，調査

研究機能を筑波

地区に集約する。 

自然史科学等の

中核的研究機関

としての館の使

命を果たすため，

基盤研究及び総

合研究に関して

研究テーマの選

定を含めた研究

計画・進捗状況の

把握・研究成果の

評価の各段階に

おいて外部評価

を実施する。 

館長裁量により

研究者の能力を

最大限発揮でき

るような競争的

１－３ 研究環境の活性

化 

１）研究にかかる外部評

価の実施 

平成 23 年度から開始し

た総合研究等の外部評価

（終了時評価等）を実施

する。 

 

２）館長裁量による支援

経費 

館内競争的資金の意味合

いをもつ館長支援経費

を，重点的に配分し，研

究環境の活性化に努め

る。 

 

３）科学研究費助成事業

等の外部資金の活用 

科学研究費助成事業をは

じめとした，各種研究資

金制度の活用を積極的に

推進する。 

＜主な定量的指標＞ 

・科学研究費補助金新

規採択率 

 （全国平均を上回る

新規採択率） 

＜評価の視点＞ 

・調査研究機能の筑波

地区への集約は進め

られたか。 

・外部評価を行ってい

るか。 

・館長裁量による競争

的環境の整備など研

究環境の活性化が図

られているか。 

・科学研究費補助金等

の各種研究資金制度

の積極的な活用が図

られているか。 

＜主要な業務実績＞ 

研究環境活性化の状況 

○研究機能等の筑波地区への集約 

平成 24年 3 月に筑波地区への研究機能集約が完了し，筑波研究施

設として本格的なスタートを切ったが，5研究部が筑波地区に集約さ

れたことで，研究部間の連携が促進され，研究を促進する体制の充実

が図られた。分野横断的に行っている総合研究では，研究者間のコミ

ュニケーションを密に取ることが可能となり，きめの細かい協力体制

が構築できている。このことから,研究部間の意思疎通が容易となり，

博物館事業の実施にあたり，研究部全体の意志決定を迅速に行うこと

が可能となった。また，筑波実験植物園において，平成 27年 10 月に

植物研究部と動物研究部の連携により，総合研究「生物の相互関係が

創る生物多様性の解明」の研究成果として，生き物どうしが持つ「き

ずな」のありさま，その意義を紹介する「生き物のきずな展～つなが

る植物・動物・菌類～」を開催するなど，研究部間の連携による成果

の公表も行った。実験植物園をフィールドとした動物の行動研究等を

行うなど，今後，研究部の協働による研究の更なる進展も見込まれて

いる。 

さらに，より効果的な研究組織体制を推進するため平成 26 年 4月に

は産業技術史資料情報センター長を専任としたが,平成27年4月には

同センター長を補佐する副センター長職を新設し,センターの取り組

みが強化された。 

 

 

研究機能を筑波地区に集約し研究

部間の連携を促進するとともに，外

部評価や館長裁量による研究支援

の導入などにより研究環境の活性

化を図った。その具体的な成果とし

て，科学研究費助成事業は 34 件の

新規申請に対し 15 件が採択され

（採択率 44.1%），目標数値である

全国平均以上を達成した。 

また，平成 27 年 10 月に，平成 27

年度末に終了する基盤研究，総合研

究の終了時評価，平成 28 年度から

始まる基盤研究，総合研究の開始前

評価を実施，また，平成 28年３月

には，研究期間が平成 25～29 年度

の総合研究について中間評価を実

施し，終了時評価，中間評価につい

ては目標通りに達成されている，開

始前評価については適切であると

評価を得た。 
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環境の整備など，

研究環境の活性

化に努める。 

 また，科学研究

費補助金等の各

種研究資金制度

を積極的に活用

し，科学研究費補

助金については

全国平均を上回

る新規採択率の

確保を目指す。 

○外部評価 

平成 27年 10 月に外部評価委員会を開催し，平成 27 年度に終了する

基盤研究の終了時評価，総合研究「日本海周辺域の地球表層と生物相

構造の解析」「生物の相互関係が創る生物多様性の解明」「近代日本黎

明期の科学技術の発展史の研究」の終了時評価，平成 28 年度から始

まる第４期中期目標期間における基盤研究及び総合研究の開始前評

価を実施した。また，平成 28 年３月にも外部評価委員会を開催し，

総合研究「日本の生物多様性ホットスポットの構造に関する研究」の

中間評価を実施した。外部評価委員からは，終了時評価，中間評価に

ついては目標通りに達成されている，開始前評価については適切であ

ると評価を得た。評価結果は当館のホームページ上にて公開した。 

 

○館長支援経費の活用状況 

 館長裁量により研究者の能力を最大限発揮できるような競争的環

境を館内で整備するため，館長支援経費の配分を行った。動物研究部

6件，植物研究部 8件，地学研究部 3件，人類研究部2件，理工学研

究部 3件，筑波実験植物園 5件，標本資料センター3件，分子生物多

様性資料センター1件，昭和記念筑波研究資料館 1件，産業技術史資

料情報センター1 件，事業推進部 1 件，合計 34 件の研究テーマ等に

ついて館長支援経費を重点的に配分した。これにより，通常の研究で

これまで実施できなかったテーマ等について優先的に資金を投入し，

特定の地域や生物についての調査研究，寄贈・受入標本資料の整理・

登録，多様性保全に向けた取組等を推進した。 

 

○科学研究費助成事業（科研費）等の各種研究資金制度の活用状況 

 科学研究費助成事業についてはその獲得に努め，平成 27年度は 57

件（186,370 千円）の研究プロジェクトを推進した。 

 採択率の向上を図るため，平成 24 年度申請分から応募に際し，研

究計画調書の内容について，事務担当者による事前精査に加え，各研

究部長がアドバイス等を行う新たな取組を実施している。また，館長

裁量による次年度科研費採択を目指す研究テーマへの戦略的・重点的

支援を 1件に対して行った。 

 

新規採択は 34 件の申請に対し 15 件が採択され，採択率は 44.1％

であり，目標値全国平均を上回る（全国平均28.1％）を達成した。。 

 

 平成 23

年度 

平成 24

年度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 

平成 27

年度 

科研費補助金新

規採択率 

（全国平均） 

23.9% 

(30.4%) 

46.2% 

(30.3%) 

41.9% 

(29.1%) 

32.4% 

(28.6%) 

44.1% 

(28.1%) 

  

大学，研究所，産業界との共同研究や受託研究等により外部機関と

の連携強化を図るとともに，外部からの寄付金その他各種研究資金制

度を積極的に活用し研究を推進した。平成 27 年度の受入状況は，共

同研究 2 件，受託研究 6 件，資料同定は 63 件，寄付金 2 件，助成金

3件，及びその他補助金 1件を受け入れ，積極的に外部との連携を図

って研究活動を推進した。 

（平成 26 年度 共同研究 5件，受託研究 6 件，受託事業 1 件，資料
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同定 46件，寄付金 3件，助成金 1件，その他補助金 1件） 

  

 (2)研究活動の積

極的な情報発信 

 研究成果につ

いて，学会等を通

じて積極的に外

部に発信してい

くこと。また研究

現場の公開や，展

示や学習支援事

業における研究

成果の還元など，

科学博物館の特

色を十分に活か

し，国民に見える

かたちで研究活

動の情報を積極

的に発信してい

くこと。 

 

 

２－１ 研究成

果発表による当

該研究分野への

寄与 

 研究成果につ

いては，論文や学

会における発表，

研究報告等の刊

行を通じて，当該

研究分野の発展

に資する。論文に

ついては，展示活

動への集中的な

寄与などの特殊

要因を除き，一人

あたり年間２本

以上の論文発表

を目指す。 

 

２－１ 研究成果発表に

よる当該研究分野への寄

与 

①「国立科学博物館研究

報告」，「国立科学博物館

専報」，「自然教育園報告」

を刊行する。 

 

②論文発表については，

一人あたり年間 2本以上

の発表を目指す。 

 

＜主な定量的指標＞ 

・一人あたり論文発表

数 

 （年間２本以上） 

＜評価の視点＞ 

・研究報告等の刊行を

行っているか。 

＜主要な業務実績＞ 

研究成果の公表状況 

○研究報告類の刊行 

国立科学博物館研究報告（SeriesA～E）11 冊，国立科学博物館専

報 1冊，自然教育園報告第 46号の刊行を行った。 

 

○一人あたり論文発表数 

一人あたり平均 3.9 本の論文を学会誌等に発表し，目標値（一人あた

り年間 2本以上）を達成した。 

 

一人あたり平均論文数 

平成 23年

度 

平成 24年

度 

平成 25年

度 

平成 26年

度 

平成 27 年

度 

3.6 本 3.2 本 4.0 本 3.5 本 3.9 本 

 

○研究員の社会貢献 

 研究員は公的な機関の委員会や学会等の委員を務める等の社会

貢献活動を行い，当該研究分野の推進や，社会への研究成果の還元等

に寄与している。 

・学会の役員・評議員等の委員 延べ 196 人 

・政府・独立行政法及びその他の公的組織の委員 延べ 64人 

・大学・研究機関の非常勤講師・非常勤研究員 延べ65人 

・他の博物館の委員 延べ 10人 

  ・国際機関・組織の委員   延べ 12 人                    等 

 

一人当たり年間論文数は目標を上

回る 3.9 本であり，目標数値以上の

成果を達成した。また，研究報告を

定期的に刊行し，研究活動の情報発

信に積極的に取り組んだ。さらに，

研究員の社会貢献活動を積極的に

行った。 

 

  ２－２ 国民に

見えるかたちで

の研究成果の還

元 

 研究活動につ

いての理解を深

めるために，シン

ポジウムの開催

やオープンラボ

の実施，ホームペ

ージの活用等に

より，積極的に研

究活動を発信し

ていく。また，科

学博物館の特色

を活かし，研究成

果を展示すると

ともに学習支援

事業に適宜反映

させていく。 

 

２－２ 国民に見えるか

たちでの研究成果の還元 

①理工学分野に関する国

際シンポジウムの実施な

ど，積極的に研究成果を

還元する場を設け,科学

博物館の研究について発

信する。また,ホームペー

ジ等を通じて研究成果の

公開・提供を行う。 

 

②博物館活動を支える研

究活動について広く理解

を図ることを目的とし

て，研究施設のある筑波

地区で「オープンラボ」

を実施する。その他，筑

波実験植物園を研究成果

の還元の場としたイベン

ト等をおこない，国立科

学博物館の研究活動につ

＜評価の視点＞ 

・シンポジウム，オー

プンラボ，ホームペー

ジの活用，展示・学習

支援活動など，国民に

見える形で研究成果

の発信を行っている

か。 

＜主要な業務実績＞ 

研究成果の展示，学習支援事業への反映状況 

○研究成果の発信状況 

学会，研究機関等とも連携しつつ，多様な形態でシンポジウムを開

催して研究成果の発信を行った。 

特別展，企画展，学習支援活動等のほか，オープンラボ，「科博 NEWS

展示」，「私の研究－国立科学博物館の研究者紹介－」，「ホットニュー

ス」等により，研究内容の紹介や最新の調査研究成果の社会還元を行

った。 

研究成果等に関してテレビ，雑誌，新聞，ウェブ等での放映・掲載

が 918 件あった。 

 

○シンポジウム 

国際シンポジウム「アントロポシーン（人の時代）における博物館  

～生物圏（バイオスフィア）と技術圏（テクノスフィア）の中の人間

史をめざして～」をはじめ，当館が主催するシンポジウムを計 6回開

催した。 

 

○オープンラボ 

 筑波地区において，動物，植物，地学，人類，理工学の 5つの研究

部及び筑波実験植物園がそろって行う研究施設等の一般公開を開催

研究成果の発信を積極的に行い，シ

ンポジウムを 6回開催したほか，オ

ープンラボ（参加者 1,954 人），研

究者紹介－私の研究，科博 NEWS 展

示，ホットニュースなど様々な手法

で研究内容を紹介した。また，特別

展・企画展等の開催，学習支援活動

等により，広く社会へ還元すること

ができた。による情報発信等，これ

らの取組みの結果のほか，当館及び

その研究成果に関するメディアに

おける平成 26年度の放映・掲載が

918 件に達する等の具体的な成果

を上げることができた。 
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いて積極的に発信してい

く。 

また上野本館において

も，「研究者紹介－私の研

究」等として，パネルや

実物資料を用いて，研究

の意義，過程，成果につ

いて紹介する展示を機動

的に展開する。 

 

③国立科学博物館の研究

内容に関連した，最新の

科学ニュース等の情報発

信を行う。特に速報性を

重視した「科博 NEWS 展

示」，及び web サイトを活

用して分かりやすく伝え

る「ホットニュース」等

を展開する。 

した。研究内容及び収蔵標本及び施設を紹介する目的で各研究部様々

な企画を行った。 

実施日 27.4.18  

参加者 筑波地区総見学者数 1,954人 

 

当館の研究活動から得られたニュース性のある話題や社会的に話

題となった事柄について紹介する「科博 NEWS 展示」を，関連のある

常設展示室等の一角を利用して実施した。 

・日本の植物が近代分類学と出会ったとき トゥンベリィ[ツンベ

ルク]日本産植物標本データベース公開記念展示 

7.25～ 8.24，31 日間開催 

『日本植物誌 Flora Japonica』(1784 年)の著者として知られる

C.P.トゥンベリィが自ら日本で収集し，た 700 点以上の植物標本の画

像データベースが完成した。本展示では，このデータベースを公開す

るとともに，トゥンベリィの日本での足跡とその後の研究による功績

の紹介を行った。 

 

○私の研究－国立科学博物館の研究者紹介－ 

研究者一人ひとりの研究を紹介しながら，科学博物館の研究活動を

知ってもらうための，パネル展示及び研究に関する標本類等を展示す

る企画を地球館地下 3階で実施した。平成27年度は 3人の研究者を

紹介するとともに，チラシや当館ホームページを活用し，広く紹介し

た。 

 

○「ホットニュース」 

当館の研究に関わるテーマから，最新情報として話題となっている

科学に関するニュースについて選び，基礎的な内容を交え，読みやす

い文体で紹介する「ホットニュース」をホームページから発信した。

平成 27年度は「80年で起きたさえずりの進化－ハワイの移入種，ウ

グイスの研究から」「“第４の原人“化石を台湾で発見」「新たに入手

した，スメタナ・コレクション（コウチュウ目ハネカクシ科）」の 3

テーマを取り上げた。 

 

 (3)知の創造を担

う人材の育成 

 国家の基盤と

して自然史，科学

技術史の研究は

不可欠であり，ポ

ストドクターや

大学院学生等の

受け入れにより，

後継者養成を進

めていくこと。 

 また全国の科

学系博物館職員

等の資質向上に

寄与すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

外国人を含む，若手研究者やポスト

ドクターを受け入れて指導を行い，

大学院生の学位論文の作成の指導

を通して，基礎分野の研究に重要な

貢献も果たしている。受入れ学生の

数や発表論文数，博物館で研究した

院生が様々な研究機関へ就職して

いる現実を見ても，総合大学の基礎

分野の大学院と比較して遜色ない

教育と研究を行っていると判断で

きる。さらに，全国の中堅学芸員の

知識･技能を向上させる専門研修

「学芸員専門研修アドバンスト・コ

ース」において学芸員に対する指導

＜評定に至った理由＞ 

＜今後の課題＞ 

＜その他事項＞ 
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３－１ 若手研

究者の育成 

 日本学術振興

会特別研究員や

独自の特別研究

生など，いわゆる

ポストドクター

の受入を行うと

ともに，連携大学

院制度による学

生の指導に努め，

知の創造を担う

人材を育成する。 

 

 

 

 

 

３－１ 若手研究者の育

成 

①東京大学大学院理学系

研究科生物科学専攻連携

講座に，研究員 5名が教

授，准教授として教育・

研究に参画する。修士課

程 2名，博士課程 2名を

受け入れる。 

②茨城大学大学院農学研

究科資源生物科学専攻に

研究員 3名が教授，准教

授として教育・研究に参

画する。修士課程 3名を

受け入れる。 

③東京農工大学大学院連

合農学研究科生物生産学

専攻に研究員 3 名が教

授，准教授として教育・

研究に参画する。博士課

程 2名を受け入れる。 

④九州大学大学院比較社

会文化学府に，研究員４

名が客員教授，客員准教

授として教育・研究に参

画する。 

⑤特別研究生を 7名受け

入れる。 

⑥日本学術振興会特別研

究員を 2名受け入れる 

⑦日本学術振興会外国人

特別研究員を２名受け入

れる。 

⑧外国人共同研究者を 1

名受け入れる。 

⑨外国人研修生を 1名受

け入れる。 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・若手研究者の育成に

向けて，ポストドクタ

ーの受入や連携大学

院の学生の指導を行

っているか。 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

若手研究者の育成状況 

日本学術振興会特別研究員，大学と連携した連携大学院制度，当館

独自の制度である特別研究生，外国人共同研究者等の受入れ制度のも

と，若手研究者を受入れ・指導した。これにより，大学等他の機関で

は研究，教育が縮小傾向にあり人材育成が困難となった自然史科学

等，自然科学に関する基礎研究分野における後継者の育成を図った。 

 

○連携大学院 

・東京大学大学院理学系研究科生物科学専攻の博士課程 2 名，修士

課程 2名を受け入れた。また，研究者 5名が教授，准教授として教

育・研究に参画した。 

・茨城大学大学院農学研究科資源生物科学専攻の修士課程 3 名を受

け入れた。また，研究者 3名が教授，准教授として教育・研究に参

画した。 

・東京農工大学大学院連合農学研究科生物生産学専攻の博士課程 2

名を受け入れた。また，研究者 3名が教授として教育・研究に参画

した。 

・九州大学大学院比較文化学府に研究者 3名が客員教授等として教

育・研究に参画し，集中講義の一部（包括的生物環境科学）を当館

で実施したほか，研究者 1名が博士論文の審査を行った 

・筑波大学大学院生命環境科学研究科地球進化科学専攻に，研究者

3 名が教授として教育・研究に参画し，博士課程 1名，修士課程 3

名を受け入れ，指導にあたった。 

○特別研究生 

8名を受け入れた 

○外国人共同研究者・外国人研修生 

外国人共同研究者 3名，外国人研修生 1名を受け入れた。 

 

○日本学術振興会特別研究員  

2 名を受け入れた。 

○日本学術振興会外国人特別研究員 

4名を受け入れた。 

 

を行う等，ナショナルセンターの役

割を果たしている。 

これらを踏まえればＢと評価する。 

------------------------------- 

連携大学院は引き続き 5 校と連携

している。この制度により平成 26

年度は 12 名の学生を受け入れた

が，平成 27年度は，13名の学生を

指導したほか，ポストドクター等

18 名を受け入れる等，若手研究者

の育成を継続的に行った。 

さらに，九州大学大学院比較文化

学府の包括的生物環境科学の集中

講義の一部を当館で実施し，学生に

対し，充実した授業環境を提供でき

た。 

  ３－２ 全国の

博物館等職員に

対する専門的な

研修の実施 

 全国の自然科

学系の学芸員を

対象とし，科学博

３－２ 全国の博物館等

職員に対する専門的な研

修の実施 

科学系博物館職員などの

資質向上を図る専門的な

研修を行う「学芸員専門

研修アドバンスト・コー

＜評価の視点＞ 

・学芸員を対象とした

資質向上に向けた研

修を実施しているか。 

＜主要な業務実績＞ 

博物館職員に対する専門的な研修の実施状況 

全国の自然科学系博物館に勤務する中堅学芸員を対象に，当館の研

究者がそれぞれの分野に応じた高度な内容の研修を実施した。 

平成 27 年度は，動物コース，地学コースを開講した。標本作成・

管理法，研究方法，サイエンスコミュニケーションなどについて実習，

講義を行った。 

ナショナルセンターとして，「学芸

員専門研修アドバンスト・コース」

を実施し，20館 21 名の学芸員に対

する指導を行い，全国の科学系博物

館職員の資質向上に貢献した。 
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物 館 の 標 本 資

料・研究成果等の

知的・人的・物的

資源を十分に活

用した専門的な

研修を実施する。 

 

ス」を実施する。平成27

年度は，動物コースと地

学コースを実施する。 

動物コースには 19名の応募があり，12名が受講し，地学コースに

は，10名の応募があり，9名が受講し，学芸員の各分野の専門性等の

資質向上に寄与した。 

 

 (4)国際的な共同

研究・交流 

海外の博物館と

の協力協定の締

結等に積極的に

取り組むなど，自

然史研究等の国

際交流・国際協力

の充実強化を図

ること。 

特にアジア・オセ

アニア地域にお

ける中核拠点と

して，自然史博物

館等との研究協

力を実施し，この

地域における自

然史系博物館活

動の発展の上で

先導的な役割を

果たすこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－１ 海外の

博物館との交流 

 海外の博物館

等の求めに応じ

た技術支援やＩ

ＣＯＭ（国際博物

館会議）等を通じ

た国際交流を促

進し，相互の研究

活動等の発展・充

実に資する。 

 特にアジア及

び環太平洋地域

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－１ 海外の博物館と

の交流 

 海外の自然史系を中心

とする科学系博物館等と

の連携・協力を推進する

ため，国内外の研究者等

を招へいして，理工学分

野に関する国際シンポジ

ウムを開催する。また，

海外の博物館や研究機関

との共同研究や研究者の

受入などを積極的に行う

ことを通じて研究環境の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・国際交流の促進が図

られているか。 

 

・アジア・環太平洋地

域における先導的な

役割を果たしている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

海外の博物館等との国際交流の実施状況 

自然史科学等のそれぞれの分野において，アジア，環太平洋地域を

はじめ，海外の博物館や研究機関の研究者との共同研究を積極的に推

進した。 

 また，海外の博物館関係者，研究者等を招へいして国際シンポジウ

ムを開催するとともに，国際的な博物館関係会議への協力活動や，海

外の博物館，教育・研究機関等からの視察等受入れを積極的に行った。 

 主な取り組みは次の通りである。 

 

○海外の博物館等との交流 

韓国国立生物資源研究所との協定，ベトナム科学技術院ベトナム国

立自然博物館との協定を新規に取り交わし，各分野での共同研究を進

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

新規に 2 件の協定を結び，継続 5

件で，計 7件の協定等のもと，各分

野で共同研究を進めた。また，GBIF

（地球規模生物多様性情報機構）の

日本ノードマネージャー及びアジ

ア地域代表に就任し，ベトナムの生

物多様性情報発信に関する活動支

援，東アジア地域のレッドデータ，

移入種データベースの統合作業を

推進する等，アジア地域の日本ノー

ド，アジア地域代表として積極的に

活動した。また，国際深海掘削計画

微古生物標本・資料センター（MRC）

としての役割を担う基盤をさらに

整備し，アジアの中核的研究拠点と

しての役割として，共同利用の推進

を図った。その他，海外の博物館や

研究機関の研究者等との共同研究

や，研究者の訪問受入れ，特に，ニ

ュージーランド博物館やビクトリ

ア博物館の研究者とともに底生魚

類に関する標本分類について研究

交流を行い，研究成果となり，さら

に，学際的テーマで国際シンポジウ

ムを開催するなど，国際交流を積極

的に進めた。 

これらを踏まえればＡと評価する。 

------------------------------ 

各分野において，海外の博物館や

研究機関の研究者との共同研究を

積極的に推進し，顕著な成果も得ら

れている。また，国際シンポジウム

「アントロポシーン（人の時代）に

おける博物館 ～生物圏(バイオス

フィア)と技術圏(テクノスフィア)

の中の人間史をめざして～」の開催

をはじめ，海外からの視察・見学等

の受入（21件 166 人），研究者の招

へい（28人），国際的な博物館関係

の会議への出席等により，活発な国

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 
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の自然史系博物

館等との研究協

力を積極的に行

い，これらの地域

における自然史

系博物館活動の

発展に先導的な

役割を果たす。 

活性化を図るとともに，

引き続き海外の博物館等

からの視察・見学等の受

入れ，当館からの視察・

調査活動を積極的に行

い，調査研究等博物館活

動の発展・充実に資する。 

 国際的な博物館組織を

通じた交流について，

ICOM（国際博物館会議），

ASPAC（アジア太平洋地域

科学館協会），ASTC（科学

館協議会）等の博物館組

織との交流を進める。 

めた。また，昨年度に引き続き，ロシア科学アカデミー極東部門地質

研究所との協定，ロシア科学アカデミー極東部門植物研究所との覚

書，浙江大学との協定，フィリピン国立博物館等の研究機関と共同研

究協定を継続し，各分野での共同研究を進めた。ロシア科学アカデミ

ー極東地質研究所，ロシア極東の中生界の古生物と層序に関する共同

研究や，フィリピンの古生物標本の構築と地質・古生物研究に関する

共同研究，フィリピン国立博物館では，フィリピンの古生物・岩石標

本の構築と地質・古生物学的共同研究を行っている。  

また,マレーシアトレンガヌ大学,マレーシア科学大学及び日本学

術振興会共催の国際ワークショップに協力し,海洋底生生物を対象と

しての系統分類学的,系統地理学的な解析及び個体群レベルの遺伝子

解析の手法とそれらのデータのとりまとめ方,論文作成に関する実習

を行った。開催された「底生魚類に関するワークショップ」（10月 21

日）において，当館研究員が名古屋議定書での重要事項 ABS に関連し

て特別講義を行うなど，先導的役割を担い，さらに，ニュージーラン

ド博物館やビクトリア博物館の研究者とともに底生魚類に関する標

本分類について検討会を行うなど，研究交流を積極的に行った。 

また，その他に，アメリカ，フィリピンの研究者との共同研究航海，

ドイツの研究者と東シナ海の堆積物を用いた共同研究，アメリカ，オ

ーストラリア，ニュージーランドの研究者との海底火山に関する共同

研究，中国の研究者との古環境変動復元に関する共同研究等，様々な

国の研究機関共同研究を行い，各分野での研究を推進させた。 

さらに，新種と種名の承認を司る重要な国際機関である国際鉱物学

連合の新鉱物・命名・分類委員会の日本代表委員に当館職員が就任し

ており，国際的な研究に積極的に貢献した。 

 

○国際シンポジウムの開催 

国際シンポジウム Museums in the Anthropocene — Toward the 

History of Humankind within Biosphere & Technosphere —（アント

ロポシーン（人の時代）における博物館～生物圏(バイオスフィア)

と技術圏(テクノスフィア)の中の人間史をめざして～）を平成 28 年

１月 29 日～１月 31 日に開催した。「アントロポシーン」とは，人類

の活動が，地球規模で観測されうるような痕跡を残すようになった時

代，また，そのことを意識すべき時代，という意味で使われつつある

言葉であり，キーワードとして，散在する知見を統合的に論議し，自

然史と人間の活動の歴史（特に産業史・科学技術史等）を総体的に見

通すための博物館的フレームワークを構築する試みを行った。人が自

然と共存する道を探すという課題は現在進行形の課題であり，本シン

ポジウムを通じ知見の深化と共有が探られた。シンポジウムへの参加

者は研究者向け，一般向けを合わせ 197 名（国外からの出席者 6名）

におよんだ。シンポジウムを通じて日本の研究成果を国際発信すると

ともに，アジアにおける研究活性化と学際的な相互交流にも貢献し

た。 

 

○国際的な博物館関係の会議等 

・国際博物館会議（ICOM） 

ICOM 日本委員会事務局（日本博物館協会）との連携による国際的

な博物館活動に積極的に参画した。ICOM 日本委員会事務局（日本博

物館協会）との連携による国際的な博物館活動に積極的に参画した。

際交流を行った。さらに，海外の博

物館に対する支援等も行うなど，ア

ジア，環太平洋地域における自然史

博物館の中核拠点としての役割を

果たしている。 
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特に自然科学博物館の国際委員会（ICOM-NATHIST）については，当館

職員が執行委員会役員として活動を行うとともに，平成 27 年度 10

月に台湾・台北で開催された大会に職員が参加した。 

ICOM 活動のひとつである平成 27 年度「国際博物館の日」（5 月 18

日）について，上野ミュージアムウィーク国際博物館の日記念事業

2015 として各種記念事業を実施するなど，上野エリアでの博物館事

業の普及活動を継続した。 

・科学館協議会（ASTC） 

平成 27年 10 月にカナダ・モントリオールで開催された ASTC 年次

総会に当館職員が出席した。 

・アジア太平洋地域科学館協議会（ASPAC） 

平成 27 年４月にフィリピン・マニラで開催された ASPAC 年次総会

において，当館支援研究員が出席した。 

 

○国際協力事業に対する協力 

JICA 草の根技術協力事業（ブラジル）埼玉研修，JICA 中国主催『地

域別研修・アフリカ地域（英語圏）「INSET 運営管理」』，（公財）ひろ

しま国際センター実施「アフリカ地域『教師教育（基礎教育分野）（Ａ）』

等への協力として，計 68 名の参加者に対し，見学受入及び展示解説

等を行った。 

 

○視察等の受入 

海外の博物館及び教育・研究機関から視察・調査・意見交換等のた

めに 21件，166 名の博物館関係者が来訪し，受け入れた。  

 

○研究者の招へい 

15 の国と地域から 28 名の海外の研究者を招へいし，国際的な共同

研究や若手研究者・第一人者の国際シンポジウム等への参加を推進し

た。 

 

  ４－２ アジア

の中核的拠点と

しての国際的活

動の充実 

 地球規模生物

多様性情報機構

(GBIF)の日本ノ

ードとして，ある

いは，国際深海掘

削計画における

アジアを代表す

る微古生物標本

資料センターと

して等，アジアの

中核的研究拠点

として，積極的な

国際貢献を行う。

微古生物標本資

料センターにお

４－２ アジアの中核的

拠点としての国際的活動

の充実 

１）地球規模生物多様性

情報機構（GBIF）に関す

る活動 

GBIF の日本ノードの一

翼を担うとともに，ノー

ドマネージャーを配置

し，アジアにおける自然

史標本情報発信に貢献す

る。アジア地域代表とし

て GBIF の中期目標策定

に貢献し，国内の自然史

標本情報を集約して

GBIF に発信するととも

に生物多様性情報に関す

る研究会やワークショッ

プを開催し，GBIF 及び生

＜評価の視点＞ 

・地球規模生物多様性

情報機構の日本ノー

ドとして，あるいは微

古生物標本資料セン

ターとして等アジア

の中核拠点として貢

献しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

アジアの中核拠点としての機能を果たす取組状況 

○地球規模生物多様性情報機構（GBIF）に関する活動 

日本から GBIF へ情報発信を行うため，全国の自然史系博物館等が

所有している生物多様性に関する標本情報を，インターネットを利用

して検索できるシステムを公開しているが，平成 27 年度は公開デー

タをさらに 29万件充実させ，現在までの合計件数 391 万件のデータ

を GBIF に提供した。 

また，GBIF に掲載されている生物多様性情報のより効果的な活用

を目指して，東京大学，国立遺伝学研究所と共同で「ワークショップ

21世紀の生物多様性研究」を開催した。 

平成 26年度に引き続き，当館職員が GBIF日本のノードマネージャ

ーとして活動するとともに，アジア地域代表として活動した。運営委

員として調整を行なうとともに，日本ノードとして，ベトナムの生物

多様性情報発信に関する活動を支援した。また，東アジア地域のレッ

ドデータ，移入種データベースの統合作業を推進した。  

なお，生物多様性大国ベトナムにおける生物の多様性とデータベー

ス化の促進と共同研究の推進に貢献して，ベトナムから日本に来てい

る研究者を招聘し，ベトナム・日本生物多様性ワークショップを（平

地球規模生物多様性情報機構

（GBIF）の日本ノードとして 391

万件のデータを提供し，また，国際

深海掘削計画微古生物標本・資料セ

ンター（MRC）として微化石標本情

報 23,516 件を統合国際深海掘削計

画データベースへ提供するなど，自

然史標本情報を積極的に海外へ発

信し，アジアの中核拠点としての責

務を果たした。さらに，東北大学理

学部地圏環境科学科，東北大学総合

学術博物館と共催で，MRC 研究集会

を開催するなど，微化石生層序の理

解普及を広く行った。 
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いては，国内の大

学と連携して微

化石等の組織的

収集を図り，環境

変動の解明に寄

与する。 

物多様性情報学の普及に

努める。 

 

２）国際深海掘削計画微

古生物標本・資料に関す

る活動 

国際深海掘削計画で採取

された深海底ボーリング

コア中の微化石標本の国

際的共同利用センター

（Micropaleontological 

Reference Center：MRC）

として，コレクションの

活用をはかる。標本情報

を統合データベース上に

公開して，標本の研究・

教育への利用を促進し，

研究・教育支援活動を継

続する。また，安定同位

体質量分析計を用い，大

学・研究機関と協力して，

地球環境変動史解明のた

めの標本・情報コレクシ

ョンの構築を進める。 

 

 

 

・微古生物標本資料セ

ンターにおいては，国

内の大学と連携して，

環境変動の解明に寄

与しているか。 

成 28 年 1 月 26 日～27 日）に，ベトナムをフィールドとしている国

内の研究者とともに，研究紹介と意見交換を行った。 

 

○国際深海掘削計画の微古生物標本・資料に関する活動 

国際深海掘削計画の一環として，世界 16ヶ所に微化石標本の共同

利用センター(微古生物標本・資料センター：Micropaleontological 

Reference Centers: MRC)が設置・運営され，当館は世界の 5 ヶ所に

設けられた，全ての標本を保管する国際共同利用センターとしての役

割を果たしている。 

平成 27 年度は，国際深海掘削計画によって採取された微化石標本

に加えて，海洋コアや湖沼コア，陸上から採取された微化石標本の充

実に努め，標本の国際的共同利用の推進を図った。微化石標本の情報

を当館統合データベース上と，統合国際深海掘削計画のデータベース

上に公開（23,516 点），国際的ガイドラインに沿った微化石標本の貸

出（平成 27年度末で貸出標本数：403 点（名古屋大学，宇都宮大学，

秋田大学，東北大学，海洋研究開発機構），プロジェクト研究「MRC

の再構築」により，宇都宮大学，高知大学，秋田大学，東京大学，茨

城大学等の教育・研究機関と協力した地球環境変動史解明の研究を推

進した。（平成 27 年度末までに約 37,000 点の堆積物，岩石，微化石

標本を収集・整理；有孔虫標準標本 40 点，ニュージーランドの PT

境界に関する標本 210 点，海洋堆積物 3,000 点，湖沼堆積物 17,000

点を含む）。 

その他，軽元素同位体比を用いた同位体層序の年代決定や古環境復

元の共同研究での約 2,600 試料の測定，平成 26年度に採取の小笠原

母島産始新世大型有孔虫化石についての招聘海外研究者との分類学

上の課題を議論，及び MRC 研究集会（東北大学，８月８日～８月 10

日）の開催など，活発に研究を推進した。また，中高校生のための研

究体験講座「微化石の研究」（平成 27年８月 22 日から 23 日）にお

いて MRC コレクション（有孔虫）を活用するなど，知識の普及を行っ

た。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－２ ナショナルコレクションの体系的構築及び人類共有の財産として将来にわたり継承するための標本資料収集・保管事業 

当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人国立科学博物館法第十二条第

三号 

業務に関連する

政策・施策 

 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

前中期目

標期間最

終年度値 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度  

 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

標本資

料増加

数 

計画値 
5 年間で 30 万

点の増加 
－ 60,000 点 120,000点 180,000点 240,000点 300,000点  予算額（千円） 1,092,200 740,069 656,530 632,300 611,216 

実績値 － 89,956 点 48,287 点 112,888点 189,721点 268,934点 381,922点  決算額（千円） 1,447,586 839,816 1,075,167 801,208 1,128,732 

達成度 － － 80.5％ 94.1％ 105.4％ 112.1％ 127.3％  経常費用（千円） 2,539,658 1,811,917 1,786,253 1,682,114 1,815,849 

web 等

による

公開増

加件数 

計画値 
5 年間で 15 万

件の増加 
－ 30,000 件 60,000 件 90,000 件 120,000件 150,000件  経常利益（千円） 373 3,148 4,579 2,059 6,312 

実績値 － 249,359件 196,572件 244,460件 324,328件 454,811件 623,164件  
行政サービス実施

コスト（千円） 
4,631,219 1,016,081 3,825,404 2,946,891 2,517,799 

達成度 － － 655.2％ 407.4％ 360.4％ 379.0％ 415.4％  従事人員数（人） 61 60 61 59 61 

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 (1)ナショナルコ

レクションの構築 

 科学系博物館の

ナショナルセンタ

ーとして，自然史

及び科学技術史の

研究に資するコレ

クションの構築を

行い，これらを適

切な環境のもとで

保管し，将来へ継

承できるようにす

ること。 

 標本資料の収

集・保管にあたっ

ては，それぞれの

分野ごとの特性等

を踏まえつつ，戦

略的なコレクショ

ン構築を図ること

とし，科学博物館

全体として５年間

で３０万点の増を

目指すとともに，

適切な保管体制を

構築すること。ま

た他の研究機関が

利用しやすいコレ

クション環境を整

えること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－１ ナショナ

ルコレクションの

収集・保管 

 標本資料の収

集・保管について

は，自然史分野に

ついては，日本及

び関連地域におい

て内外の博物館等

研究機関と連携し

て標本資料の収集

を積極的に進め

る。特に生物分野

に関しては，分子

系統解析等の研究

手法の進展に対応

し，抽出 DNA・組織

標本を証拠標本と

統合的に保管する

コレクションの構

築を引き続き進め

る。また，絶滅危

惧植物の保全に向

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－１ ナショナ

ルコレクションの

収集・保管 

標本資料センター

と各研究部等が協

力して標本資料の

収集，保管の計画

的推進を図り，内

外の博物館等研究

機関との連携を通

じて，ナショナル

コレクションとし

て質の高い標本資

料の体系的構築を

進める。また，コ

レクションの総合

的な管理・運営を

行うため，標本資

料統合データベー

スの充実に努め積

極的な運用を図

る。 

分子生物多様性研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・登録標本資料数増加

状況（５年間で３０万

点の増加） 

＜評価の視点＞ 

・ナショナルセンター

として，自然史等の研

究に資する標本資料

の収集・保管が行われ

ているか。 

 

・抽出 DNA ・組織標本

を証拠標本と統合的

に保管するコレクシ

ョン構築が進められ

ているか。 

 

・絶滅危惧植物の保全

に向けた植物収集に

ついて検討・取組が行

われているか。 

 

・充実すべき分類群や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

標本資料の収集状況 

 標本資料の収集は，基盤研究，総合研究及び科学研究費助成事業

による研究等の計画に沿って行った。各研究分野の収集状況は次の

とおり。また，当館のコレクションに関する基本方針を策定した。 

 

○動物研究分野  

動物研究分野では，日本国内各地のほか，中国，ベトナム，タイ，

ミャンマー，マレーシア，グアム等で採集調査を行い，新たに，哺

乳類 303 点，両生・爬虫類 97 点,鳥類 20 点，魚類約 900 点，棘皮

動物約 800 点，刺胞動物約100 点，扁形動物 35点,袋形動物 20点,

半索動物 5点，軟体動物約 900 点，甲殻類約 500点，昆虫類・クモ

類約 6,100 点の標本を収集した。また，哺乳類約 1,400 点，鳥類 3

点，魚類 10 点，軟体動物約 1,100 点，触手動物 5 点，星口動物約

470 点，刺胞動物 10 点，扁形動物 500 点,環形動物 125 点,甲殻類

289 点，昆虫類・クモ類約 18,000点の寄贈を受けた。収集した標本

及びこれまでの未登録標本から，哺乳類 3,488 件，両生・爬虫類

1,495 件，鳥類 813 件，魚類 2,995 件，軟体動物 4,258 件，環形動

物 4,997 件，海綿動物 400 件，棘皮動物 500 件，袋形動物 425 件,

刺胞動物 100 件，甲殻類 628 件，昆虫類・クモ類約 19,508 件を登

録，データベース化した。（点数，件数には個体・ロットを含む。） 

 

○植物研究分野 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

標本資料については，基盤研究，総合

研究や科学研究費助成事業による研

究を通じて各分野で調査・収集を積極

的に行い，年度平均の目標（6 万点）

を上回り，本中期目標期間中最多とな

る 112,988 点を収集した。戦略的コレ

クションに関しては，分子生物多様性

研究センターが中心となり，動物分野

で 848 種，植物分野で 50 種の DNA 試

料及び抽出 DNA や証拠標本の保存を

進めた。また，筑波実験植物園で絶滅

危惧植物種 47 分類群を新たに導入・

系統保存した。管理保管に関しては，

自然史標本棟，植物研究棟標本庫，理

工第 1・第 2資料棟，標本資料一時保

管棟という 5 つの建物において標本

資料の適性に合わせた環境を整備し，

標本資料の永続的な保管に努めた。 

これらを踏まえればＡと評価する。 

--------------------------------- 

標本資料については，各分野で収集を

積極的に行い，年度平均の目標（6 万

点）を上回る 112,988 点を収集し，DNA

試料及び抽出 DNA や証拠標本の保存，

絶滅危惧植物の保全等の取り組みを

積極的に進めた。 

 

＜課題と対応＞ 

平成 26 年度評価において，今後の課

題として「特に，収蔵スペースの確保

は永久の課題と思料されるが，これま

での計画的な対応結果を受けて，これ

からも戦略的に対応していくことを

期待する。」と指摘された。そこで，

その具体的方策について検討すると

ともに，第 4期中期計画において，標

本資料保管体制の整備について，「所

有している標本資料を将来にわたっ

て適切に継承するために，収蔵スペー

スの確保に向けた検討を行い，新たな

収蔵庫の設置等を含め標本資料保管

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 
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けた植物収集につ

いて検討する。科

学技術史分野につ

いては，近代以前

から現代までの我

が国の科学技術・

産業技術の歩みを

物語る資料の収集

を積極的に進め

る。 

標本資料の収集を

効率的に進めるた

め，基盤研究・総

合研究等の研究計

画に沿った収集を

進めるとともに，

標本資料統合デー

タベースを活用し

て，充実すべき分

類群や地域に焦点

を置いた戦略的な

コレクション構築

を図る。科学博物

館全体として５年

間で３０万点の標

本資料数増加を目

指す。 

究資料センターに

おいては，日本及

び周辺海域に生息

する生物群を対象

に DNA 組織試料，

抽出 DNA 及び証拠

標本の統合的 

な収集・保存・管

理を進めるととも

に，引き続きデー

タベース化を進め

る。 

また，絶滅危惧植

物の生息域外保全

及び保全のための

基礎研究，並びに

種特性解明のため

に必要な絶滅危惧

植物のグローバル

な収集を進める。 

地域を考慮した戦略

的なコレクション構

築が図られているか。 

 

植物研究分野では，維管束植物（種子，シダ），コケ植物，藻類

（大型，微細），菌類，地衣類について日本各地の他，海外で調査・

標本収集するとともに，エキシカータ等による世界的な標本交換，

寄贈標本受入れを行い，維管束植物約 44,979 点，コケ植物約 5,166

点，藻類・菌類・地衣類約 18,668 点などの標本を登録保管した。 

筑波実験植物園では，既に保有する稀少植物種の系統保存に努

めるととともに，多様性解析・保全研究用及び展示用として生きた

植物 247 分類群 1,027 個体を国内外から導入した。特記すべきもの

としては，47分類群 98個体の絶滅危惧植物種を新たに導入・系統

保存したことがあげられる。 

 

○地学研究分野 

   地学研究分野では，岩石については，世界各地での調査により新

たに 647 点の標本資料を収集し，火成岩 384 点，変成岩 123 点，

堆積岩 140 点を登録した。また，鉱物については新たに 346 点の標

本資料を収集した。登録としては，日本産鉱物 296 点，外国産鉱物

134 点，鉱床 6 点,その他の鉱物標本等 3 点を行った。これらの資

料は，それぞれの大陸や地域を代表する稀少な資料である。古生物

では，国内産の新生代の植物化石 2,041点を収集し，212 点を登録

した。このうちおよそ 1,500 点は横浜国立大学古生物コレクション

の植物化石を受け入れたものである。無脊椎動物化石については

2,386 点を収集し，登録保管した。また，横浜国立大学古生物コレ

クションの無脊椎動物化石約 20,000 点を受け入れた。脊椎動物化

石については，国内外における調査により脊椎動物化石 132 点を収

集登録した。この中には北アフリカの後期暁新世の半水生有蹄類の

プラストタイプ４点や実物標本５点，日本の前期中新世の齧歯類と

鰭脚類のプラストタイプ各１点が含まれている。微古生物資料・標

本センターにおいては，新生代浮遊性有孔虫標準試料及び珪藻プレ

パラート, これらを包含する母岩等 8,385 点を収集・整理し，登録

保管した。 

 

○人類研究分野 

  人類研究分野では，11 遺跡から出土した江戸時代等の古人骨約

1,130 体を受け入れた。このうち江戸時代の小石川三丁目東遺跡か

らは, 660 体を越すまとまった数の人骨資料が, 同じく江戸時代の

高原遺跡と墨田区太平一丁目遺跡からも, それぞれ 100 体以上の

人骨資料が出土しており, 整理作業を進めている。また，千葉市の

大膳野南貝塚から出土した 30 体の縄文人骨を，千葉市教育委員会

より寄託で受け入れ，貴重な標本である縄文人のコレクションを

拡充した。さらに，受入れ済み未登録標本の整理作業も随時進めて

おり, 平成 16 年度に受け入れた崇源寺・正見寺跡遺跡出土の約

1,000 体の江戸時代人骨について, 平成 27 年度に整理・登録作業

を完了した。また，南アフリカで最近発見されたアウストラロピテ

クス・セディバ（セディバ猿人）の 2体分の全身レプリカを購入し, 

登録した。 

 

 

 

体制の整備を進める。」こととし，平

成 28年度計画において，「必要となる

収蔵スペースの確保に向け，新たな収

蔵庫の設置等について検討を進め

る。」ことなどとした。 
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○理工学研究分野 

   科学史分野では，新たに「大森房吉書簡」や「CiRA の実験ノー

ト」など科学者関係資料 22 点，紫外線 LED 蛍光デモ機など展示標

本他 31 件を登録し，その一部について地球館地下 3 階のノーベル

賞受賞者を紹介するコーナーで，常設展示した。工学・技術史分野

では，大阪電燈で使用されていた黎明期のアーク灯用トムソン・ヒ

ューストン発電機他電気機器 11 点，エジソンホームキネトスコー

プ他電気通信資料 20 件の寄贈を受入登録した。理化学分野では，

隕石 4点の他，天文・光学関係資料として，東京瓦斯電氣工業株式

會社製双眼鏡１点他カメラ 2点を受入登録した。また，ウミホタル

乾燥標本や導電性高分子使用コンデンサなど，ノーベル賞受賞者の

資料を中心に 27 点の資料を受入登録し，一部を常設展示した。そ

の他ベックマン温度計 1点と文献類を 9点受け入れた。さらに，未

登録・未データ化資料の整理を継続し，平成 27 年度は新たに地震

資料 50 件を登録し，福井謙一資料 145 件，日本無線株式会社設計

図面マイクロフィルム 1,220 件，半導体資料 243 件をデータベース

に追加した。 

 

○分子生物多様性研究資料分野 

 分子生物多様性研究資料センターでは，DNA 解析用組織試料と塩

基配列情報，その証拠標本を統括的に収集・管理し，生物多様性研

究基盤に資するなど，高次のコレクションの構築を推進した。平成

27 年度は，動物分野で両生類 36 種 689 点，爬虫類 31 種 128 点，

魚類 615 種 1,237 点, 節足動物７種 12 点，軟体動物 159 種 426 点

の証拠標本と DNA 試料を収集・登録した。植物・菌類分野では，組

織標本 395 種及び複数不明種を含む 205 属 3,370 点（うち維管束植

物52種 109点，菌類272種及び複数不明種 を含む205属 3,119点，

藻類 71 種 142 点）及び DNA 試料 50 種及び複数不明種を含む３属

131 点（うち維管束植物 18種 18 点，菌類２種及び複数不明種を含

む３属 50点，藻類 30種 63 点）を収集・登録した。 

 

平成 27年度末現在，登録標本数 4,409,626 点 

 

また，コレクションの戦略的充実を図るため，標本資料センター

が中心となって「コレクション・ビルディング・フェローシップ」

事業を運営した。平成 27年度は平成 26年度からの継続として動物

分野２件（西日本産膜翅目広腰亜目標本の同定・整理，南西諸島の

異尾類標本の採集），植物分野２件（日本産シダ植物の最新版分布

図作成，日本菌学会の菌類採集会のキノコ類の標本化）の計４件を

実施し，標本や DNA 解析用試料の収集・充実を図った。 

 

 

登録標本資料増加数 

平成 23年

度 

平成 24年

度 

平成 25年

度 

平成 26年

度 

平成 27年

度 

48,287 点 64,601 点 76,833 点 79,213 点 112,988 点 

 １－２ 標本資料

保管体制の整備 

１－２ 標本資料

保管体制の整備 

＜評価の視点＞ 

・新しい収蔵庫を活用

＜主要な業務実績＞ 

筑波研究施設には，標本資料を収蔵・保管するための建物が 5棟

自然史標本棟，植物研究棟標本庫，理

工第 1・第 2資料棟，標本資料一時保
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 所有している標

本資料を将来にわ

たって適切に継承

するために，標本

資料センターを中

心に，新収蔵庫を

活用したコレクシ

ョン保管体制の整

備を進める。 

自然史標本棟，植

物研究部棟標本室

及び理工第 1・第 2

資料棟に収納され

た標本資料の適切

な保管のため，棟

内の環境モニタリ

ングを継続的に行

う。収納された標

本資料の有効利用

を促進するため，

標本資料統合デー

タベースを活用す

る。標本資料一時

保管棟は寄贈受入

標本や展示資料の

バックヤードとし

て，有効利用を図

る。 

したコレクション保

管体制の整備が進め

られているか。 

整備されている。動物，植物，地学，人類を主体とする自然史系の

標本群は主に自然史標本棟に，植物標本の多くは植物研究部棟の標

本庫に，また，理工・産業技術系の標本・資料は理工第 1・第 2資

料棟に収納・保管されている。その他，寄贈標本や受入標本，登録

前の未整理標本及び展示用大型標本を一時的に収納する標本資料

一時保管棟がある。 

自然史標本棟には，哺乳類の骨格標本や剥製標本，昆虫標本，貝

類標本，維管束植物の押し葉標本，岩石・鉱物・化石標本，魚類や

水棲無脊椎動物の液浸標本，人骨標本等多種多様な標本・資料を，

収蔵階やスペースを区分けすることにより，それぞれの特性に適し

た環境を整備し保管している。植物研究部棟では，菌類から藻類，

維管束植物などの分類群に応じて，各々の特性に合わせてスペース

を区分し保管している。特に，種を担保する貴重なタイプ標本につ

いては，一般標本から明確に区別して適切な保管を行っている。理

工資料棟では，重要文化財等に指定されている貴重な資料を特別な

保管庫に収納して厳重な管理の元に保管している。 

また，標本資料一時保管棟は寄贈受入標本や展示資料のバックヤ

ードとして活用し，有効利用を図った。 

収蔵庫では，それぞれの標本・資料に適した温度・湿度の管理を

行うとともに，剥製標本，昆虫標本，押し葉標本等の虫害を受けや

すい標本群には，収蔵庫全体を燻蒸する防虫作業を適宜実施した。

また，定期的に標本・資料の点検を行い，液浸標本等には保存液の

交換・補充等，最適な保存状態の維持に努めた。DNA試料及び抽出

DNAは分子生物多様性研究資料センターに設置したディープフリー

ザー内で冷凍保管するとともに，DNA 資料のバウチャー（証拠標本）

を各々の分野別の標本室に収納した。 

  

標本資料保管体制の整備 

○自然史標本棟・植物研究部棟標本庫・理工第 1，第2資料棟 

 周年にわたり各収蔵庫の温度・湿度のモニタリングを実施し，季

節に応じた最適な室温・湿度を調べ適切な標本保管に努めた。また，

全棟を通じた節電対策を行った。 

 

○分子生物多様性研究資料センター 

 DNA 分析用組織サンプル及び抽出 DNA 試料を，各々の分類群ごと

にディープフリーザーのコンパートメントに効率よく割り当て，二

次元バーコーディングによる専用のデータベース管理プログラム

を用いて的確に管理・保管するため，ディープフリーザー内の収納

システムを更新した。また，停電や故障による庫内温度上昇等の緊

急事態に迅速に対処するシステムを周年にわたり稼働させること

により，DNA 試料の安全保管の向上を図った。 

 

○標本・資料統合データベースの運用 

 標本・資料統合データベースの運用を行い，引き続き，初期不良

の洗い出しとシステム全体にわたる検討を加え，システムの安定化

と向上に努めた。統合データベースでは，平成 27 年度末約 179 万

件を公開している。 

 

○自然史標本棟見学スペースの一般公開  

管棟という 5 つの建物において安全

で充実した保管体制を整備し，標本資

料を適切に保管した。 
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 筑波実験植物園の開園日に，来園者が自然史標本棟見学スペース

を自由に利用できるよう運用した。また，4 月 18 日に実施したオ

ープンラボでは，多くの来場者が見学スペースを訪れた。見学スペ

ースでは，動物の骨格標本や大型化石標本の収蔵状況をガラス越し

に見ることができるほか，棟内の各フロア及び敷地内の収蔵施設，

当館の研究活動等についての映像やパネル紹介を行うことを通じ

て，来訪者に筑波研究施設や自然史標本棟の役割等の理解促進を図

った。 

 

 １－３ 標本資料

情報の発信による

コレクションの活

用の促進 

 所有している標

本資料等に関する

情報の電子情報化

を進めデータベー

ス化を推進するこ

とにより，新たに

５年間で１５万件

の標本資料情報に

ついて web 等を通

じて公開し，他機

関で行う研究・展

示などへの活用を

促進する。 

１－３ 標本資料

情報の発信による

コレクションの活

用の促進 

標本資料統合デー

タベース及び自然

史研究の基盤とな

るタイプ標本や貴

重な寄贈コレクシ

ョン，分野別標本

資料・画像等の電

子情報化を進め，

各々のデータベー

スの充実を図り，

ホームページ上で

公開する。 

＜主な定量的指標＞ 

・標本資料情報公開増

加数 

 （５年間(平成２３

～２７年度)で１５万

件の増加） 

＜評価の視点＞ 

・標本資料情報のデー

タベース化は進んで

いるか。 

・標本資料の活用促進

に向けた取り組みが

行われているか。 

＜主要な業務実績＞ 

情報の発信状況及び標本資料の活用状況 

○情報発信状況 

平成 21 年度より公開している館内の標本資料を一元的に管理・

閲覧できる標本・資料統合データベースにおける登録件数及び画像

データの拡充を図った。平成 27 年度の新規増加件数は 112,178 件

となり，その結果，標本・資料統合データベースに格納し，公開し

ているデータ件数は 1,795,560 件となった。 

また，自然史研究の基礎となるタイプ標本データベースをはじ

め，動物・植物・地学・古生物・人類・理工・産業等の分野に特化

したデータベースを運用し，各々のデータベースの充実・更新を図

るとともに，標本・資料統合データベースに格納可能なデータにつ

いて整理・統合を進めた。 

その結果として，当館のホームページを通じて公開している全デ

ータベースの登録件数はあわせて 2,143,206 件（平成 27 年度の増

加数は 168,353 件)となった。現在公開中のデータベースについて

は，標本・資料統合データベースに格納可能なデータについては，

今後も標本・資料統合データベースに格納し，館としての一本化を

図るようにする。 

 

平成 27年度末現在，標本資料情報公開件数 2,143,206 件 

 

○標本資料活用状況 

所蔵する標本資料については，当館の研究・展示・学習支援等の

活動において活用するほか，国内外の研究機関等における研究目的

の利用に供するとともに，全国各地の博物館等に展示目的で貸し出

すなどの活用を図っている。平成 27 年度の貸出は，176 件(4,032

点／ロット)であった。 

 

○外部研究者による標本資料室の利用状況 

 平成 27年度において，27の国・地域から 1,363 名が当館の標本

資料室を調査研究の目的で利用した。 

 

標本資料情報公開件数増加数 

平成 23年

度 

平成 24年

度 

平成 25年

度 

平成 26年

度 

平成 27年

度 

196,572 件 47,888 件 79,868 件 130,483 件 168,353 件 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

標本資料情報の発信は，主に当館ホー

ムページの標本・資料データベースを

通じて行われており，データベース全

体の公開件数は平成 27 年度 168,353

件増加し，年度平均の目標（3万件）

を大きく上回り，本中期目標期間中最

多となった。これは，データベースの

主体をなす標本・資料統合データベー

スの整理・統合を推し進めたことによ

る成果である。また，標本の貸出は

176 件，外部研究者の標本資料室利用

は 27 の国・地域から 1,363 名に達す

る等，国内外の研究機関，研究者等の

利用，活用に寄与している。 

これらを踏まえればＡと評価する。 

--------------------------------- 

ホームページを通じて公開している

データベースの登録件数は2,143,206

件となり，公開増加件数も年度平均の

目標（3万件）を上回る 168,353 件と

なる等充実を図った。 

 

＜課題と対応＞ 

平成 26 年度評価において，今後の課

題として「科博のポテンシャルの高さ

から，これまでの実績値や想定される

諸要因を考慮した目標値の設定に努

める必要がある。」と指摘された。そ

こで，第 4期中期計画において，標本

資料情報の発信によるコレクション

の活用の促進について「所有している

標本資料等に関する情報の電子情報

化を進めデータベース化を推進する

ことにより，新たに５年間で標本・資

料統合データベースに登録標本レコ

ードと画像情報を合わせて約 40 万件

加えての公開を目指す。」こととし，

平成 28年度計画において，「自然史・

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 
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科学技術史研究の基盤となるタイプ

標本や貴重な寄贈コレクション，分野

別標本資料等のデジタル化されてい

ない情報のデジタル化を図り，データ

の整理・統合を行う。当該データは登

録標本レコードとして標本・資料統合

データベースに格納し，ホームページ

上で公開するとともに，登録標本レコ

ードに付随する画像情報の拡充を図

る。」こと等とした。 

 

 (2)全国的な標本

資料情報の収集と

発信 

 自然史・科学技

術史に関するナシ

ョナルセンターと

して，科学博物館

で所有している標

本資料のみなら

ず，全国の科学系

博物館等で所有し

ている標本資料に

ついて，その所在

情報を関係機関等

と連携して的確に

把握し，情報を集

約し，国内外に対

して積極的に発信

していくこと。 

 また，大学等で

保管が困難となっ

た標本資料を受け

入れるなど，セー

フティネットを整

備して，貴重な標

本資料の散逸を防

ぐこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－１ 全国的な

標本資料・保存機

関に関わる情報の

把握と発信 

 全国の科学系博

物館等との連携の

もと，標本資料の

所在情報を横断的

に検索できるシス

テム(サイエンス

ミュージアムネッ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－１ 全国的な

標本資料・保存機

関に関わる情報の

把握と発信 

１）サイエンスミ

ュージアムネット

（S-net）の充実 

全国の科学系博物

館との連携と，情

報インフラとして

のサイエンスミュ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・標本資料情報・所在

情報を横断的に検索

できるシステム（サイ

エンスミュージアム

ネット）の充実は図ら

れているか。 

 

・標本資料に関わる機

関や学芸員等のデー

タ集積及び提供の推

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

全国の博物館や大学が所蔵する動植物・菌類標本の横断的な検索

を可能とするシステムを提供している。検索項目は，学名，和名，

分類，採集日，採集地，所蔵博物館と多岐にわたり，これらを組み

合わせた検索も可能となっている。また，採集地点の分布を地図に

表示することもできる。平成 26 年度の時点での参加機関数は，71

機関で，提供したデータは 362 万件であった。平成 27 年度末にお

いては，参加機関は 76 機関に増え，データ提供件数は 391 万件と

なっている。 

サイエンスミュージアムネット参加機関は，自然史標本情報を日

本語と英語の両方でインターネット上に提供しており，英語の情報

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

全国的な標本資料情報の収集と発信

は，サイエンスミュージアムネット

（S-net）を通じて公開されており，

平成 27 年度は参加機関が 5 機関増え

76機関となり，約 29万件のデータが

追加された。これにより S-net の登録

データは 391 万件となり，日本の自然

史系標本資料を統括するデータベー

スとして外部からの利用価値がさら

に高まった。S-net のデータは GBIF

（地球規模生物多様性情報機構）へ提

供され，世界的規模での生物多様性情

報ネットワークに貢献している。科学

技術史資料に関しては，「産業技術史

資料共通データベース HIT NET」の構

築を進め，平成 27 年度末で所在調査

データ分と合わせて 24,159件を掲載

し，より充実した情報発信を行うこと

ができた。また，当初，自然史系博物

館 9 館であった標本セーフティネッ

トは参画館が 2館増え，当館ホームペ

ージを通じて，さらに活発な運営を行

った。 

これらを踏まえればＢと評価する。 

--------------------------------- 

サイエンスミュージアムネットへの

参加機関数が 5 機関，データ件数が

29 万件増加した。地球規模生物多様

性情報機構（GBIF）へ S-net の自然史

標本情報 391 万件のデータ提供を行

うとともに，研究員等の情報も 501 件

公開する等，データベースの大幅な充

実を図った。 

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 
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ト（S-Net）)の充

実に取り組むとと

もに，標本資料に

関わる機関や学芸

員等のデータの集

積及び提供を推進

する。 

 産業技術史資料

情報センターが中

心となって，企業，

科学系博物館等で

所有している産業

技術史資料等の所

在調査とデータベ

ースの充実に取り

組むとともに，中

でも特に重要と思

われるものについ

て，重要科学技術

史資料としての登

録を行い，各機関

との役割分担のも

とに，資料の分散

集積を促す。 

ージアムネットの

周知と利用を推進

する。標本資料に

関わる機関や学芸

員等のデータの集

積及び提供を推進

する。 

進が図られているか。 は地球規模生物多様性情報機構（GBIF）へ送信されている。また，

自然史系博物館等の研究員・学芸員に関するデータベースを構築し

ており，平成 27年度末において 501 人のデータを公開している。 

さらに，平成 27 年度においては研究会を 2 回，ワークショップ

を 1回開催し，全国の博物館等から担当学芸員等が参加し，標本収

集・管理と標本データベース，データベースを用いた研究等に関す

る報告や意見交換が行われた。 

 

 ２）重要科学技術

史資料の登録 

産業技術史資料に

関する収集・保管

のシステムにした

がって，関連工業

会等との連携によ

る所在調査を行

う。結果はデータ

ベース化し，引き

続きインターネッ

トで公開する。ま

た，分野ごとの技

術発達の系統化の

研究を行い，報告

書としてまとめ

る。これらの蓄積

に基づき，より詳

細な調査研究を経

て，重要科学技術

史資料候補の選出

と台帳登録を行う

とともに，アフタ

ーケアを実施し，

確実な状況把握に

努める。また，産

業技術史資料関連

博物館等との連携

による資料の分散

集積を図る。 

＜評価の視点＞ 

・産業技術史資料の調

査・データベースの充

実及び重要科学技術

史資料の登録，分散集

積に向けた取り組み

が行われているか。 

＜主要な業務実績＞ 

重要科学技術史資料の登録状況 

重要科学技術史資料の保存と活用を図るために重要科学技術史

資料登録委員会を開催し，25 件の資料について登録が妥当と答申

された。それらの資料の所有者を招いて登録証及び記念盾を授与

し，重要科学技術史資料として登録した。また，平成 20 年度に登

録した重要科学技術史資料23件及び平成23年度に登録した重要科

学技術史資料 20件，さらに，平成 26年度に登録した重要科学技術

史資料 49件について，アフターケアとして現状を確認した。 

産業技術史資料の所在調査として，自転車，自動ドア，光学硝子，

電気制御機器，ロック等 10 団体の技術分野について，関連団体の

協力のもとに資料の所在調査を行った。また，技術の系統化調査と

して，溶接技術，セメント，石油化学，コークス，ボトムプラウの

5分野について主任調査員が系統化調査を行った。系統化調査につ

いては，外部機関の資源も活用した。本調査の結果に基づき，重要

科学技術史資料として登録すべき産業技術史資料の候補を選出し

た。また，平成 26 年度に実施した系統化調査の成果報告会を開催

した。 

産業技術をテーマとする博物館のネットワーク活動として，「産

業技術史資料共通データベースHIT NET」の構築活動を継続し，新

たに月桂冠大倉記念館等 10 機関の所蔵資料データ計 170 件を追加

し，所在調査データ分と合わせて，全掲載件数は 24,159 件となっ

た。また，ミニ企画展を実施し，HIT NET に登録している博物館か

らテーマ「日本の海運博物館-日本の産業技術-」に関係する４館（琴

平海洋博物館(海の科学館)，日本郵船歴史博物館，神戸海洋博物館，

函館市青函連絡船記念館摩周丸）を紹介した。 

重要科学技術史資料は新たに 25 件登

録し，計 209件になり，産業技術史資

料共通データベースの登録件数も

24,159 件となる等，産業技術史資料

の資料の散逸防止・保存活用への取り

組みを推進するとともに，日本におけ

る産業技術の継承や保存への社会的

関心の向上に寄与した。 

 

 ２－２ 標本資料

情報発信による国

際的な貢献 

 地球規模生物多

様 性 情 報 機 構

（GBIF）の日本ノ

ードとして，科学

博物館の標本資料

情報のみならず，

上記サイエンスミ

ュージアムネット

２－２ 標本資料

情報発信による国

際的な貢献 

国内の自然史系博

物館等の標本資料

情報の電子化を援

助し，国内の標本

データベース作成

を促進する。デー

タベース化された

標本情報を国際標

＜評価の視点＞ 

・GBIF の日本ノード

として積極的な情報

発信が行われている

か。 

 

＜主要な業務実績＞ 

地球規模生物多様性情報機構(GBIF)の日本ノードとして，国内の

科学系博物館等が所有する生物多様性に関する自然史標本資料の

所在情報 391 万件をとりまとめ，インターネットを通じて英語によ

る情報発信を行った。また，国内利用者の便宜を考慮して，日本語

による標本データの提供を，サイエンスミュージアムネット

（S-Net）を通じて行った。 

当館の研究員が引き続き日本ノードマネージャー，アジア地域代

表を務め，日本が GBIF に円滑に貢献できる体制を確保した。 

地球規模生物多様性情報機構（GBIF）

の日本ノードとして，391 万件のデー

タを提供する等積極的な情報発信を

行ったほか，日本ノードマネージャ

ー，アジア地域代表を務める等，日本

の自然史情報発信の拠点としての役

割を果たした。 
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によって把握され

た全国の科学系博

物館等が所有する

標本資料情報につ

いても積極的に発

信する。 

準フォーマットに

変換した後に当館

のサーバーを介し

て GBIF に発信し，

東アジアからのデ

ータ提供の拡充に

努める。 

 ２－３ 標本資料

のセーフティネッ

ト機能の構築 

 大学や博物館等

で所有していた貴

重な標本資料が散

逸することを防ぐ

ために，それらの

機関で保管が困難

となった標本資料

について，他の博

物館とも連携して

受入のためのセー

フティネットを構

築する。 

２－３ 標本資料

のセーフティネッ

ト機能の構築 

全国の主要な自然

史系博物館と連携

して，大学や博物

館，研究機関等に

保管されている標

本資料が散逸する

ことを防ぐため，

全国的な自然史系

標本セーフティネ

ットのホームペー

ジを公開し，その

運用を図る。 

＜評価の視点＞ 

・他の博物館とも連携

したセーフティネッ

ト構築に向けての取

組が行われているか。 

＜主要な業務実績＞ 

セーフティネット機能の検討・構築状況 

研究者が収集した学術的価値の高い標本資料や大学・博物館等で

所有していた貴重な標本資料が散逸することを防ぐために，それら

研究者や機関で保管が困難となった標本資料の受入れについて，当

館を含めた全国 9つの博物館（ミュージアムパーク茨城県立自然史

博物館・千葉県立中央博物館・群馬県立自然史博物館・神奈川県立

生命の星 地球博物館・滋賀県立琵琶湖博物館・大阪市立自然史博

物館・兵庫県立人と自然の博物館・北九州市立自然史・歴史博物館）

が中心となって構築した自然史標本セーフティネットについて，専

用ホームページを通じて運営した。平成 27 年度から，環境省自然

環境局生物多様性センターと山科鳥類研究所が参画館となった。ま

た，セーフティネットニュースとして参画館が受け入れた標本寄贈

に関する情報等を発信した。 

 

東日本大震災被災標本のレスキュー活動 

東日本大震災で被害を受けた博物館や研究所等に保管されてい

た標本について，当館に委託され修復作業を施した被災標本の大半

は返却したが，現地の状態で引き取りできないものは，平成 27 年

度においても引き続き一時保管等を行った（陸前高田市海と貝のミ

ュージアム「ツチクジラ剥製標本」等）。 

 

当館を中心とした全国 9 館の博物館

により，平成 27 年度から，環境省自

然環境局生物多様性センターと山科

鳥類研究所の 2 機関が参画館となっ

た。また，セーフティネットニュース

として参画館が受け入れた標本寄贈

に関する情報等を引き続き発信した。

セーフティネット機能の構築に向け

てホームページの運用を行い，寄贈標

本を受け入れ，研究者が収集した学術

的価値の高い標本資料や大学・博物館

等で所有していた貴重な標本資料が

散逸することを防いだ。また，東日本

大震災被災標本の保管も継続して実

施した。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－３ 科学博物館の資源と社会の様々なセクターとの協働により，人々の科学リテラシーの向上に資する展示・学習支援事業 

当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人国立科学博物館法第十二条第

四号 

業務に関連する

政策・施策 

 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

前中期目標

期間最終年

度値 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度  

 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

入 館 者

数 

計画値 
5 年間で 650 万

人 
－ 130 万人 260 万人 390 万人 520 万人 650 万人  予算額（千円） 903,673 907,317 885,153 876,036 897,012 

実績値 － 
1,862,655

人 

1,803,949

人 

3,947,950

人 

6,313,339

人 

8,048,759

人 

10,268,503

人 
 決算額（千円） 1,010,374 1,096,912 1,336,659 1,011,801 1,338,726 

達成度 － － 138.8％ 151.8％ 161.9％ 154.8％ 158.0％  経常費用（千円） 1,381,780 1,343,102 1,494,525 1,774,076 1,435,238 

特 別 展

実 施 件

数 

計画値 
毎年2回(100日

～180 日)程度 
－ 2 回 2 回 2 回 2 回 2 回  経常利益（千円） 738 2,274 2,143 574 11,285 

実績値 － 
3 回 

（227 日） 

2 回 

(107 日) 

4 回 

(261 日) 

4 回 

(266 日) 

4 回 

(264 日) 

4 回 

（271 日） 
 

行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,656,205 1,553,928 2,030,969 2,295,995 1,838,232 

達成度 － － 100％ 200％ 200％ 200％ 200％  従事人員数（人） 127 123 126 128 127 

企 画 展

実 施 件

数 

計画値 毎年 10回程度 － 10 回 10 回 10 回 10 回 10 回  

 

実績値 － 19 回 26 回 25 回 27 回 25 回 21 回  

達成度 － － 260％ 250％ 270％ 250％ 210％  

ホ ー ム

ペ ー ジ

ア ク セ

ス件数 

計画値 
毎年度年間 300

万件 
－ 300 万件 300 万件 300 万件 300 万件 300 万件  

実績値 － 約 316 万件 約 311 万件 約 335 万件 約 343 万件 約 305 万件 約 447 万件  

達成度 － － 103.7％ 111.7％ 114.3％ 101.7％ 149.0％  

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 科学博物館がこれ

まで蓄積してきた

知的・物的資源や，

現に有している人

的資源を一体的に

活かすとともに，

社会の様々なセク

ターと協働した展

示・学習支援事業

を実施すること。 

展示・学習支援事

業を通じて，生涯

学習の観点から，

多様な人々に学習

機会を提供するよ

うに努めるととも

に，さらに多様な

人々や世代をつな

いで科学リテラシ

ーの向上に寄与す

ること。また，科

学に関する知識と

ともに，進行する

科学研究について

の理解増進を図る

よう，最新の研究

成果の活用を図る

こと。 

 

(1)魅力ある展示

の実施 

展示においては国

立の科学系博物館

として，また自然

史等の中核的研究

機関としてふさわ

しいものを重点的

に行うこととし，

生物多様性の理

解，科学技術の理

解や活用等をテー

マとする先導的な

展示の開発など，

内容・手法に工夫

を加え，魅力ある

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－１ 地球・生

命・科学技術に関

する体系的な常設

展等の整備・公開 

調査研究の成果を

活用するととも

に，生物多様性の

理解，発展する科

学技術の理解や活

用等をテーマに，

サイエンスコミュ

ニケーションを促

進する先導的な展

示を開発し，上野

本館地球館の展示

改修を実施する。

また，貴重な都市

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－１ 地球・生

命・科学技術に関す

る体系的な常設展

等の整備・公開 

上野本館(地球館)

の展示改修につい

て，公開準備を進め

一般公開する。 

自然教育園では，貴

重な都市緑地を保

護・管理し，公開す

るなど，自然教育に

資する。筑波実験植

物園では，植物の多

様性を体験的に学

習できるよう, 生

植物の充実に努め，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・入館者数（５年間で６

５０万人） 

＜評価の視点＞ 

・上野本館地球館の展示

改修に向けた取組が行

われているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・常設展示について適切

に管理・整備し，公開が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

常設展の計画的整備 

地球館Ⅰ期展示改修設計・施工業務完了後，スタッフ研修等

の公開準備を進め，7月から一般公開（リニューアルオープン）

した。 

当館の展示総合テーマに基づき，最先端の科学的知見を反映

させること，子供から専門家まで多様な人々が先端的な科学の

世界を楽しむことができ，当館や科学との「対話」を育むこと

ができる場となることを目指し，各研究部が横断的に連携協力

し，分野の壁を越えて企画立案に当たるとともに外部の研究機

関の幅広い協力を受け，最新の研究成果を展示に取り入れた。

また，未就学児を対象に大人とのコミュニケーションを通じて

博物館や自然科学を身近に感じることができるような展示と

して「親と子のたんけんひろばコンパス」を新たに設置した。 

 

常設展の整備・運用状況 

詳細でわかりやすい展示解説を提供するため，資料解説及び

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｓ 

多様な利用者に対応する博物館環境の

整備を着実に進めてサービスの向上を

図った。地球館Ⅰ期展示改修設計・施

工業務完了後，公開準備を進め，7 月

から一般公開した。改修工事による当

該展示場の閉鎖期間中に，人気展示物

の恐竜骨格標本を他のフロアで臨時に

展示するなど，サービスの低下を防ぐ

工夫を行った。リニューアルオープン

後の評判も得て，常設展示への入館者

の拡大につながった。また，幅広い分

野を取り上げ，特別展は 4回（271 日），

企画展は 21回開催し，展示に加え関連

イベントを行うなど充実した内容で開

催することができた。特別展「ワイン

展」などにおいて，従来の入館者層に

加えて，新規顧客層を開拓し，より幅

広い年齢及び興味対象を持つ層の人々

の科学リテラシー向上に資する工夫を

行った。さらに，地球館屋上の休憩ス

ペースへの改修等鑑賞環境の改善も実

施した。その結果，入館（園）者数が

中期目標期間の年度平均の目標（130

万人）を上回る約 222 万人となるなど，

目標数値を上回る成果を上げた。 

これらを踏まえればＳと評価する。 

---------------------------------- 

地球館Ⅰ期展示改修について，館を挙

げた連携協力のもと，より良いものと

なるよう取り組み，スタッフ研修等の

公開準備を進め，7 月から一般公開し

た。改修後の展示は，先導的な博物館

として新しいコンセプトの展示を取入

れ高い人気を得ている。また，展示改

修による展示場の閉鎖期間中には，人

気展示物である恐竜を他のフロアで臨

時に展示するなど，閉鎖に伴う展示観

覧環境の悪化やサービス低下を和らげ

るため，様々な工夫をしながら入館

（園）者の確保につなげた。さらに，

工事に伴う動線の複雑化による混乱を

防ぐための対応も行い，来館者満足度

の低下に結びつくことなく，スムーズ

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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展示を実施するこ

と。 

 多様な入館者へ

のサービス向上と

いう視点から，Ｉ

ＣＴ（情報通信技

術）の活用などに

より快適な博物館

環境を入館者に提

供すること。 

 より多くの人々

に対する科学リテ

ラシーの振興のた

め，快適な観覧環

境の確保に配慮し

つつ，入館者数を

増やすための取組

を進め，５年間で

６５０万人の入館

者数の確保を目標

とし，広く国民の

科学リテラシーの

向上に資するこ

と。 

緑地を活用して自

然教育を担う自然

教育園や，植物多

様性の研究・保

全・教育を行う筑

波実験植物園につ

いても，それぞれ

の特性を発揮でき

るよう，適切に管

理・整備し，公開

する。  

快適な観覧環境の

確保に配慮しつ

つ，より多くの人

に科学博物館を利

用頂くため，入館

者の満足度等を調

査，分析，評価し，

改善を行うなど，

時代に即応し，

人々のニーズに応

える魅力ある展示

運用を行うととも

に，地域等と連携

した事業を実施す

るなど入館者層の

拡大を図り，特別

展等とあわせて５

年間で６５０万人

の入館者の確保を

目指す。 

YS-11 量産初号機

については，その

保存・公開の在り

方等について検討

を行う。 

公開する。 

継続的に入館者の

満足度等を調査，分

析，評価し，その結

果を展示改善に反

映させるなど，ニー

ズに応える展示運

用に努める。 

YS-11量産初号機に

ついては，その保

存・公開の在り方等

について引き続き

検討を行う。 

行われているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・入館者のニーズに応え

た展示運用がなされて

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・YS-11 量産初号機につ

いて，その保存・公開の

在り方等について検討

が行われているか。 

情報端末コンテンツを修正・追加するなど充実を図った。 

地球館Ⅰ期展示改修期間中は，地球館地下 1階恐竜フロアを

閉鎖するため，日本館 1階では中央ホール奥にパキケファロサ

ウルスとヒパクロサウルスの全身骨格標本を展示し，地球館地

下 2 階ではタルボサウルス全身骨格標本を最新の研究成果に

基づいた姿勢で展示した。また，閉鎖期間中に館内で見られる

恐竜を紹介した案内マップを配布した。さらに，来館者導線の

混乱を避けるため，導線マップの配布，館内サイン表示の増設，

誘導員の配置等の対応を行った。 

改修期間中に，かはくボランティアに研修を実施し，一般公

開後，内容を更に充実させたかはくボランティアによるフロア

ガイドを再開した。また，「親と子のたんけんひろばコンパス」

において各種のワークショップ等を実施するとともに，「かは

くのモノ語りワゴン」を各フロアにて試行的に実施した。 

地球館 2階の「科学技術の過去・現在・未来」コーナーにお

いて，社会的に話題となった技術や社会的評価の高い技術の内

容等の紹介を適宜行った。 

・「日本の鉄道のあゆみ」（27.2.24～4.12） 

・「日本の先端科学技術の紹介」（27.7.28～8.10） 

  360 度全球型映像施設「シアター36○」では，当館オリジナ

ル映像 5本を 2本ずつ，1ヶ月おきに組み合わせを換えて上映

するなど効果的且つ効率的な運用に努めた。 

 筑波実験植物園では，屋内外の植栽の補充及び園内の環境整

備等を行った。 

附属自然教育園においては，園内の路傍植物園，水生植物園

及び武蔵野植物園の植物の保護・管理を行うとともに，特に「い

もりの池」の浚渫と護岸工事や地下水の汲上げ設備の補修等，

園内の水系維持と生物の豊かな生息環境を保全するための整

備を行った。また，植物のラベルなどの整備を行ったほか，来

園者のニーズに応じて時期に合わせて見頃の植物の生態や由

来等を分かりやすく紹介した「旬のいきもの」看板を新規で設

置するなど，鑑賞環境の改善に取り組んだ。 

当館が実施する展示事業に関する中期実施方針を策定した。 

 

平成 27年 11 月 18 日から 11月 23 日の 6日間，入館者への

アンケート調査を行い，全体の満足度は 95.7％であった。 

○入館(園)者数 （筑波実験植物園，附属自然教育園含む） 

平成 27 年度の入館（園）者数は，中期目標期間の年度平均の

目標（130 万人）を超える約222 万人に達した。 

（参考）入館（園）者数内訳 

  常設展のみ 1,409,984 人 

  特別展    809,760 人 

（参考）平成 23～27年度の入館（園）者数合計 

10,268,503 人 

 

YS-11 量産初号機について 

当館が所蔵する戦後初の国産旅客機 YS-11 量産初号機につ

いては，平成 24年 3 月から保管先を国土交通省 T-101 格納庫

に変更し，保存している。また，平成 27年度は，東京大学等

な運営ができた。 

この結果，リニューアルオープン後の

評判も得て，中期目標期間の年度平均

の目標（130 万人）を超える約 222 万

人を集客した。 

一般公開後は，展示案内におけるフロ

アガイドの再開や，各種ワークショッ

プの実施，「かはくのモノ語りワゴン」

による多数のプログラムの試行等，来

館者サービスを充実・向上させるとと

もに，それらの多様な活動が幅広い年

齢層に対して展示を通じた科学リテラ

シーの向上に貢献した。 

さらに，シアター36○のオリジナル映

像の充実に努め，平 27年度末にはシア

ター36○の入場者数が累計 445 万人に

達した。 

 

＜課題と対応＞ 

平成 26年度評価において，今後の課題

として「次期中期目標・中期計画にお

いて指標を設定する際には，これまで

の実績値や想定される諸要因を考慮し

た目標値を設定するよう留意するもの

とする。」と指摘された。そこで，展示

事業について，「当館が実施する展示事

業に関する中期実施方針」を定めると

ともに，第 4期中期計画，平成 28年度

計画において，常設展示の運用・整備

について，「当館の常設展示は，当館の

展示事業に関する中期開催方針に沿っ

て，生物多様性の理解，発展する科学

技術の理解や活用等をテーマとし，調

査研究の成果やナショナルコレクショ

ンである標本資料を活用して，常時観

覧のために供する。」ことなどとした。 

また，魅力ある常設展示として集客力

を維持するために行う改修に関わる諸

要因を考慮した目標値の設定を行っ

た。 
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とともに，YS-11 を含む国産旅客機に関するシンポジウム（7

月）を開催した。さらに，国土交通省や航空関係学会，企業等

の協力を得て，羽田空港空の日フェスティバルへ参画し，当館

所蔵機を公開した（10月）。 

１－２ 時宜を得

た特別展・企画展

の実施 

特別展について

は，毎年２回(１０

０日～１８０日)

程度，企画展につ

いては毎年１０回

程度実施する。実

施に当たっては，

企画段階で意図，

期待する成果など

を明確にし，科学

博物館がこれまで

蓄積してきた知

的・人的・物的資

源等を活用すると

ともに，様々なセ

クターと連携して

他の機関の資源を

活用しつつ，時宜

を得た魅力ある展

示を実施する。 

また，環境問題等

の現代的課題，新

たな学術的発見な

ど，進行中の研究

活動及びその成果

について，パネル

展示などにより機

動的に対応し，適

時・的確に普及に

努める。特に大学

等研究機関との連

携協力のもとに，

それらの機関のア

ウトリーチ活動を

支援し，現在進行

中の研究の意義，

過程，成果につい

て紹介する。 

１－２ 時宜を得

た特別展・企画展の

実施 

意図，期待する成果

などを明確にし，こ

れまで蓄積してき

た知的・人的・物的

資源等を活用する

とともに，様々なセ

クターと連携して，

現代的課題，新たな

学術的発見，進行中

の研究など時宜を

得た展示を実施す

る。また，大学等研

究機関との連携協

力のもとに，それら

の機関のアウトリ

ーチ活動を支援す

る企画展を開催す

る。 

 

１）特別展 

・「大アマゾン展」 

 会期：平成 27 年

3 月 14 日～6 月 14

日〔83 日間（平成

27年度は67日間）〕 

 共催：TBS 

 

・「生命大躍進」 

 会期：平成 27 年

7月7日～10月4日

〔86日間〕 

 共催：ＮＨＫ，Ｎ

ＨＫプロモーショ

ン 

 

・「ワイン展」 

 会期：平成 27 年

10月31日～平成28

年 2月 21 日〔96日

間〕 

 共催：読売新聞社 

 

＜主な定量的指標＞ 

・特別展実施回数・日数

（２回（100～180 日）

程度） 

・企画展実施回数 （１

０回程度） 

＜評価の視点＞ 

・科学博物館が蓄積して

きた知的・人的・物的資

源等を活用するととも

に，他の機関の資源を活

用しつつ，魅力ある展示

を実施したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

特別展・企画展の実施状況 

【特別展】 

社会的関心，話題性，重要性の高いテーマについて人々の知

的欲求に応えるため，企業，大学等他機関の資源を活用しつつ，

当館の知的・人的・物的資源等を活かした多彩な展示を展開し

た。各展覧会の企画段階においては，企画意図，対象者，期待

する成果等を明確にし，わかりやすい魅力ある展示となるよう

努めた。また，展示の企画・製作・改善に役立てるため，それ

ぞれの会期中アンケートを実施し，展示の改善に活用した。 

 

○大アマゾン展 
（3.14～6.14 平成 27 年度 67 日間開催 入場者数：
216,351 人） 
他の主催者：TBS 
大河アマゾンの流域に生息する哺乳類・爬虫類・両生類・
鳥類・魚類・昆虫・植物・菌類の多様性について，化石や
剝製，骨格標本，生体を美しい映像資料とともに紹介し，
あわせてそこに住む先住民族と動植物との関わりについて
も紹介した。 

 
○生命大躍進― 脊椎動物のたどった道 ― 
（7. 7～10. 4 86 日間開催 入場者数：335,697 人） 
他の主催者：NHK, NHK プロモーション 
日本初公開となる化石など，生命進化の各時代を代表する
重要な実物化石を展示した。実物化石に DNA に関する最新
の研究成果を織り交ぜ，精巧な復元模型や４K映像を活用し
ながら，脊椎動物の進化を分かりやすく説明した。 

 
○ワイン展― ぶどうから生まれた奇跡 ― 
（10.31～28. 2.21 96 日間開催 入場者数：125,109 人） 
他の主催者：読売新聞,日本テレビ,BS 日テレ 
ワインを多彩な資料と映像で，科学的，歴史的，かつ文化
的な視点から解き明かし，ワインの奥深い世界を楽しむだ
けでなく，ワインを生み出した自然の恵みの大切さを考え，
あわせてそこに隠された人類の叡智と工夫を知ることがで
きるよう展示した。 
 

○恐竜博 2016 
（28. 3. 8～6.12 平成 27 年度 22 日間開催 入場者数：
132,603 人） 
他の主催者：朝日新聞，テレビ朝日 
スピノサウルスの実物化石やティラノサウルス全身復元骨
格，世界的に貴重な赤ちゃん恐竜の実物化石をはじめとし
た日本初公開の標本を公開した。大迫力の映像シアターな
どを駆使し，来場者に最新の標本と研究成果を紹介した。 

 

これらの特別展においては，会期中に当館や関係機関の研究

者による講演会や，様々な関連イベント等を実施し，入場者の

興味関心を触発するよう努めた。 

 

当館が蓄積してきた知的・人的・物的

資源に加え，他機関の資源も活用した

多彩な特別展・企画展を実施した。幅

広い分野を取り上げ,特別展は4回271

日，企画展は 21回と目標数値を超え，

展示に加え関連イベントを行うなど充

実した内容で開催した。 

研究部門を筑波地区へ集約したことに

より研究部間の協力体制が促進され，

分野横断的なテーマによる企画展等を

実施することができた。また，ニュー

ス性のある話題や社会的に話題となっ

た事柄についてパネル展等で紹介する

「科博 NEWS 展示」を実施したり，学会

や工業会と企画展を共催するなど，現

在進行中の研究についても積極的に取

り上げた。さらに，大学等研究機関と

の連携協力のもとに，それらの機関の

アウトリーチ活動を支援する企画展を

開催した。従来の入館者層とは異なっ

た顧客層への取組みも積極的に行っ

た。例えば身近な題材をテーマとした

特別展「ワイン展」では，来館者の大

人層の比率が非常に高く，また，来館

者アンケート回答者の半数以上がワイ

ンを頻繁に嗜む層だったことなど，従

来と異なる顧客層への訴求に繋がっ

た。また，農林水産省，国税庁，ワイ

ン関係の団体・機関等と新たな接点を

持つことができた。 

 

＜課題と対応＞ 

平成 26年度評価において，今後の課題

として「次期中期目標・中期計画にお

いて指標を設定する際には，これまで

の実績値や想定される諸要因を考慮し

た目標値を設定するよう留意するもの

とする。」と指摘された。そこで，展示

事業について，「当館が実施する展示事

業に関する中期実施方針」を定めると

ともに，第 4期中期計画，平成 28年度

計画において，時宜を得た特別展・企

画展等の実施について，「当館の展示事
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・「恐竜博 2016（仮

称）」 

 会期：平成 28 年

3月～6月 

 共催：朝日新聞社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）企画展 

 「世界のヒョウタ

ン展」等，10 回程

度の企画展を実施

する。 

 

・研究成果等の紹介

展示 

科学博物館が推進

する総合研究や基

盤研究等の研究成

果，各研究者の研究

内容，他機関と共同

で実施している研

究の成果，大学・研

究機関において進

行中の科学技術等

について適時・適切

に展示紹介する。 

 

・「世界のヒョウタ

ン展－人類の原器

－」（仮称） 

 会期：平成 27 年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○大アマゾン展 

展示内容や見所等をまとめた会場マップを作成した。また，

関連イベントとして特別講演会「アマゾンの動物と魚」やギャ

ラリートーク等を実施した。 

 

○生命大躍進― 脊椎動物のたどった道 ― 

展示内容や見所等をまとめた会場マップを作成した。また，

関連イベントとして記念講演会「霊長類化石“イーダ”進化の

象徴」やキッズイベント「もっと知りたい！生命大躍進！！」

等を実施した。 

 

○ワイン展― ぶどうから生まれた奇跡 ― 

展示内容や見所等をまとめた会場マップを作成した。また，

関連イベントとして講演会「ワインのあけぼのへの招待～歴史

はジョージアからはじまる～」やワインセミナー等を多数実施

した。これらの実施に当たっては，農林水産省や国税庁，ワイ

ン関係の団体・機関等との連携も図った。 

 

○恐竜博 2016 

展示内容や見所等をまとめた会場マップを作成した。また，

関連イベントとして恐竜博 2016 ナイトミュージアムや「恐竜

博 2016」開催記念講演会等を実施した。 

 

特別展実施回数 4回（271日） 

 

【企画展】 

当館で推進する総合研究や基盤研究等の研究成果，各研究者

の研究内容等を適時・的確に紹介する展示を行った。随時来館

者に対してアンケート調査を実施し，来館者のニーズの把握に

努めた。 

筑波実験植物園，附属自然教育園においてもそれぞれ企画展

を実施した。 

 

○「国産顕微鏡 100 年展－世界一に向けた国産顕微鏡のあゆみ
－」 

（3.3～4.19 平成 27年度 17日間開催） 
他の主催者：日本顕微鏡工業会 

日本で，現代につながる最初の国産顕微鏡である「エム・

カテラ」が発表されてから 100 年を記念して，国産顕微鏡

がこの 100 年で世界トップレベルになるまでの歴史を代表

的な製品を中心に紹介した。 

 

○「発見！体験！先端研究＠上野の山シリーズ『山形から未

来を照らすサイエンス―見る・聞く・感じるイノベーシ

ョンー』」 

（5.2～5.6 5 日間開催） 
他の主催者：山形大学 

山形大学工学部が地域連携・企業とのコラボレーションで

研究，開発してきた成果を紹介した。 
 

○「過去５万年間の時をはかる 水月湖年縞堆積物と放射性炭

業に関する中期開催方針に沿って，特

定のテーマについて，調査研究の成果，

最先端の科学技術研究の内容・意義や

成果等を一定期間公開する特別展及び

企画展，並びに当館が所蔵する標本資

料等を活用し，当館以外の博物館等の

施設で開催する巡回展示を実施する。」

ことなどとした。 

また，従来の入館者層に加えて，新規

顧客層を開拓し，より幅広い層の人々

の科学リテラシーの向上に資するな

ど，これまでの様々な取組み，工夫の

状況等を踏まえて目標値の設定を行っ

た。 
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9 月 15 日～12 月 6

日 

 

・日本の科学者技術

者展シリーズ第 11

回 

「渋川春海と江戸

時代の天文学者た

ち」（仮称）  

 会期：平成 27 年

12 月中旬～平成 28

年 3月上旬（予定）     

他 

 

・科博 NEWS 展示 

 当館の研究内容

に関連する,最新の

科学ニュース等,速

報性を重視した展

示など，話題のトピ

ックを紹介する展

示を適宜開催する。 

 

・筑波実験植物園，

附属自然教育園に

おける企画展の実

施 

筑波実験植物園，附

属自然教育園にお

いて，それぞれの立

地条件を活かし，植

物学的知識や自然

環境に関する企画

展を適宜開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

素年代測定」 

（9.8～10.12 32 日間開催） 

福井県の水月湖の湖底から，世界一となる 7 万年間の年高

縞が採取された。水月湖年縞堆積物と，その放射性炭素年

代測定への影響について紹介した。 

 

○「世界のヒョウタン展－人類の原器－」 
（9.15～12.6 74 日間開催） 
他の主催者：一般財団法人進化生物学研究所 

湯浅浩史博士が世界各国から収集した多数のヒョウタンコ

レクションを展示し，形，大きさ，用途，加工方法など多

様性を紹介した。 
 
○「第 8回未来技術遺産登録パネル展～技術の歴史を未来に生
かす～」 

（9.15～10.4 20 日間開催） 

平成 27年度に重要科学技術史資料として当館の台帳に登録

された 25件をパネルで紹介した。9/15～9/27 は一部実物展

示を行った。 

 
○「日本の科学者技術者展シリーズ第 11回渋川春海と江戸時
代の天文学者たち」 

（12.19～28.3.6 65 日間開催） 

さまざまな努力の末に改暦を行った渋川春海の業績，人物

像とともに，その流れを継ぐ江戸時代中後期の天文学者た

ちについて紹介した。 

 

○「科博・干支シリーズ 2016『さる・申年のお正月』」 
（12.19～28.1.17 23 日間開催） 

2016 年の干支「申」に因んでサルの剥製・骨格などの標本

やサルに因んだ標本・資料（魚類，植物，地学，人類学）

の紹介ミニ展示を行った。また，サルのパネルと記念撮影

できるコーナーの設置や，ニューイヤーミュージアムラリ

ーを開催し特製オリジナル干支ノートの配布を行った。 

 
○「ヒットネット【HITNET】ミニ企画展第４回 日本の海運博
物館-日本の産業技術-」 

（28.3.1～4.17 48 日間開催） 

他の主催者：琴平海洋博物館(海の科学館)，日本郵船歴史

博物館，神戸海洋博物館，函館市青函連絡船記念館摩周丸 

日本の産業技術系博物館の資料を検索できるデータベース

【HITNET】に登録している博物館からテーマに関する 4 館

を紹介した。 

 
○「ものづくり展 MONODZUKURI EXHIBITION」 
（28.3.15～4.3 平成 27年度 16日間開催） 

他主催者：経済産業省 

第６回ものづくり日本大賞の受賞者とその優れた技術を紹

介する展示を行った。 

 

その他の企画展 

○上野本館 
・植物画コンクール入選作品展 
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・現代的課題や，進行中

の研究活動及びその成

果についてパネル展示

（6.27～7.20 21 日間開催） 

 

○筑波実験植物園 

・コレクション特別公開「さくらそう品種展」 

（4.18～4.26 8 日間開催） 

・コレクション特別公開「クレマチス園公開」 
（5.2～6.14 39 日間開催） 

・「めずらしい植物展～ヘンテコリンな植物 勢ぞろい～」 

（6.20～6.28 9 日間開催） 

 ・「夏休み 植物園フェスタ」 
（7.22～8.2 11 日間開催） 

・「水草展～海に生きる水草～」 

（8.8～8.23 14 日間開催） 

・「生き物のきずな展～つながる植物・動物・菌類～」 
（10.17～10.25 9 日間開催） 
・第 32回植物画コンクール入選作品展 
（28.1.30～2.14 14 日間開催） 

・つくば蘭展 

（28.3.6～3.13 8 日間開催） 

 

○附属自然教育園 

・「植物画コンクール入選作品展―受賞作品―」 
（7.25～8.30 32 日間開催） 
・ミニ企画展「植物化石展」 
（11.25～28.1.28 53 日間開催） 
・ミニ企画展「生き物のきずな展」 
（28.2.4～3.23 41 日間開催） 

 

これら企画展の関連イベントとして当館研究員や外部の研

究者による講演会，ワークショップ等を実施した。また，一部

の展示について展示の内容や見所をまとめた会場ガイドや小

冊子等を作成し，入館者の興味関心を喚起するよう努めた。 

 

・企画展実施回数 21 回 

 

その他の展示として，次の展示を行った。 

・「第 37回未来の科学の夢絵画展」 
（4.14～4.26 12 日間開催） 
主催：公益社団法人発明協会 

 

・お客様ギャラリー 

附属自然教育園内で写真撮影や絵画の創作活動をしている

団体の，園内における諸活動の成果を「お客様ギャラリー」

として展示した。 

 
「自然教育園の四季と生きものたち」 
（5.30～7.2 29 日間開催） 
「自然教育園の四季と生きものたち」 
（10.10～11.19 35 日間開催） 
 

パネル展示等の実施状況 

当館の研究活動から得られたニュース性のある話題や社会

的に話題となった事柄についてパネル展等で紹介する「科博

NEWS 展示」，研究者一人ひとりの研究を紹介しながら，科学博
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などで機動的に対応し

たか。 

 

 

 

 

 

 

・大学等の研究のアウト

リーチ活動を支援し，普

及しているか。 

物館の研究活動を知ってもらうための展示「私の研究－国立科

学博物館の研究者紹介－」や，最新情報として話題となってい

る科学に関するニュースについて，当館の研究に関わるテーマ

から選び，ホームページで紹介する「ホットニュース」等によ

り，研究内容の紹介や最新の調査研究成果の発信を機動的に行

った。 

 

大学等と連携した，アウトリーチ活動の支援状況 

「発見！体験！先端研究＠上野の山シリーズ企画展『山形

から未来を照らすサイエンス―見る・聞く・感じるイノ

ベーションー』」において，山形大学工学部が地域連携・

企業とのコラボレーションで研究，開発してきた成果につい

て，当館の展示手法を活かしてを紹介・普及した。 

 

１－３ 快適な博

物館環境の整備 

展示の効果を高

め，来館者の感動

やコミュニケーシ

ョンを促進する観

点から， ICT の進

展等に対応し利用

者の目線に立った

展示情報システム

の開発や，ガイド

ツアー等の実施な

ど，来館者とのコ

ミュニケーション

の充実を図る。  

 多様な言語への

対応，アメニティ

の充実，ユニバー

サルデザインの導

入推進など，入館

者本位の快適な博

物館環境の充実を

図る。 

１－３ 快適な博

物館環境の整備 

１）新しい展示情報

システムの開発 

快適な展示環境の

構築に向け，前年度

に導入したかはく

ナビに，館内見学に

役立つ新機能を追

加する。 

 

２）ボランティアに

よるガイドツアー

等の実施 

筑波実験植物園に

おいてボランティ

アによるガイドツ

アーを実施し，企画

展の案内等も行う。

自然教育園におい

てもボランティア

による園内案内等

を行う。 

また展示による主

体的な学習を促進

するため，引き続き

常設展示に関する

学 習 シ ー ト を 開

発・改善する。 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・展示情報システムの開

発やガイドツアー等の

実施など，来館者とのコ

ミュニケーションの充

実が図られているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

博物館環境の整備状況 

○新しい展示情報システムの開発 

 上野本館では，ユニバーサルデザインを導入し多言語による

音声や文字による情報提供，地図表示や動画等を用いて多様な

属性の来館者へ充実した情報提供を行うことができる高機能

のタブレット端末「かはくナビ」を開発し，平成 26 年度から

運用しているが，平成 27年 7 月の地球館Ⅰ期展示リニューア

ルオープンに合わせ，クイズ付きおすすめコースガイドを開

発・運用を開始した（日本語・英語対応）。また，来館者から

の要望に基づき，既存アプリケーションの改良やヘルプ動画の

ナレーション音声の多言語（英語・中国語・韓国語）対応を行

った。さらに，リピーター来館者が操作・解答できる検定機能

を開発した（日本語対応）。ICカードについては，リピーター

向けに複数の閲覧履歴統合機能を開発・運用開始するととも

に，予め各言語切替済みの IC カードを貸し出すシステムに変

更した。また，筑波実験植物園では，植物園が保有するコンテ

ンツを登録した携帯型端末を利用して来園者に植物を体感（視

覚と音響）してもらうシステムの導入を試行的に実施した。 

 

○ガイドツアー等の実施 

筑波実験植物園，附属自然教育園においてはボランティアに

よるガイドツアー・植物園案内や研究員・職員による植物園案

内，ボランティアによる運営企画，子ども自然教室等の学習支

援活動を実施した。 

（筑波実験植物園） 

・植物園ボランティアによる植物園案内（112 回） 

・研究員による植物園案内（59回） 

・職員による植物園案内（110回） 

・第 2土曜はクラフト DAY（11 回） 

・わくわくクラフト（2回） 

・めざせ！ベストどんぐリスト（3回） 

（附属自然教育園） 

・かはくボランティアによる子ども自然教室（6回） 

 

地球館Ⅰ期展示リニューアルオープン

に合わせ，高機能のタブレット端末「か

はくナビ」に新機能を追加した。また，

IC カード閲覧履歴管理システムの更

新を行うなど，展示見学のための利便

性を向上させるためのきめ細かいサー

ビスの提供を推進するとともに，フロ

アガイド（上野本館）やガイドツアー

（筑波実験植物園，附属自然教育園）

の実施等により来館者とのコミュニケ

ーションの充実を図ることができた。

さらに，地球館コンセプトブックを展

示改修に合わせて改訂した。これらの

取組みにより，快適な博物館観覧環境

の向上が図られた。 
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３）鑑賞環境の改善 

ユニバーサルデザ

インの充実を図り，

身体障がい者・高齢

者・外国人などさま

ざまな来館者の鑑

賞環境や設備施設

の改善に順次取り

組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）案内用リーフレ

ット等の充実 

①案内用リーフレ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・快適な博物館環境の充

実に向けた取り組みが

行われているか。 

 

 また，上野本館において，研究者によるディスカバリートー

ク（通年），ボランティアによるフロアガイドの実施等多様な

機会で来館者とのコミュニケーションの充実を図った。 

 

○学習シートの制作と提供 

児童生徒の展示を活用した主体的な学習を促進するため，常

設展示を効果的に見学するための学習シートを平成 26年度に

引き続きホームページに公開した。 

 

快適な博物館環境の充実 

来館者満足度調査の結果等を踏まえ，快適な博物館環境の提

供の観点から，設備・サービスの充実を図った。 

 

○鑑賞環境の改善 

上野本館では，地球館の屋上のウッドデッキ貼りの休憩スペ

ースへの改修，中庭への開閉式の日除けテントの設置，屋外通

路へのガラス屋根の設置，上野地区簡易サインのリニューアル

等を行った。また，夏季期間には地球館屋外通路ガラス屋根や

中庭通路屋根への葦簀の設置，ローズガーデン通路に遮光ネッ

トの設置を行った。 

筑波実験植物園では，筆談具，耳マーク，コミュニケーショ

ン支援ボードの設置，ベッドソファーの設置等を行った。 

附属自然教育園では，筆談具，耳マーク，コミュニケーショ

ン支援ボードの設置，屋外トイレの改修，コインロッカーの更

新，来館者からのニーズに応じて時期に合わせて見頃の植物の

生態や由来等を分かりやすく紹介した「旬のいきもの」看板の

設置，「いもりの池」の浚渫と護岸工事等を行った。 

これらの取組を通して，多様な言語への対応，ユニバーサル

デザインの導入を推進するなど観賞環境の向上を図った。 

 

○無料入館（園），開館（園）日の拡大等 

みどりの日には筑波実験植物園及び附属自然教育園におい

て，国際博物館の日及び文化の日には全施設（特別展を除く）

において，全入館（園）者を対象に無料入館(園)を行った。 

事前に申請のあった特別支援学校や福祉施設等の団体入館

（園）に対して，入館（園）料の免除を行った。 

上野本館においては，夏休み等学校の長期休暇等にあわせ，

通常休館日である月曜日に臨時開館した。また，ゴールデンウ

ィーク，夏休み期間の特に混雑する時期に，開館時間を 1時間

延長した。さらに，上野地域の連携事業に伴う開館時間延長も

行った。筑波実験植物園，附属自然教育園においても，それぞ

れの施設の特性に合わせ，臨時開園を実施した。 

 

○案内用リーフレット等の充実 

上野本館では，特別展や企画展等において，ポスター・チラシ

等を作成・配布した。日本語・英語・中国語・韓国語の案内用

リーフレットを印刷・配布するとともに，各言語版増刷にあた

り，館内に新たに設けられた設備や動線等に係る記載を見直

し，より来館者にわかりやすいリーフレットとした。 
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ット（日本語，英語，

中国語，韓国語）を

随時改訂・発行し，

頒布する。 

②日本館・地球館の

コンセプトを解説

したコンセプトブ

ックを引き続き頒

布する。地球館コン

セプトブックを展

示改修に合わせて

改訂する。 

 

５）リピーターの確

保 

来館者と館との結

びつきを深め，自然

科学をより身近に

楽しんでいただく

ために，友の会制度

を運営する等，リピ

ーターの確保に努

める。 

日本館・地球館のコンセプトを解説したコンセプトブックを引

き続き頒布した。また，地球館コンセプトブックを地球館Ⅰ期

展示改修に合わせて改訂した。 

筑波実験植物園においては，植物園において開催する企画展

のポスター・チラシを作成・配布した。入園者に配布する「見

ごろの植物」を発行した。また，教育棟では引き続き，見ごろ

の植物写真を 65 型テレビで映し，植物園の見頃の植物を効果

的に伝えた。 

附属自然教育園においては，日本語及び英語による案内リー

フレットの配布を行った。園内の植物，鳥，昆虫等について，

生物の出現及び見頃にあわせて毎週更新を行う「自然教育園見

ごろ情報」のチラシを作成・配布した。また，年間のそれぞれ

の季節に見られる動植物を紹介した「自然教育園の四季」を作

成・配布した。 

 

○リピーターの確保 

来館者と館との結びつきを深め，自然科学をより身近に楽し

んでもらうために，昭和 49年 4月より友の会制度を，平成 19

年 4月からリピーターズパス制度を設け，随時会員を募集して

いる。 

 

会員数 

種別 平成 26年度末 平成 27年度末 

小・中・高校生会員 102 名 114 名 

個人会員 1,628 名 1,649 名 

家族会員 1,675 組 4,543 名 1,930 組 5,148 名 

学校会員 42 校 60 校 

リピーターズパス会員 13,927名 21,768名 
 

(2)科学リテラシ

ーを高め，社会の

多様な人々や世代

をつなぐ学習支援

事業の実施 

 社会の多様な

人々や世代をつな

ぎ，子どもから大

人まで様々な年代

の人々の科学リテ

ラシーを高める学

習支援事業を実施

すること。特に，

他の科学系博物館

では実施困難な事

業を重点的に行う

こと。 

また，博物館にお

ける学習支援活動

を体系化し，それ

に基づくモデル的

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

平成 27 年度は学習支援事業に 37,909

名の参加があったほか，モデル的な学

習支援プログラムの普及・開発の成果

を地球館Ⅰ期展示改修に活かし，学習

プログラムや未就学世代（4～6歳）向

けの事業を開発し，入館者とのコミュ

ニケーションを促した。また，サイエ

ンスコミュニケータ養成プログラム等

に積極的に取り組み，地域社会や博物

館等で知の還元を担う人材の養成に寄

与した。さらに，大学パートナーシッ

プ加入校は 68校であり，この制度を利

用して平成 27 年度は延べ 51,300 人の

入館（園）（平成26年度 47,769 人）が

あった。特に，博物館と学校をつなぐ

人材として教員に研修機会を提供する

「教員のための博物館の日」の取組み

が全国 20地域・110 機関に拡大し，全

国各地の学校連携システムの構築に貢

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 
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な学習プログラム

を集積・発信する

など，ナショナル

センターとしての

先導的・モデル的

な事業を実施し，

地域における学習

支援活動の推進に

寄与すること。 

 あわせて，科学

についてわかりや

すく国民に伝え，

研究者と国民の間

のコミュニケーシ

ョンを促進させる

ような，サイエン

スコミュニケーシ

ョンを担う人材の

育成システムを改

善・実施し，人材

の養成に寄与する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－１ 高度な専

門性を生かした独

自性のある事業等

の実施 

高度な専門性を活

かした独自性のあ

る事業等，他の科

学系博物館では実

施困難な事業を重

点的に行う。 

事業の実施に当た

っては，アンケー

ト調査等を活用

し，利用者のニー

ズを的確に把握す

るよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－１ 高度な専

門性を生かした独

自性のある事業等

の実施 

科学博物館の資源

と社会の様々なセ

クターとの協働に

よる独自性のある

事業を実施する。 

 

１）高度な専門性を

生かした独自性の

ある事業の展開 

自然史・科学技術史

の中核的研究機関

としての研究成果

や，ナショナルセン

ターとして蓄積さ

れた学習支援活動

のノウハウ等を生

かし，当館の研究者

が指導者となって，

地球・生命・科学技

術に関するディス

カバリートーク等，

当館ならではの高

度な専門性を生か

した独自性のある

学習支援活動を展

開する。 

筑波実験植物園に

おいては，研究の最

前線からホットな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・高度な専門性を活かし

た事業など，他の科学系

博物館で実施困難な事

業が行われているか。 

・利用者のニーズの把握

を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

学習支援事業の実施状況 

 自然史・科学技術史の中核的研究機関としての研究成果や，

ナショナルセンターとして蓄積された学習支援活動のノウハ

ウ等を活かし，研究部（動物，植物，地学，人類，理工学），

筑波実験植物園，附属自然教育園等の研究者等が指導者となっ

て，当館ならではの高度な専門性を活かした独自性のある学習

支援活動を展開した。学習支援活動を企画・実施する際にはア

ンケート調査等を活用し，利用者のニーズを把握・反映させた。 

 

○高度な専門性を活かした独自性のある事業 

自然史・科学技術史の中核的研究機関としての研究成果を活

かし，平成 27年度は，「大学生のための自然史講座」「大学生

のための科学技術史講座」「中高校生のための研究体験講座」

「自然観察会」「産業技術史講座」「植物園・研究最前線－植物

のここが面白い－（筑波実験植物園）」「自然観察指導者研修（附

属自然教育園）」など 20企画を延べ 160 日実施し，子供から成

人に至るまでの科学リテラシー向上を図った。 

・大学生のための自然史講座 

当館で長期にわたり行ってきた「日本列島の自然史科学的

総合研究」等の成果を踏まえながら，主に当館の研究員を講

師として，日本列島の自然，自然史について動物学，植物学，

地質学・古生物学，人類学などのさまざまな観点からアプロ

ーチするリレー式講座を開催した。平成 27年度は「日本列島

の自然と人間」をテーマに全 15回の講座を実施し，延べ 434

名の参加があった。 

・大学生のための科学技術史講座 

日本の科学技術史に関して，主に当館の研究員が講師とし

て様々な分野からアプローチするリレー式講座を開催した。

平成 27年度は「日本の科学技術」をテーマに全 6回の講座を

実施し，延べ 117 名の参加があった。 

 

○学会等と連携した事業の展開 

献するなど具体的な成果を上げてい

る。かはくボランティアについては，

地球館Ⅰ期展示リニューアルオープン

に合わせ，従来の体験学習支援ボラン

ティアと展示学習支援ボランティアを

統合し，抜本的な活動の見直し，質の

向上の取組み等を実施した。これらは，

ナショナルセンターとして，自然史・

科学技術史の中核的研究機関としての

高度な専門性や様々な学会や企業等と

のネットワークを活かした学習支援事

業の積極的な実施であり，幅広い世代

の科学リテラシーの向上に寄与してい

る。 

これらを踏まえればＡと評価する。 

---------------------------------- 

当館が有する専門的な人材，資料等の

豊富な資源を十分に活用し，独自性の

ある事業や様々な機関と連携した事業

を実施し延べ 37,909 人が参加するな

ど，学習支援事業を積極的に実施し，

子供たちなどの博物館活用を促すとと

もに，科学リテラシー向上に寄与した。 
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話題を伝える「植物

のここが面白い」，

「植物園とことん

セミナー」等を引き

続き実施する。 

附属自然教育園に

おいては，生態学研

究をわかりやすく

解説する「植物生態

学セミナー」，自然

の生態的な見方の

理解を深める「やさ

しい生態学講座」等

を実施する。 

 

２）利用者の特性に

応じた学習支援活

動の改善 

利用者の特性に応

じた効果的な学習

支援活動の充実の

ために,引き続きニ

ーズ等を調査し，改

善を行う。 

ナショナルセンターであるからこそ可能である様々な学会

や企業等との人的・知的ネットワークを活かして，自然科学に

関する幅広いテーマを取り上げ，高度な学習支援活動や，体験

的で大規模な学習支援活動を展開し，人々の科学リテラシーの

向上を図った。 

平成 27 年度は，学会や大学，研究機関，高等専門学校，企

業等の協力を得て行った「2015 夏休みサイエンススクエア」

「化学実験講座」「自然の不思議-物理教室」など 8企画を延べ

98回実施した。 

・2015 夏休みサイエンススクエア（27.7.28～8.16） 

企業や学会，研究機関，高等専門学校など 68 のイベント参

加を得て，夏休み期間中に開催し，延べ 16,267 名の参加があ

った。 

 

○研究者及びボランティアと入館者との直接的な対話 

研究者等が来館（園）者と展示場等で直接対話し，解説する

「ディスカバリートーク」「展示案内，ギャラリートーク（筑

波実験植物園）」，「日曜観察会（附属自然教育園）」を延べ 271

回実施し，当館を訪れる多様な利用者の科学リテラシーの向上

を図った。 

・ディスカバリートーク 

土日祝日の 11時・13時と 12時・14 時の 1日 2回，展示フ

ロアにおいて，2 人の研究者が標本資料等を使って，それぞ

れ自身の研究内容や展示制作に関わる話を来館者に対して行

った。延べ 230 回実施し，14,303 名の参加者があった。 

 

 学習支援事業参加者数 37,909 名 

 

○科学博物館を利用した継続的な科学活動の促進を図る事業 

「博物館の達人」認定，「野依科学奨励賞」表彰，「第 32 回

植物画コンクール」を実施し，全国の科学博物館等を利用した

継続的な科学活動を促した。 

・「博物館の達人」認定 

青少年の博物館を利用した学習を支援するために，全国の

科学系博物館を 10回利用し，自然科学に関連する学習記録と

感想文又は小論文を提出した小・中学生を「博物館の達人」

と認定する。平成 27年度は，195 名に対し認定書を贈呈した。 

・「野依科学奨励賞」表彰 

「博物館の達人」の中から，優れた小論文を提出した小・

中学生や，青少年の科学・技術への興味関心を高め，科学す

る心を育てる実践活動を指導・支援した教員・科学教育指導

者に対して，ノーベル化学賞受賞者の野依良治博士の協力を

得て，「野依科学奨励賞」を授与した。 

平成 27年度は，小・中学生の部 92点，教員・科学教育指

導者の部 13点の応募があり，それぞれ 10点 13 名，2点 2名

を表彰した。 

・第 32回植物画コンクール 

植物画を描くことによって，植物のすがたを正しく観察し，

植物のもつ特性をより深く理解するとともに，植物に対して
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興味を持ち，あわせて自然保護への関心を高めることを目的

として開催した。平成27年度の応募点数は，小学生の部1,036

点，中学生・高校生の部 1,124 点，一般の部192 点で，合計

2,352 点であり，その中から，文部科学大臣賞をはじめ 106

点の入選作品を選考するとともに，学校特別表彰として 1校

に特別奨励賞を授与した。 

 

２－２ 学習支援

活動の体系化とそ

の普及・開発 

博物館における学

習支援活動の体系

化を行うととも

に，それに基づく

モデル的な学習支

援プログラムの普

及・開発を行う。

その際，全国の科

学系博物館等のネ

ットワークを活用

して，学習支援プ

ログラムを集積・

発信する。 

２－２ 学習支援

活動の体系化とそ

の普及・開発 

学習支援活動の普

及・開発と全国の博

物館からの情報の

蓄積及び更新を図

る。 

１）学習支援活動情

報の集積 

地域における博物

館の学習支援活動

を推進するため，そ

れらの情報を全国

の科学系博物館等

のネットワークに

て共有することを

目指し，学習支援活

動情報の集積，体系

化を行う。今年度は

引き続き，新たな情

報の蓄積及び更新

を行うとともに，そ

の成果を発信する。 

２）科学リテラシー

涵養活動の普及 

科学リテラシー涵

養活動を広く共有

するため，地域の実

情に合わせたプロ

グラムを引き続き

試行する。展示室に

おける博物館活動

モデルの開発と試

行を行う。 

＜評価の視点＞ 

・全国の科学系博物館等

のネットワークを活用

して，学習支援プログラ

ムの集積等が進められ

たか。 

 

 

 

 

 

 

 

・モデル的な学習支援プ

ログラムの普及・開発が

行われたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

学習支援活動の体系化とその普及・開発状況 

○学習支援活動情報の集積 

科学系博物館における学習支援活動をより充実させるた

め，全国の科学系博物館等で実施されている学習プログラム

に関する情報をデータベース化し，インターネット経由で全

国の科学系博物館等が共有し，学習支援活動の改善や普及に

役立てる仕組みの構築を推進している。平成 27年度も引き続

きデータベースに登録する学習プログラムのデータ収集を行

うとともに，インターネット上に新たに公開した。さらに，

第 23 回全国科学博物館協議会研究発表大会にて発表を行っ

た。 

 

○モデル的な学習支援プログラムの普及・開発 

 当館では幼児から高齢者まで世代別の到達目標を提示した

「科学リテラシー涵養活動」の体系の構築を行っている。科学

リテラシー涵養活動では，学習機会の提供対象として五つの世

代及びライフステージに分類，身につけるべき科学リテラシー

の目標を四つに分類し，それぞれの世代や目標に応じた学習目

標を体系化した。 

平成 27年度は，当館が主催する「サイエンスコミュニケー

タ養成実践講座」「博物館実習」「学芸員専門研修アドバンス

ト・コース」の中で「科学リテラシー涵養活動」への理解を

深める講座を実施した。また，千葉市科学館における研修の

中で，科学リテラシー涵養活動について地域の実情に合わせ

て検討するワークショップを実施した。 

また，展示室における博物館活動モデルとして，未就学児と

その保護者を対象とした「親と子のたんけんひろば コンパ

ス」，常設展示の理解を深める「かはくのモノ語りワゴン」を

開発した。コンパスについては平成 27年 7 月の地球館Ⅰ期展

示リニューアルオープンに合わせて運営を開始し，ワークショ

ップの企画・実施も行った（平成 27 年度におけるワークシー

トの開発 7件，スタッフによるワークショップの開発 4 件）。

その他絵本を用いた外部との連携プログラム開発，展示に関連

したグッズの開発等を実施した。こうした成果を日本科学教育

学会第 39回年会において発表した。モノ語りワゴンについて

はプログラムを開発し，実演を担当するボランティアへの研修

を実施し，試行的に運営を行った。 

 

全国の科学系博物館での学習プログ

ラム情報を収集するなどその集積・体

系化に取り組み，また，収集したデー

タをインターネット上に新たに公開

し，研究発表大会にて発表を行うとと

もに，地域の実情に合わせたモデル的

な学習支援プログラムの普及・開発に

取り組んだ結果，地域の博物館同士の

連携促進が見られるようになるなどの

成果があった。さらに，これまでの成

果を生かし，来館者とのコミュニケー

ションを促す学習プログラムの開発

や，未就学世代（4～6歳）向けの展示

の企画等，展示を活用したコミュニケ

ーション活動の開発・企画等を積極的

に推進した。展示室における博物館活

動モデルとして，未就学児とその保護

者を対象とした「親と子のたんけんひ

ろばコンパス」，常設展示の理解を深め

る「かはくのモノ語りワゴン」を開発

した。コンパスについては平成 27年 7

月の地球館Ⅰ期展示リニューアルオー

プンに合わせて運営を開始し，モノ語

りワゴンについてはプログラムを開発

し，実演を担当するボランティアへの

研修を実施し，試行的に運営を行い，

高い評価を得ている。 

 

＜課題と対応＞ 

平成 26年度評価において，今後の課題

として「今後は展示を活用したプログ

ラムの充実や未就学世代に向けた事業

の本格的な展開による成果に期待した

い。」と指摘された。そこで，第 4期中

期計画において，展示を活用した科学

リテラシー涵養活動の開発・普及につ

いて，「展示を活用した科学リテラシー

涵養活動について，コミュニケーショ

ンを重視したモデル的事業を開発し，

成果を全国の博物館と共有する。その
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際，全国の科学系博物館等のネットワ

ークを活用して，学習支援活動に関す

る情報を集積・発信する。」こととし，

平成 28年度計画において，未就学世代

へ向けたモデル的事業の開発と普及に

ついて，「「親と子のたんけんひろばコ

ンパス」において，未就学世代へ向け

たモデル的プログラムを開発するとと

もに，その概念を含めて普及に努め

る。」こととした。また，展示を活用し

たコミュニケーションを重視したモデ

ル的事業の開発と普及について，「「か

はくのモノ語りワゴン」活動の効果的

なプログラム開発を行うとともに，担

当ボランティアの専門研修を行う。」こ

となどとした。 

 

２－３ サイエン

スコミュニケーシ

ョンを担う人材の

養成 

科学技術と人々と

の架け橋となる

「サイエンスコミ

ュニケータ」の養

成講座を改善・実

施し，人々の科学

リテラシーの向上

を図る人材の養成

に資する。 

博物館実習につい

ては，科学博物館

の知的・人的・物

的資源等を活かし

た自然科学系学芸

員実習生を中心と

した受入に重点化

し，より専門的な

指導を実施する。 

 

２－３ サイエン

スコミュニケーシ

ョンを担う人材の

養成 

１）サイエンスコミ

ュニケータ養成実

践講座 

サイエンスコミュ

ニケーションの役

割を担う人材の養

成のため「国立科学

博物館サイエンス

コミュニケータ養

成実践講座」を開講

する。今年度は継続

的な事業展開のた

め，運営の効率化を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・サイエンスコミュニケ

ータ養成プログラムに

より，知の社会還元を図

る人材の養成に寄与し

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

サイエンスコミュニケータ養成プログラム実施状況 

○サイエンスコミュニケータ養成実践講座の開講 

科学と一般社会をつなぐ役割を担うサイエンスコミュニケ

ータを養成する「国立科学博物館サイエンスコミュニケータ養

成実践講座」を開講し，「サイエンスコミュニケーション

1(SC1)」「サイエンスコミュニケーション 2(SC2)」のプログラ

ムを実施した。 

SC1 は国立科学博物館大学パートナーシップ入会大学の大

学院生を中心に 24 名が受講し，24 名が修了した。また，SC1

修了者 12 名が SC2 を受講，12 名が修了し，「国立科学博物館

認定サイエンスコミュニケータ」と認定された。 

また，筑波大学大学院（平成 20年度～），東京工芸大学大学

院（平成 21 年～）では，SC1 を単位認定科目として位置付け

ており，受講した各大学院生は 4単位が認定されているが，平

成 27 年度は，上記に加え東京農工大学大学院において SC1，

SC2 が各 2単位として認定されることとなった。当館の人材養

成プログラムが大学院講座としての専門性の高さなどの要件

を満たしていることを示している。 

 

○修了・認定後の活動 

平成 27年度までの 10期で修了者 233 名，認定者 107 名を養

成した。講座の修了・認定者により組織する「科博 SCA（国立

科学博物館サイエンスコミュニケータ・アソシエーション）」

の組織的な活動の仕組み作りや当館以外の社会へ活躍の場を

拡大することを目的に，平成 25年度に策定した「科博 SCA へ

の支援の枠組み」による支援として，主催事業等の実施時に広

報協力や会場の提供を行った。 

 

サイエンスコミュニケータ養成プログ

ラムの実施，博物館実習の受入れを行

うとともに，各地の学芸員の研修を試

行的に展開する等サイエンスコミュニ

ケーションを担う人材の養成に積極的

に取り組み，社会において知を還元す

る人材の育成に寄与した。本講座の成

果は，大学院の講座としての専門性の

高さが認められている。また，地方博

物館等の学芸員の試行的な研修に加

え，サイエンスコミュニケータ養成実

践講座修了・認定者の組織化とこれに

対する支援によりサイエンスコミュニ

ケータとしての活動の拡充を図ること

により，修了・認定者が地方の博物館，

地域社会の様々な場面で活躍するな

ど，地域社会や博物館などで知の還元

を担う人材の育成に寄与した。 
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２）博物館実習生の

受け入れ 

博物館実習は，資料

収集・保管及び調

査・研究活動の体験

と理解を主な目的

としたコースとコ

ミュニケーション

能力・学習プログラ

ム開発能力の養成

を主な目的とした

コースに引き続き

重点化し実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・博物館実習生に専門的

な指導が行われている

か。 

○学芸員向け研修会の試行 

 平成 26年度に引き続き学芸員向けに一日程度のワークショ

ップ形式の出前研修会を試行し，サイエンスコミュニケーショ

ンの歴史や理論と，博物館における実践のための企画作りを，

グループワークも交えて行った。学芸員がサイエンスコミュニ

ケーションの概念を理解し地域におけるサイエンスコミュニ

ケータの養成と研修に寄与できることや，本研修に対する地域

のニーズが有ることが確認できた。 

 

・千葉市科学館 

（27.10.26 参加者 24名） 

・国立科学博物館（学芸員専門研修アドバンスト・コース） 

（27.11.12 参加者 21名） 

 

・トークイベント「レトロ建築カフェ～街歩きがもっと楽し

くなるヒント～」（27.5.9 参加者 18名） 

 

また，科博 SCA は，全国各地で積極的に活動しており，活動

の拡大が図られている（平成 27 年度の修了者によるイベント

実施件数は 57件）。 

 

博物館実習生の指導状況 

博物館の専門的職員である学芸員の資格取得を目指す大学

生・大学院生に対し，学芸員としての資質を体験的に養わせる

ことを目的として，博物館実習生の受入れ事業を行った。平成

27 年度は，筑波研究施設において主に資料収集・保管及び調

査・研究活動の体験を中心に行う実習，上野本館において主に

学習支援活動の体験を中心的に行う実習の 2コースを実施し，

あわせて30大学72名の学生が実習要件を満たし実習を修了し

た。 

 

２－４ 学校との

連携強化 

地域の博物館等と

協働して，学校と

博物館が効果的に

連携できる学習プ

ログラムを実施・

普及し，両者をつ

なぐシステムを構

築する。 

２－４ 学校との

連携強化 

学校と博物館の連

携を強化するため

に，学校連携促進事

業等を実施する。 

１）学校連携促進事

業の実施 

①科学的体験学習

プ ロ グ ラ ム の 実

施・普及地域博物館

に科学的体験学習

プ ロ グ ラ ム の 普

及・定着をはかるた

＜評価の視点＞ 

・地域の博物館等と協働

して，学校と博物館が効

果的に連携できる学習

プログラムを実施・普及

し，両者をつなぐシステ

ムの構築が進められて

いるか。 

＜主要な業務実績＞ 

学校連携促進事業の実施 

○かはくスクールプログラム事業の実施 

上野本館に来館する学校団体向けに，かはくスクールプログ

ラムを実施した。平成 27年度は，小中高等学校等に対して 87

件の連携事業を行い，学校団体の博物館利用と児童生徒の博物

館理解を促進した。 

 

○筑波実験植物園，附属自然教育園における学校との連携 

筑波実験植物園では協力校の委嘱や職場体験の受入れ，附属

自然教育園においては小学校と連携して一年を通じて継続観

察する授業を行うなど，それぞれの施設の特性を活かした連携

を図った。 

 

現行学習指導要領において博物館等の

活用が明記されていることを踏まえ，

学校と博物館をつなぐシステムの構築

を積極的に推進した。特に，博物館と

学校をつなぐ人材として教員が博物館

を理解し，研修する機会を提供する「教

員のための博物館の日」の取組みは，

平成 27年度には平成 26 年度より 2 地

域，18 機関増の全国 20 地域・110 機

関に拡大している。また，大学パート

ナーシップ加入校が 68校となるなど，

学校との連携強化が図られ，当館の人

的・物的資源とともに外部資源等を積

極的に活用し，児童生徒や大学生等の
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めに，学校団体向け

のプログラムの改

善を行い成果を発

信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②学校と博物館を

つなぐ連携システ

ムの構築 

学校と博物館をつ

なぐ連携システム

を構築するために，

各地域の博物館等

で「教員のための博

物館の日」が自主的

に実施されるよう，

当事業のノウハウ

の共有，公開に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○かはくスクールプログラムの指導者の養成 

 博物館と学校との連携において課題となっている「学校と博

物館をつなぐ人材」養成モデルとしてボランティアの養成を行

った。平成 27年度は，プログラム研修，個別研修，その他ボ

ランティア懇話会を実施し，80名が参加した。 

 

○教員研修等の受入れ 

科学的体験学習プログラム普及のために，授業における具体

的な活用法等の紹介を行った。平成 27 年度の受入件数は 11

件，参加者は 244 名であった。 

 

○特別展教員特別見学会 

 教員を特別展に無料招待することで，教員の当館に対する興

味・関心を高め，児童生徒の学びの場としての利用拡大を図っ

た。平成 27年度の実施件数は 3件，参加者は392 名であった。 

 

○報道内覧会における高校生による取材 

 高校新聞部の生徒が内覧会取材をし，学校新聞を作成するこ

とにより，高校生の特別活動の充実及びキャリア教育の支援を

図るとともに，当館に対する興味・関心を高めた。平成 27 年

度の実施件数は 3件，参加者は18名であった。 

  

○教員のための博物館の日 

学校教員の博物館活用に関する理解の拡充（つなぐ人材化）

を目的として，博物館を活用した授業づくりへの理解を深める

場として「教員のための博物館の日 2015」を上野本館におい

て実施した。(プレ期間：7月 28 日～30 日 メイン実施日：7

月 31日) 

教員へ授業に役立つプログラム等を紹介し，博物館活用の方

策を知らせた。当日は，教員を無料入館(常設展)とし，「かは

くナビ」を利用した常設展見学，「サイエンススクエア」ブー

ス見学，先生に知ってもらいたい菌類の基礎知識【実践編】，

ミュージアムリレートーク，東京国立博物館総合文化展・国立

西洋美術館常設展・東京都美術館企画展の見学を実施し，456

名の参加があった。 

また，地域の博物館と学校，教育委員会等を含めた連携シス

テムの構築の契機としてもらうため，全国各地の博物館でも開

催することを目指し，平成 27年度は 20地域での開催が実現し

た。各地域の開催した博物館に連携した機関は全国で 110 機関

に拡大し，開催館を中心にして近隣地域に広がるなど，全国的

な広がりが認められた。県立レベルの館では本事業を契機に教

育委員会との連携が深まり，博物館の学習資源としての有用性

の認識を高めるなどの成果も認められた。各地域における「教

員のための博物館の日」開催では，開催館及び連携機関の資源

を生かした多様な展開が図られていることから，それらの開催

事例を当館のホームページで公開することで，開催館同士の情

報・ノウハウの共有を促したとともに，今後の開催を考える館

への情報提供を通して本事業の更なる開催を促した。 

 

科学リテラシー，サイエンスコミュニ

ケーション能力等の向上に寄与するこ

とができた。各地域の博物館等での「教

員のための博物館の日」の充実展開を

促すために，各館の資源を活用した多

様な開催事例を当館のホームページで

公開しており，開催館同士の情報の共

有が図られたとともに，今後の開催を

考える館に対する情報提供を通して，

更なる開催を促した。 
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・教員のための博物館の日 in宮崎 

実施：27.7.18 

参加者：22名 

 

・教員のための博物館の日 in帯広 

実施：27.7.28 

参加者：74名 
 
・教員のための博物館の日 in旭川 

実施：27.7.29 

参加者：121 名 

 

・教員のための博物館の日 in豊橋 

実施：27.7.29 

参加者：150 名 

 

・教員のための博物館の日 in徳島 

実施：27.7.29 日 

参加者：32名 

 

・教員のための博物館の日 in鳥取 

実施：27.7.31 

参加者：90名 

 

・教員のための博物館の日 inムシテック 

実施：27.8.3 

参加者：30名 

 

・教員のための博物館の日 in長野 

実施：27.8.3～8.4 

参加者：48名 

 

 ・教員のための博物館の日 in静岡 

実施：27.8.4，28.2.27～2.28 

参加者：8.4 245 名，28.2.27～2.28 132 名 

 

・教員のための博物館の日 in札幌 

実施：27.8.4 

参加者：41名 

 

・教員のための博物館の日 in苫小牧 

実施：27.8.5 

参加者：15名 

 

・教員のための博物館の日 in大阪（歴博） 

実施：27.8.5 

参加者：88名 

 

・教員のための博物館の日 inミュージアムパーク 

実施：27.8.6  

参加者：76名 

 

・教員のための博物館の日 in埼玉（埼玉自然） 

実施：27.8.5～7  
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２）大学との連携

（国立科学博物館

大学パートナーシ

ップ）事業 

国立科学博物館大

学パートナーシッ

プ入会校の学生の

科学リテラシーや

サイエンスコミュ

ニケーション能力

の向上を図る事業

を引き続き実施す

る。 

参加者：34名 

 

・教員のための博物館の日 in大阪（自然史） 

実施：27.8.7 

参加者：89名 

 

 

 ・教員のための博物館の日 inサヒメル 

実施：27.8.19 

参加者：23名 

 

・教員のための博物館の日 in愛媛 

実施：27.8.21 

参加者：23名 

         

・教員のための博物館の日 in千葉 

実施：27.8.26～27 

参加者：32名 

 

・教員のための博物館の日 in埼玉（埼玉歴史と民俗） 

実施：27.10.6 

参加者：8名 

 

○学習用標本貸出し事業 

理科の指導や科学クラブの活動で利用する学校，学習支援活

動の充実を図る社会教育施設などに対し，化石，岩石鉱物，骨

格，隕石などの標本セットを無料で貸し出し，博物館を活用し

た授業づくりを促進した。平成 27 年度の貸出件数は 211 件で

あった。 

 

大学との連携 

○大学との連携（国立科学博物館大学パートナーシップ）事業 

当館の人的・物的資源とともに外部資源等を積極的に活用

し，大学と連携・協力して，学生の科学リテラシー及びサイエ

ンスコミュニケーション能力の向上に資することを目的とし，

学生数に応じた一定の年会費を納めた「入会大学」の学生に対

して，連携プログラムを提供している。平成 27年度の入会大

学数は 68大学であった。 

連携プログラムとして，学生は回数制限無く，上野本館の常

設展示と附属自然教育園，筑波実験植物園に無料で入館(園)

できるほか，特別展を割引で観覧できる。平成 27 年度の制度

利用入館者総数は，51,300 名であった。また，サイエンスコ

ミュニケータ養成実践講座の受講料減額及び優先受入れ，大学

生，大学院生を対象とした各種講座，博物館実習の受講料減額

や優先受入れを実施した。なお，大学生のための自然史講座で

は早稲田大学が単位認定を行っており，当館の人材養成プログ

ラムが大学の講座としての専門性の高さなどの要件を満たし

ていることを示している。 

 また，オリエンテーションや講義の目的で来館する入会大学

の学生を対象に見学ガイダンスを行った。平成 27 年度は 20

大学 1,096 名の学生に実施し，いわゆる文系学生や初めて博物
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館に来館する学生の科学リテラシーの向上を図った。 

 

２－５ ボランテ

ィア活動の充実 

入館者に対する展

示等の案内，児

童・生徒などへの

指導助言，日常的

な学習支援活動の

実施など，ボラン

ティア活動の充

実・質の向上を図

ることにより，入

館者へのサービス

の向上に努める。 

２－５ ボランテ

ィア活動の充実 

博物館活動の充実

を通じて，生涯学習

の促進を図るため，

ボランティアの受

入，活動の促進を図

る。 

１）学校団体対応等

のボランティア活

動の整備 

来館する学校団体

等の活動を充実さ

せるために，ボラン

ティアの資質の向

上など，来館者のニ

ーズに応じたボラ

ンティア活動の整

備を図る。 

２）上野地区におけ

るボランティア活

動の実施 

上野地区において

は，地球館のリニュ

ーアルオープン後

に，常設展示室内に

おいて新たな展示

案内活動を試行す

る。 

３）筑波実験植物園

におけるボランテ

ィア活動の充実 

入園者に対する植

物園案内，観察会・

講座の補助，園内整

備活動の補助等に

加えて，企画展への

参加や，近隣小学校

等の校外活動支援

等を行う。 

４）ボランティアの

養成・研修 

上野地区において

は，地球館の展示改

修に伴うボランテ

ィアの養成と研修

を行う。特に，展示

＜評価の視点＞ 

・入館者サービスの向上

に向け，ボランティア活

動の充実・質の向上のた

めの取り組みが行われ

ているか。 

＜主要な業務実績＞ 

ボランティア活動の取組状況 

○かはくボランティア（上野本館・附属自然教育園）の活動状

況  

かはくボランティアは平成 27年 7月の地球館Ⅰ期展示リニ

ューアルオープンに合わせ，従来の体験学習支援ボランティア

と展示学習支援ボランティアを統合し，抜本的な活動の見直

し，質の向上の取組み等を実施した。 全てのボランティアが

一般展示室の入館者に対する展示の案内や簡単な解説・学習支

援活動，体験展示室での指導補助を行う体制となったほか，各

種講座や観察会，研修等，学習支援活動全般にわたる活動を行

うこととした。また，常設展示室内での新たな展示案内活動（か

はくのモノ語りワゴン）の試行を進めている。 

附属自然教育園では，解説を希望した団体入園者に対し，園

内案内を行い，工作教室指導補助等も積極的に行った。 

・かはくボランティアの登録者数 221 名 （前年度 301 名） 

・1日当たり平均活動者数（7月から 3月） 27.0 名（前年

度 36.7 名 4 月から 8月） 

 

○筑波実験植物園における植物園ボランティアの活動状況  

植物園ボランティアは，入園者に対する植物園案内，観察

会・講座の補助，企画展へ参画，企画展期間中の案内，園内整

備活動の補助等の活動を行っている。 

・植物園ボランティアの登録数45名（前年度 33名） 

・1日当たり平均活動者数 4.0 名（前年度 3.2 名） 

 

○ボランティアの養成・研修の状況 

上野地区においては，現役のボランティアに対して，来館者

のニーズの高度化・多様化に対応するために，ボランティアの

知識・経験・適性等に応じて充実した活動ができるように研修

の充実を図った。特に，地球館Ⅰ期展示改修に伴うボランティ

アの養成と研修を行った。展示改修期間中にリニューアルオー

プンに向けた専門研修等を行った。 

 

・かはくボランティア 

(1)専門研修 

リニューアルオープン後の新たな活動に向けて，希望す

るフロアのシナリオを作成し，研究者からアドバイスをも

らい，フロアガイドリハーサルを行うことで展示室の理解

が深まるよう研修を行った。また，新たな展示案内の手法

（かはくのモノ語りワゴン）を企画・検討し，研修を行っ

た。プログラム研修を 33回実施。 

(2)ボランティア制度記念 30周年記念講演会 

ボランティア制度 30周年を記念し外部講師を招き，かは

くボランティア向け講演会を実施した。 

(3)退職研究者講演会 

  退職研究員による講演会を実施した。 

かはくボランティア及び植物園ボラン

ティアの活動の充実，質の向上に積極

的に取り組んだ。特に，かはくボラン

ティアについては平成27年7月の地球

館Ⅰ期展示リニューアルオープンに合

わせ，従来の体験学習支援ボランティ

アと展示学習支援ボランティアを統合

し，抜本的な活動の見直し，質の向上

の取組み等を実施した。ボランティア

自身の資質向上のための研修を幅広く

行った。特に地球館Ⅰ期展示改修に伴

うボランティアの養成と研修方法を新

たに開発・実施し，ボランティアとし

てのコミュニケーション能力と専門性

の向上を図った。常設展示室内におい

て新たな展示案内活動（かはくのモノ

語りワゴン）の試行を進めており，高

く評価する来館者の声も届いている。 
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改修期間中にリニ

ューアルオープン

に向けた基礎研修

や専門研修等を新

たに行う。 

筑波地区において

も，引き続き，ボラ

ンティアの養成・研

修を行う。 

 

(4)ボランティア自主学習会への支援 

かはくボランティアの自主学習会などの支援を行った。 

(5)自然教育園勉強会 

ボランティアの自主勉強会を支援し，資質の向上と自然

教育園の活動への理解を図った。 

  

・植物園ボランティア 

一般向けセミナーへの参加を呼びかけるとともに，研究員に

よるボランティア講習会を 6回実施した。 

  ＜評価の視点＞ 

・関連業界，受講者等の

ニーズの変化を踏まえ

た取り組みを行ってい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・関連業界への就職率，

資格取得割合，修了後の

活動状況等，業務の成

＜主要な業務実績＞ 

人材育成業務（教育，研修，学習機会の提供等）の実施状況 

【関連業界，受講者等のニーズの変化を踏まえた取組の状況】 

・他の科学系博物館では実施困難な事業等への重点化 

 学習支援事業については，人的資源や知的資源を一体的に活

用した独自性のある事業，先導的・モデル的な事業等，他の科

学系博物館では実施困難な事業等への重点化を図り，また，研

修事業については，ナショナルセンターとしての自然史及び科

学技術史に関する最新の研究成果の普及等を目的とした専門

的な研修に重点化を図っている。 

・大学との連携強化 

大学その他の研究機関における自然史等の研究が長期的に

縮小する中，後継者育成に対する当館への期待に応えるため，

大学と連携した連携大学院制度により，希望する学生の受入

れ・指導やポストドクター等若手研究者の受入れを行ってい

る。 

また，学生の科学リテラシー及びサイエンスコミュニケーシ

ョン能力の向上に資するため，大学と連携した大学パートナー

シップ制度を活用し，サイエンスコミュニケータ養成実践講座

や大学生のための自然史講座等を実施している。平成 27 年度

に制度を活用して入館（園）した大学生等は 51,300 名であっ

た。なお，サイエンスコミュニケータ養成実践講座では，筑波

大学大学院，東京工芸大学大学院，東京農工大学大学院が，大

学生のための自然史講座では，早稲田大学が，それぞれ単位認

定を行っており，当館の人材養成プログラムが大学院・大学の

講座としての専門性と時間数などの要件を満たしていること

を示している。 

・アンケート等の実施 

どのような利用者層が来ているのか，また，個々のサービス

についてどのくらい満足しているのかを調べるために，博物館

の入館者を対象として満足度調査を実施した。 

また，特別展，企画展で展示の企画・製作・改善等に役立て

るためアンケートを実施し，展示の改善に努めた。 

学習支援活動においても，アンケートを随時実施し，利用者

の期待等の把握に努め，プログラム改善等の参考にした。 

 

【業務の成果・効果】 

・来館者満足度調査等の実施 

来館者満足度調査や特別展・企画展アンケート，学習支援事

大学等との連携強化を図り，先駆的な

事業を実施し，博物館における各種人

材養成プログラムの専門性と社会的認

知度の向上につながった。大学パート

ナーシップ制度を活用して入館（園）

した大学生等は 51,300 名であった。ア

ンケート等を実施し，利用者のニーズ

の変化を踏まえた改善を行い，成果を

得た。 
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果・効果が出ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務の効率化につい

て，教材作成作業等の効

率化，研修施設の有効活

用，施設管理業務の民間

委託等の取組を行って

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・受益者負担の妥当性・

合理性があるか。 

業参加者，サイエンスコミュニケータ養成実践講座受講生，博

物館実習生へのアンケート等を毎年実施し，展示の満足度や学

習支援活動等に関する意見等の調査を行っている。例えば平成

27 年度調査においては，展示のテーマ，展示の見せ方の満足

率がそれぞれ 96.6%，93.0%であり，また，全体の満足度も 95.7%

と，高い満足率を得ている。 

・サイエンスコミュニケータ養成実践講座修了者・認定者の活

動 

平成 18 年度から開講したサイエンスコミュニケータ養成実

践講座では，平成 27年度までの10期で修了者 233 名，認定者

107 名を養成した。修了・認定後，自発的に活動を続ける修了

者・認定者が少しずつ増えてきており，修了・認定者による「国

立科学博物館サイエンスコミュニケータ・アソシエーション

（略称：科博 SCA）」を立ち上げ, 情報交換や情報共有を行う

ことで，横断的なネットワークを構築している。また，平成

25 年度に策定した「科博 SCA への支援の枠組み」に基づき，

当館以外の社会へ活躍の場を拡大することを促しており，修了

者・認定者は，サイエンスカフェ，講演，地方の博物館活動の

支援などに活躍の場を広げている。 

 

【業務の効率化についての取組状況】 

・施設管理業務についての民間競争入札の実施 

公共サービス改革法に基づく民間競争入札を導入し，平成

25年 4月から，上野地区の施設管理・運営業務(防災設備等保

守管理，警備，清掃，総合案内，展示施設等案内及びこれらの

統括業務)について，また，平成 26年 12 月から筑波地区をは

じめ全地区の業務に関わる業務システムサーバの保守及び運

用支援業務について民間競争入札に移行するなど効率的な施

設運営を推進している。 

 

・学習支援活動等における取り組み 

人々の多様な学習ニーズへの対応を図るため，学会や企業，

NPO，ボランティア等多様な主体と連携・協力して展示や学習

支援活動等の事業を推進している。それぞれの業務において

も，講座やイベント等の参加申し込みを当館ホームページから

行えるようにするなど効率化を図っている。 

 

【受益者負担の妥当性・合理性】 

・入館（園）料及び受講料について 

青少年に対し，自然科学等に関する興味・関心を喚起するこ

とは当館の重要な責務と考えており，高校生以下については上

野本館常設展示の入館料，筑波実験植物園，附属自然教育園の

入園料は無料としている（一般・大学生については上野本館の

入館料は 620 円，筑波実験植物園，附属自然教育園の入館料は

310 円）。学習支援活動においても参加費は無料とし，材料費

や保険料といった実費のみを徴収している。 

サイエンスコミュニケータ養成実践講座については，1講座

を 4単位と想定したカリキュラムになっており，当該講座につ

いて単位認定を行っている国立大学における科目等履修生の
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単位あたりの受講料を参考に，ほぼ同等の受講料を設定してい

る。その他，大学生のための自然史講座，大学生のための科学

技術史講座等についても，同じく大学における単価をもとに，

講義時間数に応じた受講料を設定している。 

 

(3)社会の様々な

セクターをつなぐ

連携事業・広報事

業の実施 

社会に根ざし，社

会に支えられ，社

会的要請に応える

我が国の主導的な

博物館として，国

内の科学系博物館

をはじめ，企業や

地域の様々なセク

ターと連携して，

地域における人々

の科学リテラシー

を涵養する活動の

促進に資するこ

と。 

また，様々な媒体

を通じて自然や科

学に関する情報を

広く国民に提供す

るとともに，国民

の科学博物館への

理解を深めるこ

と。 

ホームページのア

クセス件数につい

ては，毎年度３０

０万件を達成する

ことを目標とし，

科学博物館の活動

の成果に関する情

報を発信すること

に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－１ 国内の博

物館等との連携 

標本の貸出や巡回

展などを通じて科

学博物館の知的・

人的・物的資源を

広く日本全体に還

元する。また他の

科学系博物館に対

して専門的な助言

を行うなど，科学

系博物館ネットワ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－１ 国内の博

物館等との連携 

１）地域博物館等と

連携した事業の企

画・実施 

全国各地の科学系

博物館等と連携し

て，それぞれの地域

を生かした展示・講

演会・体験教室等を

行う「科博コラボ・

ミュージアム」等を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・標本の貸出，巡回展等，

科学博物館の資源を広

く日本全体に還元して

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

国内の博物館等との連携状況 

○地域博物館等と連携したイベント等の企画・実施 

 全国の科学系博物館の活性化に貢献するため，連携したイベ

ント等を企画・実施した。 

・科博コラボ・ミュージアム 

全国各地の博物館等教育施設と当館とが連携して，その地域

の自然や文化，産業に関連した展示，体験教室，講演会などの

博物館活動を実施した。 

 東日本大震災において甚大な被害を受けた地域の博物館等

との連携による，震災復興・国立科学博物館コラボミュージア

ムについては，平成 27年度は，岩手県 4 箇所，福島県 1箇所

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

地球館Ⅰ期展示リニューアルオープン

に合わせてホームページの内容充実や

閲覧環境の利便性を向上したこともあ

って，トップページのアクセス件数は

447 万件（平成 26 年度 305 万件），総

アクセス数は 6億 5,654 万件（平成 26

年度 5 億 4,579 万件）と大幅に増え，

広く社会への情報発信を行うことがで

きた。また，メールマガジン登録者数

も平成 26 年度比 1,673 人増の 19,985

人となった。さらに，各種メディアの

掲載件数も平成26年度の847件に対し

918 件と増加した。特に，マスメディ

アに積極的に働きかけることにより，

人気番組での放映や当館に関する特別

番組も制作されるなど具体的な成果を

あげた。 

全国の科学系博物館の中核として，各

地の博物館等教育施設と連携して博物

館活動を実施する「科博コラボ・ミュ

ージアム」を延べ 6 回開催し，資料の

貸出し 176 件，巡回展 8件のほか，学

芸員研修に積極的に取り組むなど各地

の博物館との連携事業や企業，団体と

のイベントを実施した。この結果，人々

の科学リテラシーの向上，地域振興に

貢献するとともに，当館の利用者層の

拡大につながった。 

これらを踏まえればＡと評価する。 

---------------------------------- 

震災復興・国立科学博物館コラボミュ

ージアムを延べ 5 回，国立科学博物

館・コラボミュージアムを 1 回実施す

るとともに，標本貸出 176 件，全科協

理事長館として巡回展を 8 件実施する

など，全国の科学系博物館と連携した

取組を進めた。当館の研究の成果や標

本資料の展示のノウハウを活用したこ

れらの活動により，地域博物館の活性

化に寄与しているほか，被災地域の博

物館が連携して事業を実施するきっか

けとなり，地域の文化事業への波及効

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 
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ークの中核的な役

割を担い，全国の

科学系博物館の活

性化に貢献し，地

域における科学リ

テラシー涵養活動

の促進に寄与す

る。 

企画・実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）科学系博物館等

からの要請に応じ

て，専門的な助言や

標本の貸出等の協

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・全国の科学系博物館等

の活性化に貢献するた

めの取り組みが行われ

ているか。 

の博物館等で延べ 5件実施した。また，恐竜をテーマとした国

立科学博物館・コラボミュージアムを 1件実施した。さらに，

福島県に新たに設置される展示施設の映像制作に協力した。 

 当館の研究の成果や標本資料の展示のノウハウを活用した

これらの活動により，地域博物館の活性化に寄与しているほ

か，本事業で連携した地域との結びつきも深まっている。 

 

震災復興・国立科学博物館コラボミュージアム 

・震災復興・国立科学博物館コラボミュージアム in 福島

県文化センター「恐竜，オオカミもいた「福島の自然」

いま・むかし」 

（27.7.18～8.2 福島県文化センター） 

・震災復興・国立科学博物館コラボミュージアム in遠野 

「生物界の怪しい仲間たち－科博のコレクションから

－」 

（27.7.24～9.23 遠野市立博物館） 

・震災復興・国立科学博物館コラボミュージアム in盛岡 

「生物界の怪しい仲間たち－科博のコレクションから

－」 

（27.9.25～11.8 岩手県立博物館） 

・震災復興・国立科学博物館コラボミュージアム in大船

渡「生物界の怪しい仲間たち－科博のコレクションから

－」 

（27.11.14～28.1.31 大船渡市立博物館） 

・震災復興・国立科学博物館コラボミュージアム in久慈 

「生物界の怪しい仲間たち－科博のコレクションから

－」 

（28.2.5～3.27 久慈琥珀博物館） 

 

国立科学博物館・コラボミュージアム 

 

・国立科学博物館・コラボミュージアムin 薩摩川内市・ 

甑島 

（27.10.24～28.11.30 薩摩川内市鹿島支所） 

 

○「国際博物館の日」におけるイベント等の実施 

「国際博物館の日」（5月 18日）に対応して上野本館の常設

展示，筑波実験植物園，附属自然教育園の無料公開を実施した。

また，記念事業として特別展「大アマゾン展」特別講演会「ア

マゾンの植物と菌類」（5 月 10 日実施），親子で楽しもう！ミ

ュージアム何でも探検「建物ツアー（5 月 16 日実施）」，上野

動物園，東京国立博物館との 3館連携事業としてそれぞれの視

点からアプローチを行う動物めぐり（平成 27 年度は「ゾウ」

を共通テーマとして上野の山でゾウめぐり）（5月 17日），「上

野公園ミュージアムコンサート（5月 23 日実施）」等を実施し

た。さらに，当館を含め上野地区の各文化施設，商店等との連

携により，「上野ミュージアムウィーク」と称して，各館の国

際博物館の日関連事業を中心に，周知を図った。 

 

○全国科学博物館協議会（全科協）への協力 

全国の科学系博物館からの求めに応じて，専門的な助言や標

本資料の貸出を行うとともに，全科協の管理運営及び事業の実

施に対する協力関係の強化を図り，その充実に努めるなど，理

果もあるなど，本事業で連携した地域

との結びつきも深まっている。 
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力を行う。 

３）全国科学博物館

協議会への協力 

国内の科学系博物

館の連携協力組織

である全国科学博

物館協議会の理事

長館として，全国科

学博物館協議会と

協力した全国巡回

展や学芸員の研修

事業等の共催事業

を積極的に実施す

る。 

事長館として各地域の加盟館のネットワーク構築に寄与した。 

・標本の貸出し・館外展示 

 所蔵する標本資料については，国内外の研究機関等における

研究目的の利用に供するとともに，全国各地の博物館等に展示

目的で貸し出すなど活用を図っている。 

・全科協事業への協力 

全科協の理事長館として，全国巡回展や学芸員の研修事業等

の共催事業を積極的に実施するとともに，全科協事業として研

究発表大会や機関誌「全科協ニュース」の発行等を推進し，各

博物館の活性化に貢献した。主な研修事業と巡回展は次のとお

り。 

研修事業 

・「海外科学系博物館視察研修」 参加館 8館，参加者 15名 

・「海外先進施設調査」 派遣者 3名 

・「学芸員専門研修アドバンスト・コース」 参加館20館，参

加者 21名 

・「研究発表大会」 参加館 66館，参加者 110 名 

巡回展 

・「ノーベル賞を受賞した日本の科学者」 4館 

・「日本の生物多様性」 4館 

 

３－２ 企業・地

域との連携  

社会との関係性を

強めるために，企

業や地域の様々な

セクターと連携し

て双方の活性化に

資する社会貢献活

動等を推進する。 

３－２ 企業・地域

との連携  

当館を取り巻く地

域・企業等との連携

の充実を図るため，

個人会員・団体会員

からなる賛助会員

制度，企業等とのイ

ベ ン ト 等 へ の 連

携・協力，上野地区

観光まちづくり推

進会議や上野のれ

ん会等の地域団体

に参画した地域活

動等への連携・協力

等を行う。 

＜評価の視点＞ 

・企業や地域の様々なセ

クターと連携した活動

が進められたか。 

＜主要な業務実績＞ 

○企業等との連携の推進・充実 

館の諸活動に対し社会全体からの幅広い支援及び支持を得

るため，賛助会員制度について，引き続き随時会員の募集を行

い，平成 27年度末における加入件数は 217 件となった。賛助

会費は地域博物館等と連携したイベント「科博コラボ・ミュー

ジアム」等の経費として活用した。 

企業のイベント等との連携・協力も積極的に実施した。例え

ば，三菱商事(株)と当館主催の「障がい者向け見学会」では，

障がい者が土曜日の閉館後に特別展を見学する機会を設け，ト

ヨタ自動車(株)との連携イベントではエンジニアが講師とな

り，「科学のびっくり箱！なぜなにレクチャー」を実施した。

また，東京大学等とともに，YS-11を含む国産旅客機に関する

シンポジウム（7月）を開催したり，羽田空港「空の日」実行

委員会主催の羽田空港空の日フェスティバル（10 月）におい

て，国土交通省や航空関係学会，企業等との協力を得て当館所

蔵の YS-11 量産初号機の公開を実施した。さらに，朝日新聞社

が主催する「朝日地球環境フォーラム 2015」（平成 27年 10 月）

では，ノーベル賞を受賞した科学者たちに関する出張展示を行

うとともに，親子セッション「国立科学博物館こども研究室～

考えてみよう！地球環境のこれまでとこれから～」を実施し

た。特別展「ワイン展」では，関係省庁，地方自治体，団体・

企業等と連携した講演会，ワインセミナー等を実施した。 

 

○地域との連携の推進・充実 

上野本館においては，上野地区観光まちづくり推進会議や上

野のれん会等の地域団体に引き続き参画し，地域のイベント等

への連携・協力を図るとともに，当館内においても地域と連携

企業や地域が主催する各種イベント等

の連携・協力を積極的に行った。これ

らの連携事業により，当館本来の事業

に加え，幅広く多彩な博物館の利用価

値を創出した。その結果，日常的に博

物館を利用しない層にも博物館の魅力

を伝えることができ，親しみやすく気

軽に利用できる博物館としてのイメー

ジを広めることができた。また，企業

と協力することにより，当館独自では

実施することが困難な分野についても

よりきめ細かいサービスを提供するこ

とができ，来館者サービスの向上に貢

献できた。さらに，特に，上野本館に

おいては，2020 年東京オリンピック・

パラリンピック競技大会に向けて上野

を世界の文化交流の拠点として発展さ

せるための上野「文化の杜」新構想の

推進に協力し，各種事業を展開するこ

とができた。これらの活動により，地

域の魅力の向上にも寄与し，地域振興

にも貢献することができた。 

 

 

＜課題と対応＞ 

平成 26年度評価において，今後の課題

として「今後，特に 2020年東京オリン
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した見学会，企画展示，多彩なイベント等を行った。例えば，

東京・春・音楽祭実行委員会と連携して，上野公園の各施設で

春を祝う音楽会を多数開催する「東京・春・音楽祭」に参加し，

音楽会を実施した。また，上野の山文化ゾーン連絡協議会主催

の「上野の山文化ゾーンフェスティバル」への参加，「創エネ・

あかりパーク 2015」への協力等により連携を推進した。さら

に，2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向

けて上野を世界の文化交流の拠点として発展させるため，文化

庁が立ち上げた上野「文化の杜」新構想推進会議に参画し，上

野地区の文化施設の連携・充実に向けた報告書である上野「文

化の杜」新構想のとりまとめ検討に協力した。上野「文化の杜」

新構想実行委員会にも参画し，報告書に基づいた事業を展開し

た。具体的には，文化の杜の構成員として，①上野地域の回遊

性を高めるため，平成 26年度の国立 3 館での試行を発展させ

る形で，11 の上野の文化施設が協力した共通パスポートの発

行（平成 28年 1月），②上野の各施設の情報の一元化を図り，

国内外への情報発信を行うポータルサイトの立ち上げ（平成

28年 3月），③上野「文化の杜」を国際的な拠点としてアピー

ルするための文化事業として上野「文化の杜」アーツフェスタ

2016 春の開催（平成 28年 3月）について協力を行った。 

また，文化財ウィークにおいて，東京都教育委員会が主催す

る視聴覚障害者社会教養講座に協力し，建物を見学するツアー

「建物拝見！国立科学博物館（国指定重要文化財旧東京科学博

物館）」を開催した。 

筑波実験植物園においても，首都圏新都市鉄道株式会社主催

の「TXサイエンススタンプラリー事業」（7～8月），「つくば科

学フェスティバル 2015」（10，11 月）等に参加し，地域の特性

を活かした連携を推進した。 

附属自然教育園においても，港区ミュージアムネットワーク

等の地域団体への参画や高輪みどりを育むプロジェクト（5

月）への協力，また，地元商店会のお祭り「プラチナヒルズフ

ェスティバル」（11月）へのブース出展や等，地域のイベント

等への連携・協力を図った。 

これらの活動により，地域との連携の推進・充実が図られ，

地域振興に貢献することができた。 

 

ピック・パラリンピックに向けて，さ

らなる情報発信を期待する。」と指摘さ

れた。そこで，第 4 期中期計画におい

て，戦略的な広報事業の展開について，

「当館の知的・人的・物的資源を活用

しつつ，メディア等と効果的に連携し，

館全体の広報事業を戦略的に展開す

る。同時にホームページ，SNS，メール

マガジン，印刷物等を活用した情報発

信をきめ細かく行い，当館の活動の成

果，自然や科学に関する情報等を広く

国民に提供することを通じて当館の活

動に関する理解を深める。また，多言

語での情報発信を積極的に推進し，外

国人の利用者への効果的な情報提供を

図る。」こととし，平成 28 年度計画に

おいては，直接広報の充実について，

「当館の展示活動，学習支援活動，研

究活動について広く人々の理解を得る

ために，ポスター及びイベント情報等

のリーフレット類の作成・配布等の直

接広報を行う。併せて，当館の社会的

知名度を高めるため，メールマガジン

での広報展開，イベント等を実施する。

また，多言語での効果的な情報発信方

法について，必要に応じて近隣の施設

等との連携を図りつつ検討する。」こと

などとした。 

 

３－３ 全国的な

情報発信 

インターネット等

様々な媒体を活用

し，自然や科学に

関する情報を広く

国民に提供する。

ホームページにつ

いては毎年度３０

０万件のトップペ

ージアクセス件数

を達成し，広く日

本全体に科学博物

３－３ 全国的な

情報発信 

１）ホームページの

充実 

①ホームページの

メニューやコンテ

ンツの見直しを行

い，より使いやす

く，親しみやすいも

のとする。 

②インターネット

を通じた広報活動

の一環として，ホー

＜主な定量的指標＞ 

・トップページへのアク

セス件数 

 （毎年度 300 万件） 

＜評価の視点＞ 

・自然や科学に関する情

報を広く国民に提供す

るための取り組みが行

われているか。 

＜主要な業務実績＞ 

ホームページ等の充実状況 

○ホームページの充実 

平成27年7月の地球館Ⅰ期展示リニューアルオープンとタイ

ミングを合わせ，トップページのリニューアルを行った。活用

の頻度が高い情報をトップページに掲載するなどデザイン的

な変更を行った。また，ホームページ利用者の閲覧環境（利用

端末）に応じて最適表示を行う動的な仕組みを取り入れた。さ

らに，研究部の最新情報を発信する「研究室コラム」を新設す

るとともに，筑波研究施設の各種情報に効率的にアクセスでき

るデザイン構成とし，研究活動に関する情報発信の強化を図っ

た。 

 

地球館Ⅰ期展示リニューアルオープン

という大きな節目に合わせて，ホーム

ページの内容を充実するとともに，利

用者の閲覧環境（利用端末）に応じて

最適表示を行う動的な仕組みを取入れ

るなど利便性の向上を図ったことか

ら，アクセス件数は年度目標（300 万

件）を大幅に超える 447 万件となり，

広く社会への情報発信を行うことがで

きた。また，タブレット端末「かはく

ナビ」の運用等 ICT を活用した情報発

信を推進した。さらに，手にとって読

むことのできる印刷物として情報誌
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館の活動の成果を

発信する。 

ムページにおいて

常設展，特別展，学

習支援事業等の活

動についての情報

提供を適時・的確に

実施する。 

③アクセス情報等

一部のコンテンツ

について，ユーザー

の多様な閲覧環境

（端末）に対応する

よう，サイトデザイ

ンを更新する。 

 

２）自然や科学に関

する情報を広く国

民に提供するため，

自然と科学に関す

る情報誌「milsil」

を引き続き発行す

る。 

 

３）マルチメディア

及び情報通信技術

を活用した展示解

説の提供 

 日本館及び地球

館において，展示情

報端末や音声ガイ

ド等を活用した新

たな展示物に関す

る解説，ＩＣカード

を活用した学校や

自宅で事後学習で

きるシステムの構

築を行うとともに，

試行的運用を行う。 

 

４）サイエンスミュ

ー ジ ア ム ネ ッ ト

(S-Net)による博物

館情報の提供 

全国の科学系博物

館との連携と，情報

インフラとしての

サイエンスミュー

ジアムネットの周

知と利用を推進す

る。標本資料に関わ

・トップページのアクセス件数 447万件 

   

・総アクセス数 約 6億 5654 万件 

（前年度 約 5億 4579 万件） 

 

 

 

 

 

○自然と科学の情報誌「milsil（ミルシル）」 

来館者だけではなく，広く国民全体に対して，自然史や科学

技術史などに関する情報を積極的に発信し，自然や科学技術に

関する適切な知識を持ち，現代社会の諸課題に対応していくた

めの科学リテラシーの涵養に資するため，自然と科学の情報誌

である「milsil（ミルシル）」（隔月発行 A4 版 本文 32ペー

ジ）を通巻 45号～50号まで発行した。 

 

○マルチメディア及び情報通信技術を活用した常設展示解説

の実施 

日本館及び地球館において，展示情報端末（キオスク）やタ

ブレット端末「かはくナビ」等を利用した個別の展示物に関す

る解説を提供した。また，IC カードを活用した学校や自宅で

事後学習できるシステムを提供している。さらに，館外でも活

用できる，展示情報端末（キオスク）のウェブサイト公開して

おり，平成 27 年 7 月の地球館Ⅰ期展示リニューアルオープン

とタイミングを合わせて，各展示解説画面に拡大表示機能を追

加して文字を読みやすくするなど利便性を高めた。 

 

 

 

 

 

 

○サイエンスミュージアムネット（S-net）による博物館情報

の提供 

  サイエンスミュージアムネット（S-net）を活用し，全国の

自然史・科学技術史等の科学系博物館の標本資料や研究者・学

芸員の情報を提供した。 

 

 

トップページへのアクセス件数 

平成23年

度 

平成 24年

度 

平成 25年

度 

平成 26年

度 

平成 27年

度 

311 万件 335 万件 343 万件 305 万件 447 万件 

「ミルシル」を刊行するなど，最先端

の科学情報を幅広い分野にわたり発信

することができた。 

それらの取組みの結果，来館者の世代

や興味関心の程度に応じてきめ細かい

情報発信を行うことができるようにな

り，サービスの向上に寄与することが

できた。 

 

＜課題と対応＞ 

平成 26年度評価において，今後の課題

として「今後，特に 2020年東京オリン

ピック・パラリンピックに向けて，さ

らなる情報発信を期待する。」と指摘さ

れた。そこで，第 4 期中期計画におい

て，戦略的な広報事業の展開について，

「当館の知的・人的・物的資源を活用

しつつ，メディア等と効果的に連携し，

館全体の広報事業を戦略的に展開す

る。同時にホームページ，SNS，メール

マガジン，印刷物等を活用した情報発

信をきめ細かく行い，当館の活動の成

果，自然や科学に関する情報等を広く

国民に提供することを通じて当館の活

動に関する理解を深める。また，多言

語での情報発信を積極的に推進し，外

国人の利用者への効果的な情報提供を

図る。」こととし，平成 28 年度計画に

おいては，直接広報の充実について，

「当館の展示活動，学習支援活動，研

究活動について広く人々の理解を得る

ために，ポスター及びイベント情報等

のリーフレット類の作成・配布等の直

接広報を行う。併せて，当館の社会的

知名度を高めるため，メールマガジン

での広報展開，イベント等を実施する。

また，多言語での効果的な情報発信方

法について，必要に応じて近隣の施設

等との連携を図りつつ検討する。」こと

などとした。 
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る機関や学芸員等

のデータの集積及

び提供を推進する。

（再掲） 

 

３－４ 戦略的な

広報事業の展開 

科学博物館の知

的・人的・物的資

源を活用しつつ，

メディア等と効果

的に連携し，館全

体の広報事業を戦

略的に展開する。 

３－４ 戦略的な

広報事業の展開 

１）直接広報の充実 

当館の展示活動，学

習支援活動，研究活

動 に つ い て 広 く

人々の理解を得る

ために，ポスター及

びイベント情報な

どのリーフレット

類の作成・配布など

の直接広報を行う。

あわせて，当館の社

会的認知度を高め

るため，メールマガ

ジンでの広報展開，

イベント・講演会等

を積極的に実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・科学博物館の資源を活

用しつつ，メディア等と

連携した効果的な広報

が行われているか。 

＜主要な業務実績＞ 

広報事業の実施状況 

○直接広報の充実 

当館の展示活動，学習支援活動，研究活動について広く人々

の理解を得るために，ポスター及びリーフレット類の作成・配

布を行った。また，無料イベント情報誌「kahaku event」やメ

ールマガジン，Facebook ページにて，館内外で開催されるイ

ベントや展示会等を適時，来館者やメールマガジン登録者等に

情報提供した。併せて，当館の社会的認知度の向上を目指し，

積極的にイベントを開催した。   

・国立科学博物館イベント情報「kahaku event」の発行(隔月) 

特別展等に関する情報，館の催事，常設展示の紹介を掲載。

館内で無料配布するとともに，ホームページに掲載した。そ

れぞれ掲載されているイベントや展示会に関連した表紙の

考案，制作担当者のコラムの掲載等，来館者が手に取りやす

いよう工夫をした。 

・メールマガジンの発信 

メールマガジンを毎週配信し，自然科学に関する知識，職

員のエッセイ，展示・学習支援活動の情報などを適時適切に

掲載するよう努め，登録者の拡大を図った。 

平成 27年度末の登録者数 19,985 名（前年度18,312 名） 

・ＳＮＳを利用した情報発信 

「国立科学博物館」Facebook ページで，当館のイベント等

の広報及び活動紹介，緊急を要する即時的な情報を発信した。

平成 27年度は，96回の投稿（シェア含む）を行い，4,999（開

設以降累計 7,723）「いいね！」を獲得した。 

・筑波実験植物園における広報活動 

企画展において，ポスター，チラシの作成・配布，植物園近

郊の歩道橋に案内横断幕を設置（4 箇所）した。また，「つく

ば植物園イベント」リーフレットを作成し，教育委員会，図書

館・博物館等の社会教育施設，学校等に配布することにより，

学習支援活動に関する情報提供を行った。さらに，ホームペー

ジ上にイベント情報の公開を行った。 

正門前の掲示板に，植物園の基本情報，企画展等情報などを

掲示したほか，茨城県観光物産課及び旅行業者等に対し，企画

展等の情報提供を積極的に行い，旅行業者等の観光案内誌に筑

波実験植物園の紹介記事を掲載することができた。 

・附属自然教育園における広報活動 

学習支援活動一覧を作成し，教育委員会・学校・関係機関へ

送付することにより，行事内容に関する情報提供を行った。ま

た，企画展や季節毎の特別開園，展示会やその時期に園内で見

ることのできる動植物を紹介するポスターの作成・掲示を行っ

た。さらに，正門前の掲示板に，企画展情報や毎月の園内見頃

情報を掲示した。 

イベント情報を隔月で発刊，メールマ

ガジンを毎週発信し，Facebook ページ

を開設するなど多様なメディア等と連

携した効果的な広報活動を積極的に実

施した。プレスリリースを 45件行い，

各種メディアへの放映・掲載が 918 件

に増加するなど，博物館の事業の周知

やその認知度の向上に努めた。これら

の広報活動を通じてメディアへの掲載

件数が着実に増えた。特にマスメディ

アに積極的に働きかけることにより，

人気番組に取り上げられたり，当館に

関する特別番組を制作されるなど大き

な成果をあげた。これらのメディアを

通じて館の事業が紹介されることによ

り，全国的に館の活動が周知され，入

館者増に貢献するとともに，館の研究

者がメディアで科学的な事象について

コメントや解説をすることにより，館

の研究機関としての活動も広く周知さ

れるとともに，国民の科学リテラシー

の向上にも貢献できた。 
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２）間接広報の充実 

当館の使命や，展示

活動，学習支援活

動，研究活動につい

て，社会の理解を深

めるため，報道機関

等に対して，情報提

供を行う。 

 

○間接広報の充実 

当館の使命や研究活動，展示活動，学習支援活動について社

会の理解を深めるため，報道機関等に対して，積極的に情報提

供を行った。 

・「これからの科博」の送付 

今後の当館の催しとその趣旨，主な動き等をまとめた「こ

れからの科博」をマスコミの論説委員等に毎月送付した。 

・プレスリリース・記者説明会の実施 

展覧会，研究成果の発表等に関して積極的にプレスリリー

ス(45 件)を行うとともに，記者内覧会等を実施して，展示

内容の周知に努め，記事掲載の依頼を行った。 

・館内での撮影対応，画像提供 

TV 制作会社や出版社からの館内撮影等依頼に対して，積

極的に当館の名称や展示の紹介を行うよう働きかけた。 

・メディア放映・掲載の状況 

研究成果等に関してテレビ，雑誌，新聞，ウェブ等での放

映・掲載が 918 件あった。 

              

 

４．その他参考情報 

特になし。 

 

  



65 

 

様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

  

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

当該項目の 

重要度，難易度 

－ 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

（参考情報） 

 

一般管理費削減率 

計画値 
22 年度と比較して 

5年間で 15％以上 
－ 3％ 6％ 9％ 12％ 15％ 

 

実績値 － － 3.17％ 1.02％ 10.30％ 12.04％ 15.29％  

達成度 － － 105.7％ 17.0％ 114.4％ 100.3％ 101.9％  

業務経費削減率 

計画値 
22 年度と比較して 

5年間で 5％以上 
－ 1％ 2％ 3％ 4％ 5％ 

 

実績値 － － 5.91％ 6.61％ 3.67％ 4.33％ 7.01％  

達成度 － － 591.0％ 330.5％ 122.3％ 108.3％ 140.2％  

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  質の高いサー

ビスの提供を目

指し，博物館の

運営を適宜見直

し，業務運営の

効率化を図るこ

と。 

 自己評価，外

部評価及び来館

者による評価な

どを通じた事業

の改善，人事・

組織の見直しな

どを行い，ガバ

ナンスの強化を

図り，科学博物

館の運営の改善

と効率化を図る

こと。あわせて，

政府の情報セキ

ュリティ対策に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 機動的で

柔軟な業務運

営の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 機動的で

柔軟な業務運

営の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

【業務運営の状

況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

業務運営の状況 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

限られた資源を効率的に活用

するために，館長のリーダー

シップのもと，外部の企業役

員や有識者を交えた経営委員

会の開催や外部有識者による

評価の実施，適切な内部統制

やリスク管理の実施，情報セ

キュリティ対策に向けた取組

みの実施，来館者満足度調査

の実施等，経営改善や組織の

活性化のための仕組み等を整

備し，質の高いサービスの提

供を目指して取り組んだ。 

おおむね計画通りでありＢと

した。 

-------------------------- 

外部有識者を交えた経営委員

会の開催（4回），研究にかか

わる外部評価，来館者満足度

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

 

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 
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おける方針を踏

まえ，適切な情

報セキュリティ

対策を推進する

こと。 

 また，事業の

拡充と協賛・寄

付の拡充等を通

じ，自己収入の

拡大を図るこ

と。 

「独立行政法人

の事務・事業の

見直しの基本方

針」(平成 22 年

12月7日閣議決

定)等を踏まえ，

管理部門の簡素

化，業務の見直

し，効率化等に

取り組むことに

より，退職手当

や入館者数に対

応した業務経費

等の特殊要因経

費を除き，中期

目標の期間中，

一般管理費につ

いては 15％以

上，業務経費に

ついても 5％以

上の効率化を図

ること。なお，

人件費について

は次項に基づい

た効率化を図

る。 

給与水準につい

ては，国家公務

員の給与水準を

十分考慮し，手

当を含め役職員

給与の在り方に

ついて厳しく検

証した上で，適

正な目標水準・

目標期限を設定

し，その適正化

に取り組むとと

限られた資源

を効率的に活

用 す る た め

に，トップマ

ネージメント

による機動的

で柔軟な業務

運営を行う。 

 また，業務

運営について

は，利用者の

満足度やニー

ズの把握，外

部有識者によ

る評価などを

積 極 的 に 行

い，その結果

を業務の改善

に反映させ，

質の高いサー

ビスの提供に

努める。 

施設の管理・

運営業務につ

いては，運営

の効率化を図

る観点から，

各施設の特性

及び既に上野

本館で実施し

ている民間競

争入札の検証

結果等を踏ま

えて，民間競

争入札の導入

を上野本館以

外の施設にも

拡大し，一層

推進する。 

法人の使命の

役職員への周

知徹底，組織

全体で取り組

むべき重要な

課題の把握・

対応等を実施

す る と と も

に，館長の内

部統制の取組

限られた資源

を効率的に活

用するため，

トップマネー

ジメントによ

る機動的で柔

軟な業務運営

を行う。業務

運営に民間の

発想を取り入

れ，業務の質

的向上を図る

ための，外部

の企業役員や

有識者を交え

た経営委員会

を引き続き開

催する。 

また，満足度

調査等を実施

し，業務の改

善を図る。 

 施 設 の 管

理・運営業務

について，引

き続き外部委

託を実施する

とともに，筑

波地区におけ

る民間競争入

札実施を検討

する。 

法人の使命の

役職員への周

知徹底，組織

全体で取り組

むべき重要な

課題の把握・

対応等を実施

す る と と も

に，館長の内

部統制の取組

が適切に実施

されているか

に留意した監

事 監 査 を 行

う。また，館

内の情報ネッ

トワークの状

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事務・事業の

見直しの基本方

針等への対応  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○経営委員会の開催 

企業経営の経験者等の外部有識者と，館長，理事及び監事で構成される経営委員会を 2～3 か月に 1 回

程度の頻度で開催し，経営の状況等について検討を行い，業務運営の質的向上を図った。 

 

○来館者満足度調査等の実施 

どのような客層が来ているのか，また，個々のサービスについてどのくらい満足しているのかを調べる

ために，博物館の入館者を対象として満足度調査を実施した。平成 27 年度は，特別展及び企画展を同時

に開催しており多くの来館者が訪れる期間（平成 27年 11 月 18 日～23 日）に満足度調査（アンケート調

査）を実施し，繁忙期といえる時期について検証を行った結果，引き続き高い満足度を得ることができた。 

また，特別展，企画展，常設展示で入館者の層や満足度等を把握するためのアンケートを実施し，展示

の改善等を行った。学習支援活動においても，アンケートを随時実施し，プログラム改善等の参考にした。 

 

○官民競争入札等の活用 

 公共サービス改革法に基づく民間競争入札においては，公共サービス改革法に基づく民間競争入札を導

入し，平成 25年 4月から，上野地区の施設管理・運営業務(防災設備等保守管理，警備，清掃，総合案内，

展示施設等案内及びこれらの統括業務)について，また，平成 26 年 12 月から筑波地区をはじめ全地区の

業務に関わる業務システムサーバの保守及び運用支援業務について民間競争入札に移行するなど効率的

な施設運営を推進している。 

 

○事務・事業の見直しの基本方針等への対応     

 「独立行政法人事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）を踏まえ，来館者数

の増加を通じた自己収入の拡大を図るため，特別展・企画展等の充実に努めた。また，協賛・寄付の拡大

については，賛助会員や平成 26 年 7 月から開始した寄付会員の拡大に努めるとともに，特別展・企画展

やサイエンススクエアなどのイベントなどの実施に際しても，企業等からの協賛や外部資金を活用した。 

 YS-11 の保管経費については，平成 24年 3月から保管先を国土交通省 T-101 格納庫に変更し，従前より

低額となっている。公開については，羽田空港空の日フェスティバルへ参画し，一般公開を実施した。ま

た，地球館 2階展示室「航空技術の発展」コーナーにおいて募金箱を設置して協賛・寄付を募っている。

さらに，平成 27年 7月に東京大学等とともに，YS-11を含む国産旅客機に関するシンポジウム（7月）を

実施した。 

研究についても，平成 23 年度から外部評価委員会を設置し，研究全般にかかわるテーマの選定，進行

管理，結果の評価を行う外部評価制度を導入し，指摘に対応している。平成 27年度は，平成 27年度に終

了する基盤研究，総合研究の終了時評価，平成 25 年度から開始した総合研究の中間評価を行い，目標通

り達成されているのと評価を得た。また，平成 28 年度から開始する基盤研究，総合研究の開始前評価も

行い，適切であるとの評価を得た。評価結果は当館のホームページ上にて公開した。また，プロジェクト

研究に係る経費の調達においてクラウドファンディングを初めて活用した。 

 

調査の実施，効率的な施策運

営の推進等，業務運営の改善

及び質的向上に努めた。 

＜評価の視点＞ 

【法人の長のマ

ネジメント】 

（リーダーシッ

プを発揮できる

環境整備） 

・ 法人の長がリ

ーダーシップを

発揮できる環境

は整備され，実

質的に機能して

いるか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

法人の長のマネジメント 

○リーダーシップを発揮できる環境の整備状況と機能状況 

限られた資源を効率的・効果的に活用するために，トップマネジメントによる機動的で柔軟な業務運営

を行っている。 

当館の運営の重要事項については，各担当部局の長である担当部長からの具申等を受けて，館長が決定

している。その際，館長は役員である理事の補佐を受ける。 

さらに，館長の招集，主宰により館長，理事，各部長等で構成される国立科学博物館部長会議を開催し，

予算配分や事業計画等について協議を行っている。部局における権限委任の範囲に関しては，専決事項を

規程化している。 

館長は「これからの科博」を毎月発行し，内外に広く館長の考えを示している。また，幅広い有識者で

構成される評議員会を開催し，館の運営の状況や方向性について広く意見を聴取し，館長によるトップマ

館長が館の運営においてリー

ダーシップを発揮するための

意思決定の手続き，事業の進

捗状況やリスクの発生等，組

織全般の現状の適時的確な把

握，重要な課題の解決に向け

た体制などの仕組みが整備・

運用されている。特に，平成

27年度は役員会規程，内部統

制規程及びリスク管理規程を

制定し，規程に基づく委員会

等を開催することにより内部

統制及びリスク管理の強化を
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もに検証結果や

取組状況を公表

すること。 

総人件費につい

ては，平成 23

年度はこれまで

の人件費改革の

取組を引き続き

着実に実施する

とともに，平成

24年度以降は，

今後進められる

独立行政法人制

度の抜本的な見

直しを踏まえ，

厳しく見直すこ

と。 

なお，以下の常

勤の職員に係る

人件費は，削減

対象から除外す

る。 

① 競 争

的資金又は受託

研究若しくは共

同研究のため民

間からの外部資

金により雇用さ

れる任期付職員 

② 国 か

らの委託費及び

補助金により雇

用される任期付

研究者 

③ 運 営

費交付金により

雇用される任期

付研究者のう

ち，国策上重要

な研究課題(第

三期科学技術基

本計画(平成 18

年3月28日閣議

決定)において

指定されている

戦略重点科学技

術をいう。)に従

事する者並びに

若手研究者(平

が適切に実施

されているか

に留意した監

事 監 査 を 行

う。あわせて，

政府の情報セ

キュリティ対

策における方

針を踏まえ，

適切な情報セ

キュリティ対

策 を 推 進 す

る。 

況や今日的な

課題に即した

情報セキュリ

ティポリシー

を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（法人のミッシ

ョンの役職員へ

の周知徹底） 

・ 法人の長は，

組織にとって重

要な情報等につ

いて適時的確に

把握するととも

に，法人のミッ

ション等を役職

員に周知徹底し

ているか。 

 

（組織全体で取

り組むべき重要

な課題（リスク）

の把握・対応等） 

・ 法人の長は，

法人の規模や業

種等の特性を考

慮した上で，法

人のミッション

達成を阻害する

課題（リスク）

のうち，組織全

体として取り組

むべき重要なリ

スクの把握・対

応を行っている

か。 

 

 

・ その際，中期

目標・計画の未

達成項目（業務）

についての未達

成要因の把握・

分析・対応等に

着目している

か。 

 

ネジメントの参考にしている。さらに，館内では科博の「夢」検討ワーキンググループ（WG）を定期的に

開催し，問題提起を行うとともに，その解決に向けた検討を行っている。 

 

○組織にとって重要な情報等についての把握状況 

 館長は，定例の事務連絡会，部長会議・部長懇話会等において，役職員と定期的な対話を行うとともに，

各部門の業務の実施状況，発生可能性のあるリスクとその対応案等を把握し，当該部門で対応が困難な場

合は，トップマネジメントにより組織全体として対応に取り組んでいる。 

 

○役職員に対するミッションの周知状況及びミッションを役職員により深く浸透させる取組状況 

 法人のミッションや目指す姿を，｢これからの科博｣等の印刷物に掲載し，役職員等に配布するとともに，ホーム

ページ等を活用して広く社会に発信している。また，法人の中期計画・年度計画を職員に周知し，計画に基づき

各部門で業務を推進している。業務の実施状況については定例の事務連絡会等で把握している。 

 

○組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握状況 

 定例の事務連絡会，部長会議・部長懇話会等において，職員と定期的な対話を行うことにより，各部門

の業務の実施状況や，発生可能性のあるリスクを把握している。 

 

 

 

 

 

○組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）に対する対応状況 

 館長は，上記の定例の会議や，各事業を担当する部門の部長等との対話を通じてリスクの識別を行い，理事，

その他必要に応じて他の部門の部長等とともに当該リスクの対応方針について検討を行っている。当該担当部

門で対応が困難な場合には，トップマネジメントにより組織全体として取り組んでいる。また，新たに役員会，内部

統制委員会及びリスク管理委員会を設置し，内部統制及びリスク管理の強化を図っている。 

 自然災害等に関係するリスクへの対応としては，当館消防計画等に基づき，火災，地震，大雨，強風等の自然

災害及び大規模テロ等発生時における対策を整備し，来館者，職員，館関係者の安全確保を図っている。また，

屋外施設において天候の急変による危険性がある場合等には，園内放送で呼びかけるなどの体制をとってい

る。さらに，備蓄品の整備を進めるなどのリスク対応を推進している。 

 コレクションに関しては，国民共有の財産である標本資料を守るため，免震構造の標本棟を整備するなどの災

害等への対応をとっている。また，DNA 資料等の冷凍資料の維持のため，停電等の不測の事態が発生した場合

には，自動的にドライアイスで低温を維持できる体制をとるとともに，異常発生時に即座に担当職員に対してメー

ルが配信されるような状態管理を行っている。 

 

 

 

 

 

 

○未達成項目（業務）についての未達成要因の把握・分析・対応状況 

 業務の実施状況の把握を通して，中期目標・計画に照らして，進捗状況が十分でない事業が見込まれる

場合は，運営上のリスクとして把握するとともに，現状や要因を明らかにすることとしている。もし当該

部門で対応が困難な場合は，トップマネジメントにより組織全体として取り組むこととなる。 

 

 

 

 

 

図った。また，館長は，法人

のミッション等を「これから

の科博」等印刷物やホームペ

ージ等を活用し，役職員や広

く社会に周知し，トップマネ

ジメントにより効率的で柔軟

な業務運営を行っている。さ

らに，監事監査等も適切に行

われている。 
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成 17 年度末に

おいて 37 歳以

下の研究者をい

う。) 

契約について

は，「独立行政法

人における調達

等合理化の取組

の推進につい

て」（平成 27 年

５月 25 日総務

大臣決定）に基

づく取組を着実

に実施すること

とし，契約の公

正性，透明性の

確保等を推進

し，業務運営の

効率化を図るこ

ととする。 

 保有資産につ

いては，資産の

利用度のほか，

本来業務に支障

のない範囲での

有効利用可能性

の多寡，効果的

な処分，経済合

理性といった観

点に沿って，そ

の保有の必要性

について不断に

見直しを行うこ

ととする。 

（内部統制の現

状把握・課題対

応計画の作成） 

・ 法人の長は，

内部統制の現状

を的確に把握し

た上で，リスク

を洗い出し，そ

の対応計画を作

成・実行してい

るか。 

 

【監事監査】 

・ 監事監査にお

いて，法人の長

のマネジメント

について留意し

ているか。 

 

・ 監事監査にお

いて把握した改

善点等につい

て，必要に応じ，

法人の長，関係

役員に対し報告

しているか。そ

の改善事項に対

するその後の対

応状況は適切

か。 

 

 

○内部統制のリスクの把握状況 

 館長は，定例の事務連絡会，部長会議・部長懇話会等において，職員と定期的な対話を行うとともに，

外部有識者を交えた経営委員会，監事監査等を通じて，内部統制の現状を把握し，発生可能性のあるリス

クを識別している。また，新たに役員会，内部統制委員会及びリスク管理委員会を設置し，内部統制及びリスク

管理の強化を図っている。 

 

○内部統制のリスクが有る場合，その対応計画の作成・実行状況 

 リスクがある場合，理事，その他必要に応じて他の部門の部長等とともに当該リスクの対応方針について検討

を行っている。当該部門で対応が困難な場合には，トップマネジメントにより組織全体として取り組んでいる。 

 

 

 

監事監査 

○監事監査における法人の長のマネジメントに関する監査状況 

 監事は役員会や定期的に開催される経営委員会，評議員会等に出席して業務運営上の重要事項について

把握するとともに，監事監査においても，館長のリーダーシップが発揮できる体制の整備という点に留意

しつつ，内部規程の整備や組織運営の状況等を含めて監査を行っている。また，監事機能を強化するため，

監査室を新たに設置した。 

 

○監事監査における改善点等の法人の長，関係役員に対する報告状況 

 監事は館長及び理事に監査結果の報告を行うとともに，監事監査規程に基づき，館長に監査結果報告書

を提出している。 

 

○監事監査における改善事項への対応状況 

監事監査において必要と認められた事項があった場合には，当該事項について適切に改善に向けた計画

の作成や見直しを行うこととしている。平成 27年度においては，是正改善を必要とする事項はなかった。 

＜評価の視点＞ 

【情報セキュリ

ティ対策の推

進】 

・情報セキュリ

ティ対策の推進

に係る法人の取

組は適切か。 

＜主要な業務実績＞ 

情報セキュリティ対策の推進 

○情報セキュリティ対策の推進に係る取組状況 

情報化推進規程を制定し，情報化統括責任者（ＣＩＯ）等の役職を指定するとともに情報化推進委員会

を設置するなど情報システムの整備及び運用管理並びに情報サービスの向上について総合的に推進する

ための組織・体制を整備した。同時に，情報セキュリティ規程を制定し，最高情報セキュリティ責任者（Ｃ

ＩＳＯ）等の役職を指定するとともに情報セキュリティ委員会を設置し，情報セキュリティ対策を推進す

るための組織・体制を整備した。 

また，「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準」に準拠した情報セキュリティ対策基準を制

定し，情報セキュリティ確保のために採るべき対策をまとめるとともに，情報セキュリティに関する職員

の意識の向上を図るため情報セキュリティ研修（ウィルス対策，スパイウェア対策，情報漏洩対策等）を

行った。また，標的型メールによる模擬攻撃テスト及び e-learning を行い，職員全体への危機意識の浸

透を図った。 

情報化推進規程及び情報セキ

ュリティ規程を制定し，それ

ぞれに定める各種の役職指定

や委員会の設置を行うなど，

組織・体制を整備した。また，

「政府機関の情報セキュリテ

ィ対策のための統一基準」に

準拠した情報セキュリティ対

策基準を制定し，情報セキュ

リティを確保するための対策

をまとめるとともに，情報セ

キュリティ研修，模擬攻撃テ

スト等を行うなど，職員全体

への危機意識の浸透を積極的

に図った。これらにより，情

報セキュリティ対策に係る取

組みの充実を図ることができ
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た。 

 

２ 効率的な

組織への改編 

研究機能を筑

波地区に集約

す る と と も

に，研究支援

機能の充実を

図る。 

調査研究活動

を推進するた

め，効果的な

研究組織の在

り方について

検討を行う。 

また，各種の

研修等の能力

開発制度の充

実を図るとと

もに，個人の

業績を多様な

観点から評価

し，職員の勤

労意欲の向上

を 図 る た め

に，目標管理

制度などを段

階 的 に 導 入

し，職員の専

門性の向上を

促す。 

 

２ 効率的な

組織への改編 

 人事評価制

度について，

試 行 を 踏 ま

え，本格実施

に向けた整備

を進める。 

＜評価の視点＞ 

【組織の状況】 

＜主要な業務実績＞ 

組織の状況 

監事機能を強化するため，監査室を新たに設置した。また，2020 年東京オリンピック・パラリンピック

競技大会等を契機とする諸課題への対応，運営戦略の強化等のため，業務のより効果的な実施に向けて,

平成 28年度からの組織改編の検討，準備を行った。  

監事機能を強化するため，監

査室を新たに設置するととも

に，2020 年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会

等を契機とする諸課題への対

応，運営戦略の強化等のため，

事業のより効果的な実施に向

けて，平成28年度からの組織

改編の検討，準備を行うなど，

効率的・効果的な組織体制の

整備に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 経費の削

減と財源の多

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 経費の削

減と財源の多

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指

標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

経費の削減と財源の多様化の状況 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

契約にあたっての競争性，透

明性を確保するとともに，共

同調達や LED 照明の導入等

により経費削減の努力を行

い，一般管理費は 15.29%，業

務経費は 7.01％の削減を行

った。また，外部からの多様

な資金の受入れ等，財源の多

様化にも取り組んだ。 

おおむね計画通りでありＢと

した。 

-------------------------- 

共同調達や LED 照明の導入

等による経費削減や，財源確

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 
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様化 

経費の削減に

ついては，管

理部門の効率

化，効率的な

運営体制の確

保，アウトソ

ーシングの活

用等により業

務運営コスト

の 縮 減 を 図

り，退職手当

や入館者数に

対応した業務

経費等の特殊

要因経費を除

き，中期目標

の期間中，一

般管理費につ

いては 15％

以上，業務経

費についても

5％以上の効

率化を図る。

なお，人件費

については次

項 及 び 「 Ⅷ 

その他主務省

令で定める業

務運営に関す

る事項」の「２ 

人事に関する

計画・方針」

に基づいた効

率化を図る。 

給与水準につ

いては，国家

公務員の給与

水準も十分考

慮し，手当を

含め役職員の

給与の在り方

について厳し

く検証した上

で，適正な目

標水準・目標

期 限 を 設 定

し，その適正

化に取り組む

様化 

①来館者サー

ビスの向上に

配慮しつつ，

業務改善や外

部委託等の推

進に努め，経

費の縮減を図

る。 

 

②給与水準に

ついて，国家

公務員給与水

準に十分考慮

し，引き続き

適正に取り組

む。 

 

③受託研究収

入等，外部か

らの資金を積

極的に受け入

れ る と と も

に，各種事業

収入の増加に

努め，財源の

多 様 化 を 図

る。 

・ 一般管理費の

削減状況 

（平成 22 年度

と比して 5 年間

で15％以上の削

減） 

・ 業務経費の削

減状況 

（平成 22 年度

と比して 5 年間

で 5％以上の削

減） 

＜評価の視点＞ 

【経費の削減と

財源の多様化の

状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【給与水準】 

・ 給与水準の高

い理由及び講ず

る措置（法人の

設定する目標水

準を含む）が，

国民に対して納

得の得られるも

のとなっている

か。 

・ 法人の給与水

準自体が社会的

な理解の得られ

る水準となって

いるか。 

・ 国の財政支出

○経費の削減による効率的な運営 

引き続き上野地区 4機関（他は東京国立博物館，国立西洋美術館，東京芸術大学）における共同調達を

実施するとともに，平成 25 年度から筑波地区において動物死体等の除肉処理業務を筑波大学とともに共

同委託することで経費節減を行っている。平成 26年度から，事務用電子計算機のリプレイスを実施し，4

年間のリース料総額で約 35,500 千円の引き下げを実現した。平成27年度においては従来の取組みに加え

て，展示室，執務室ともに積極的に LED 照明を導入するとともに，収蔵庫を含めた全館的な空調の使用方

法や設定温度の見直しを行うことで，電気使用料を前年度比 9.1％節減するなど，経費の削減を図った。 

 

○財源の多様化 

引き続き積極的に外部資金を受け入れるとともに，YS-11(量産初号機)の保存・公開に係る募金として，

地球館 2階展示室に募金箱を設置し，集まった募金を保存費用の一部に充てるなどの取組みを行った。ま

た，施設の一時使用については利用希望者に対する積極的な広報展開や効果的な施設利用に関する助言を

行うなど，多様な財源の確保に努めた。平成 26 年度から寄付研究部門を立ち上げ，寄附金財源の多様化

を図るとともに，スペースの有効利用により広告料収入 7,050 千円を獲得している。さらに，プロジェク

ト研究に係る経費の調達において新たな試みとしてクラウドファンディングを活用した。 

 

○一般管理費の削減状況 

（単位：千円） 

 平成 22年度

実績 

平成 23年度

実績 

平成 24年度

実績 

平成 25年度

実績 

平成 26年度

実績 

平成 27年度

実績 

削減割合 

一般管理費 462,088 434,568 458,154 393,931 352,190 338,857 － 

人件費（管理

系） 

223,970 229,768 220,930 221,443 251,268 242,296 － 

合計 686,058 664,336 679,084 615,374 603,458 581,152 15.29％ 

 

○業務経費の削減状況 

      （単位：千円） 

 平成 22年度

実績 

平成 23年度

実績 

平成 24年度

実績 

平成 25年度

実績 

平成 26年度

実績 

平成 27年度

実績 

削減割合 

業務経費 1,388,526 1,285,830 1,366,394 1,448,377 1,385,892 1,301,039 － 

人件費（事業系） 885,476 853,679 757,397 742,059 789,547 813,499 － 

合計 2,274,002 2,139,509 2,123,791 2,190,436 2,175,439 2,114,538 7.01％ 

 

○給与水準 

 俸給表，諸手当等の給与体系は国家公務員に準拠しており，国家公務員の給与の見直しを踏まえて，

同様の措置を行った。 

なお，国家公務員との給与水準(年額)の比較指標について，事務・技術職員が 98.6，在勤地域を勘案し

た比較指標でも 88.6 と 100を下回っており，給与水準は適切であると判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保のため外部資金の導入を積

極的に行うなど工夫し，平成

22 年度と比べ一般管理費は

約 15%，業務経費は約 7％の削

減を行った。 

給与水準は国家公務員給与の

見直しと同様の措置を行い，

ラスパイレス指数は 100 を下

回り,また，俸給表，諸手当等

の給与体系は国家公務員に準

拠しており，給与水準は適切

であると判断できる。 
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とともに検証

結果や取組状

況の公表に努

める。 

また，事業の

拡充と協賛・

寄付の拡充等

を通じ，自己

収入の拡大を

図る。 

割合の大きい法

人及び累積欠損

金のある法人に

ついて，国の財

政支出規模や累

積欠損の状況を

踏まえた給与水

準の適切性に関

して検証されて

いるか。 

 

【諸手当・法定

外福利費】 

・ 法人の福利厚

生費について，

法人の事務・事

業の公共性，業

務運営の効率性

及び国民の信頼

確保の観点か

ら，必要な見直

しが行われてい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

諸手当・法定外福利費 

○諸手当 

 諸手当の内容等については，国と同様となっている。 

 

○福利厚生費の見直し状況 

 法定外福利費としては，レクリエーション経費はなく，役職員対象のインフルエンザ予防接種費用の補助，定期

健康診断，ハチ毒アレルギー検査，永年勤続表彰及び定年退職者等表彰を支出している。定期健康診断，イン

フルエンザ予防接種費用，ハチ毒アレルギー検査は労働安全衛生上，及び，来館者が多数訪れる博物館という

性格から必要な支出である。また，永年勤続表彰・定年退職者等表彰の記念品の支出額は，国と同程度となっ

ている。引き続き，国及び他の独立行政法人の支給状況を踏まえて対応していくこととしている。 

４ 契約の点

検・見直し 

契約について

は，「独立行政

法人における

調達等合理化

の取組の推進

について」(平

成 27 年５月

25 日総務大

臣決定)に基

づく取組を引

き続き実施す

ることとし，

契 約 の 公 正

性，透明性の

確保等を推進

し，業務運営

の効率化を図

る。 

４ 契約の点

検・見直し 

 「独立行政

法人の契約状

況の点検・見

直 し に つ い

て」(平成 21

年 11 月 17 日

閣議決定)に

基づく取組を

引き続き実施

し，適正化に

努める。 

＜評価の視点＞ 

【契約の競争

性，透明性の確

保】 

・ 契約方式等，

契約に係る規程

類について，整

備内容や運用は

適切か。 

 

・ 契約事務手続

に係る執行体制

や審査体制につ

いて，整備・執

行等は適切か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

契約の競争性，透明性の確保 

○契約に係る規程類の整備及び運用状況 

契約については規程等の適切な運用に努めるとともに，屋外掲示板を設置し，広く入札情報を周知した。

また，原則入札説明会を開催することとするなど，応札し易い情報の提供に努めた。 

 

○執行体制 

調達にあたっては，国立科学博物館契約事務取扱規則に基づき，契約事務を執行している。取扱規則では，

一般競争入札を原則とするとともに，指名競争に付する場合，随意契約によることができる場合についてそれぞ

れ条件を定めており，予定価格が少額なものについて定める上限金額は国と同様としている。また，価格調査や

仕様の策定にあたっては，業務実施担当部署と契約担当が十分協議して行っている。標本購入等，業務の特性

上，随意契約にせざるを得ないと判断される事案が生じた場合には，業務担当部署より業者選定にかかる理由

書を契約担当に提出させ，契約行為にかかる書類とともに審査対象としている。 

 

○審査体制 

 審査体制としては，監査担当のほか財務課長，財務課副課長の複数人において，各契約方式(一般競争，

指名競争，企画競争，公募，随意契約）の個別契約の処理・手続きが適正に行われているかについて審査

を行うとともに，会計監査規程に基づく定期的な内部監査等により確認を行っている。 

 

○契約監視委員会等の審議状況 

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21年 11 月 17 日閣議決定）に基づき，当館

監事と外部委員からなる契約監視委員会等を設置し，定期的に競争性のない随意契約等の点検を行うこと

で，契約事務の適正化を図っている。 

 

 

契約については，規程，規則

に基づき行い，監視委員会等

により検証も行うなど適正に

行った。また，随意契約の点

検・見直しに努めた結果，随

意契約の金額が減少した。 
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【随意契約等見

直し計画】 

・ 「随意契約等

見直し計画」の

実施・進捗状況

や目標達成に向

けた具体的取組

状況は適切か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【個々の契約の

競争性，透明性

の確保】 

・ 再委託の必要

性等について，

契約の競争性，

透明性の確保の

観点から適切

か。 

 

・ 一般競争入札

等における一者

応札・応募の状

況はどうか。そ

の原因について

適切に検証され

ているか。また

検証結果を踏ま

えた改善方策は

随意契約等見直し計画 

○随意契約見直し計画の進捗状況 

平成 22 年 4 月にホームページ上で公表した「随意契約見直し計画」において競争性のある契約に移行

することとした契約案件については，平成 22年度に全て競争性のある契約に移行した。 

 

 

○随意契約等見直し計画の実績と具体的取組 

 ①平成 20年度 

実績 

②見直し計画 

（平成22年4月公

表） 

③平成 27年度 

実績 

 

②と③の比較増

減 

（見直し計画の 

進捗状況） 

件数 金額 

（千円） 

件数 金額 

（千円） 

件数 金額 

（千円） 

件数 金額 

（千円） 

競争性の

ある契約 
62 833,875 76 981,348 78 779,227 2 ▲202,121 

 競争入

札 
57 722,156 65 825,
938 69 734,475 4 ▲91,463 

企画競

争，公

募等 

5 111,719 11 155,410 9 44,752 ▲2 ▲110,658 

競争性の

ない随意

契約 

26 374,249 12 226,776 13 226,308 1 ▲468 

合計 

 
88 1,208,124 88 1,208,124 91 1,005,535 3 ▲202,589 

 

○原因，改善方策 

競争性のない随意契約の金額が減少している。特に，平成 27 年度に上野地区及び筑波地区のガス供給

については，随意契約から一般競争へ移行したことにより支出が減少している。 

 

個々の契約の競争性，透明性の確保 

○再委託の有無と適切性 

 再委託は行っていない。 

 

 

 

○一者応札・応募の状況 

 ② 平成 20年度実績 ②平成 27年度実績 ①と②の比較増減 

件数 金額 

（千円） 

件数 金額 

（千円） 

件数 金額 

（千円） 

競争性のある契約 62 833
,875 78 779,227 16 ▲54,648 

 

う ち ， 一 者 応

札・応募となっ

た契約 

36 268,829 47 376,490 11 107,661 

一般競争契約 33 257,910 40 345,557 7 87,647 

指名競争契約 0 0 0 0 0 0 

企画競争 1 1,418 2 16,632 1 15,214 

公募 2 9,501 1 2,791 ▲1 ▲6,710 
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妥当か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連法人】 

・ 法人の特定の

業務を独占的に

受託している関

連法人につい

て，当該法人と

関連法人との関

係が具体的に明

らかにされてい

るか。 

 

【公益法人等に

対する会費の支

出】 

不落随意契約 0 0 4 11,510 4 11,510 

   

○原因，改善方策 

一者応札・応募となった主な要因は，『はく製製作・維持管理』，『館内くん蒸（害虫駆除）』など，博物

館特有の特殊性の高い業務で，比較的供給者が限られる案件が多いこと，また，特殊な研究機器において

一者応札となった。これまでも当館では，より多くの競争参加者を募るため，公告等の期間は，原則１０

日以上（政府調達協定の対象となるものは原則５０日以上）としており，適切な期間を確保しているが，

より競争性を確保するために，業務等の内容に応じて十分な準備期間や履行期間を確保するとともに，入

札公告の掲示方法等の見直しを図るなど，応札しやすい環境の整備に努めている。 

また，要求する実績や資格等の要件を必要最小限に留めることや，競争参加者が少数と予想される場合

に入札可能な他の業者へ参加を促すなど，積極的に競争参加者の発掘に努めている。 

 

○一般競争入札における制限的な応札条件の有無と適切性 

一般競争入札においては，必要最小限の応札条件としている。 

 

関連法人 

○関連法人の有無 

関連法人はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○公益法人等に対する会費の支出 

公益法人等に対する会費の支出は，平成27年度には日本博物館協会等 5件（いずれも 10万円以下）あ

り，業務上必要な支出であった。今後も「独立行政法人が支出する会費の見直しについて」（平成 24 年 3

月 23 日行政改革実行本部決定）で示された観点を踏まえて，引き続き精査する。 

 

５ 保有資産

の見直し等 

24 年度まで

に新宿分館の

機能を筑波に

移転するとと

もに移転後の

不動産を国庫

納付する。産

業技術史資料

情報センター

の賃貸借契約

の解消を早期

に行う。霞ヶ

浦地区の不動

産を早期に現

物納付する。

その他の保有

５ 保有資産

の見直し等 

 保有資産に

ついては，引

き続き，その

活用状況等を

検証し，保有

の必要性につ

いて不断に見

直しを行う。 

＜評価の視点＞ 

【実物資産】 

（保有資産全般

の見直し） 

・ 実物資産につ

いて，保有の必

要性，資産規模

の適切性，有効

活用の可能性等

の観点からの法

人における見直

し状況及び結果

は適切か。 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

実物資産 

○実物資産の保有状況   

① 実物資産の名称と内容，規模 （平成 27年度末現在） 

○上野本館 

建物：日本館，地球館等 計 33,180 ㎡ 

土地：13,223 ㎡【東京都から賃借】 

   ○筑波地区 

      建物：研究管理棟，総合研究棟等 計 43.603 ㎡ 

      土地：140,022 ㎡ 

○白金台地区（自然教育園） 

      建物：教育管理棟等 計 1,984 ㎡ 

      土地：193,854 ㎡ 

 

② 保有の必要性（法人の任務・設置目的との整合性，任務を遂行する手段としての有用性・有効性等） 

自然史に関する科学その他の自然科学及びその応用に関する調査及び研究並びにこれらに関する資料

の収集，保管及び公衆への供覧等を行うことにより，自然科学及び社会教育の振興を図ることという当館

資産の見直し等に適時適切に

対処するとともに，保有資産

については運用を適切に行っ

た。また，約 222 万人の入館

（園）者があり，各施設とも

に有効活用した。 
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資産について

も，引き続き

その活用状況

等を検証し，

その保有の必

要性について

不断に見直し

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 見直しの結

果，処分等又は

有効活用を行う

ものとなった場

合は，その法人

の取組状況や進

捗状況等は適切

か。 

 

・ 「勧告の方向

性」や「独立行

政法人の事務・

事業の見直しの

基本方針」等の

政府方針を踏ま

えて処分等する

こととされた実

物資産につい

て，法人の見直

しが適時適切に

実施されている

か（取組状況や

進捗状況等は適

切か）。 

 

（資産の運用・

管理） 

・ 実物資産につ

いて，利用状況

が把握され，必

要性等が検証さ

れているか。 

 

 

 

 

・ 実物資産の管

理の効率化及び

自己収入の向上

に係る法人の取

組は適切か。 

の目的を遂行する手段として保有の必要性が認められる。 

（平成 27年度 入館者数：2,219,744 人 施設稼働率：100％） 

 

③  有効活用の可能性等の多寡 

上野本館，筑波地区，白金台地区：上記の保有の必要性に基づき，有効活用している。 

新宿分館：筑波地区への移転に伴い平成 23年度末をもって閉鎖しており，平成24年度に国庫返納を完

了した。 

 

④  見直し状況及びその結果 

霞ヶ浦地区については平成 23年度，新宿分館については平成 24年度に国庫返納を完了している。 

産業技術史資料情報センターについては，中央区日本橋から筑波地区へ移転し，平成 23年度に賃貸借契

約を解消している。 

 

⑤  処分又は有効活用等の取組状況／進捗状況 

霞ヶ浦地区については平成 23年度，新宿分館については平成 24年度に国庫返納を完了している。 

産業技術史資料情報センターについては，中央区日本橋から筑波地区へ移転し，平成 23年度に賃貸借契

約を解消している。 

 

⑥ 政府方針等により，処分等することとされた実物資産についての処分等の取組状況／進捗状況 

同上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 基本方針において既に個別に講ずべきとされた施設等以外の建物，土地等の資産の利用実態の把握状

況や利用実態を踏まえた保有の必要性等の検証状況 

上野本館，筑波地区，白金台地区ともに公開施設については予定開館（園）日数を満たしており，入館

（園）者数も目標を上回っている。また，事務部門・研究部門にかかる遊休施設はない。 

自然史に関する科学その他の自然科学及びその応用に関する調査及び研究並びにこれらに関する資料

の収集，保管及び公衆への供覧等を行うことにより，自然科学及び社会教育の振興を図ることという当館

の目的を踏まえ，上記利用実態を把握したうえで，適宜必要性等の検証を行い，保有の必要性を認識して

いる。 

 

⑧ 見直し実施計画で廃止等の方針が明らかにされている宿舎以外の宿舎及び職員の福利厚生を目的と

した施設について，法人の自主的な保有の見直し及び有効活用の取組状況 

 職員宿舎，職員の福利厚生を目的とした施設は保有していない。 

 

⑨ 実物資産の管理の効率化及び自己収入の向上に係る法人の取組 

上野本館は平成 22 年度から防災設備等保守管理業務，清掃，警備業務等を施設管理・運営業務として

一括契約し，それらの統括業務を加えることにより管理の効率化を図った。 

また，講堂・会議室等の施設貸出での施設利用を促進し，施設利用収入の拡大を図っている。 
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【金融資産】 

（保有資産全般

の見直し） 

・ 金融資産につ

いて，保有の必

要性，事務・事

業の目的及び内

容に照らした資

産規模は適切

か。 

 

（資産の運用・

管理） 

・ 資金の運用状

況は適切か。 

 

（債権の管理

等） 

・ 貸付金，未収

金等の債権につ

いて，回収計画

が策定されてい

るか。回収計画

が策定されてい

ない場合，その

理由は妥当か。 

           

【知的財産等】 

（保有資産全般

の見直し） 

・ 特許権等の知

的財産につい

て，法人におけ

る保有の必要性

の検討状況は適

切か。 

 

・ 検討の結果，

知的財産の整理

等を行うことに

なった場合に

は，その法人の

取組状況や進捗

状況等は適切

か。 

 

（資産の運用・

管理） 

 

金融資産 

○金融資産の保有状況 

金融資産は現金及び預金のみであり，これらは未払金の支払等のため必要としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○資金運用の実績 

 該当なし。 

 

 

 

○貸付金・未収金等の債権と回収の実績 

 該当なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知的財産等 

○知的財産の保有の有無及びその保有の必要性の検討状況 

特許権については，1 件保有している。当該特許は，国等に係る特許として維持年金の納付は不要で経

費は生じていないため，引き続き保有することとしている。なお，以前，本特許を活用した教材が作成さ

れた。 

 

○知的財産の整理等を行うことになった場合には，その法人の取組状況／進捗状況 

 該当なし。 

 

○出願に関する方針の有無 

知的財産についての発明者の権利を保障し，発明及び研究意欲の向上を図るため，職務発明規程を策定

するとともに，職務発明の認定，特許の継承・出願・維持の審査を行う発明委員会を設置している。 

 

○出願の是非を審査する体制整備状況 

発明委員会において，職務発明の認定及び特許を受ける権利の承継の決定に関すること，国内及び国外

における特許を受ける権利及び特許権の維持等に関することなどについて審議することとしている。 

 

○活用に関する方針・目標の有無 

当館の研究は，自然史，科学技術史に関する基礎研究であり，特許権等の知的財産が創出されるケース

はほとんどないことから，方針や目標は定めていない。 
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４．その他参考情報 

特になし。 

 

  

・ 特許権等の知

的財産につい

て，特許出願や

知的財産活用に

関する方針の策

定状況や体制の

整備状況は適切

か。 

 

・ 実施許諾に至

っていない知的

財産の活用を推

進するための取

組は適切か。 

○知的財産の活用・管理のための組織体制の整備状況 

 発明委員会において，特許を受ける権利及び特許権の維持等に関することなどについて審議することと

している。 

 

○実施許諾に至っていない知的財産について 

該当なし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の 

重要度，難易度 

－ 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

－ 

－ － － － － － － － － 

－ － － － － － － － － 

－ － － － － － － － － 

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 Ⅳ 財務内容の

改善に関する事

項 

税制措置も活用

した寄付金や自

己収入の確保，

予算の効率的な

執行等に努め，

適切な内容の実

現を図ること。 

１ 自己収入の

増加 

 積極的に外部

資金，施設使用

料等，自己収入

の増加に努める

こと。 

 また，自己収

入額の取り扱い

においては，各

事業年度に計画

的な収支計画を

作成し，当該収

支計画による運

営 に 努 め る こ

と。 

２ 経費の節減 

Ⅲ 予算（人件費

の見積もりを含

む。），収支計画及

び資金計画 

収入面に関して

は，実績を勘案し

つつ，外部資金等

を積極的に導入

することにより，

計画的な収支計

画による運営を

図る。 

 また，管理業務

の効率化を進め

る観点から，各事

業年度において，

適切な効率化を

見込んだ予算に

よる運営に努め

る。 

  

 １ 予算（中期

計画の予算） 

        別 紙 の

とおり。 

 ２ 収支計画 

        別 紙 の

Ⅲ 予算（人件費

の見積もりを含

む。），収支計画及

び資金計画 

 

１ 予算 

        別 紙 の

とおり。 

 ２ 収支計画 

        別 紙 の

とおり。 

 ３ 資金計画 

    別紙の

とおり。 

＜評価の視点＞ 

【外部資金等の積

極的導入】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【収入】 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

外部資金等の積極的導入 

引き続き積極的に外部資金を受け入れるとともに，YS-11(量産初号機)の保存・

公開に係る募金として，地球館 2 階展示室に募金箱を設置し，集まった募金を保

存費用の一部に充てるなどの取組みを行った。また，施設の一時使用については

利用希望者に対する積極的な広報展開や効果的な施設利用に関する助言を行うな

ど，多様な財源の確保に努めた。平成 26年度から寄付研究部門を立ち上げ，寄附

金財源の多様化を図るとともに，広告料収入 7,505 千円を獲得した。さらに，展

示に関連したグッズの開発，プロジェクト研究に係る経費の調達において新たな

試みとしてクラウドファンディングを活用した。 

 

 

平成 27年度外部資金受入実績           

・受託研究                                      14,685 千円 

・寄附金                                      42,154 千円 

・科学研究費助成事業（直接経費・間接経費含む）  186,370 千円 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

財務内容の改善に関する事項につ

いては，寄付研究部門の新たな設

置やプロジェクト研究に係る経費

の調達におけるクラウドファンデ

ィングの初めての活用等の外部資

金の積極的な導入，展示に関連し

たグッズの開発等に取り組んだ。 

おおむね計画通りでありＢとし

た。 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 

 

＜主要な業務実績＞ 

収入 

○平成 27年度収入状況 

（単位：千円） 

収入 予算額 決算額 差引増減額 備考 

運営費交付金 2,765,441 2,765,441 0  

施設整備費補

助金 

0 0 0  

その他補助金 0 26,920 26,920 ※1 

入場料等収入 416,117 871,101 454,984 ※2 

受託研究 14,685 千円，寄附金

42,154 千円，科学研究費助成事業

（直接経費・間接経費含む）

186,370 千円等，外部資金の積極

的な導入に努めた。 

財務状況については問題なく適切

である。 
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 管理業務を中

心に一層の節減

を 行 う と と も

に，効率的な施

設運営を行うこ

と等により，経

費の節減を図る

こと。 

とおり。 

 ３ 資金計画 

    別紙の

とおり。 

 

 

 

 

 

 

 

【支出】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【収支計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 3,181,558 3,663,462 481,904  

【主な増減理由】 

※1 研究開発施設共用等促進費は，予算上見込んでいないため。 

※2 入場料収入が予算を上回った（172,421 千円）ことによる他，外部資金 88,958

千円（受託研究収入，寄付金収入等），施設貸出 62,164 千円など，運営費交付金

算定対象外の収入があったため。 

 

支出 

○平成 27年度支出状況 

（単位：千円） 

支出 予算額 決算額 差引増減額 備考 

業務経費 1,508,288 2,467,458 ▲959,170  

うち，展示関係 711,020 1,019,323 ▲308,303 ※3 

うち，研究関係 611,276 1,128,732 ▲517,456 ※4 

うち，教育関連 185,922 319,404 ▲133,482 ※5 

一般管理費 611,332 420,647 190,685  

人件費 1,061,938 1,057,837 4,101  

その他 0 26,920 ▲26,920 ※6 

計 3,181,558 3,972,862 ▲791,304  

 

【主な増減理由】 

※3 前年度運営費交付金債務のうち，266,094千円を財源に展示環境整備等を行

ったため。 

※4 外部資金 67,428 千円（受託研究，寄付金等）など，運営費交付金算定対象

外の収入による支出や前年度運営費交付金債務のうち，14,441 千円を財源に

研究環境整備等を行ったため。 

※5 教育普及事業関連収入 33,749 千円（教育普及事業，パートナーシップ事業

等）など，運営費交付金算定対象外の収入による支出があったため。 

※6 施設整備費補助金等は，予算上見込んでいないため。 

 

収支計画 

○平成 27年度収支計画 

（単位：千円） 

区分 計画額 実績額 差引増減額 

費用の部 

 経常費用 

   展示関係経費 

   研究関係経費 

   教育普及関係経費 

   一般管理費 

   人件費 

   減価償却費 

 

 

           

510,471 

421,901 

131,220 

496,308 

1,061,938 

403,325 

 

 

838,436 

817,205 

298,259 

356,214 

1,057,837 

283,340 

 

 

 

※① ▲327,965 

※② ▲395,304 

※③ ▲167,039 

140,094 

4,101 

▲119,985 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 入場料等収入等 

 資産見返負債戻入 

臨時損失 

 

2,205,721 

416,117 

403,325 

－ 

 

2,614,484 

864,360 

326,542 

▲12,671 

 

408,763 

※④ 448,243 

▲76,783 

▲12,671 



79 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資金計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【財務状況】 

（当期総利益（又

は当期総損失）） 

・ 当期総利益（又

は当期総損失）の

発生要因が明らか

にされているか。 

・ また，当期総利

益（又は当期総損

失）の発生要因は

法人の業務運営に

問題等があること

臨時利益 

 

純利益 

総利益 

－ 

 

0 

0 

12,578 

 

69,081 

 69,173 

12,578 

 

69,081 

69,173 

 

【主な増減理由】 

※① 外部資金（受託研究，寄付金等）など，運営費交付金算定対象外の収入に

よる支出があったことや，見込よりも購入資産額が少なかったため。 

※② 外部資金（受託研究，寄付金等）など，運営費交付金算定対象外の収入に

よる支出があったことや，見込よりも購入資産額が多かったため。 

※③ 外部資金や教育普及事業関連収入など，運営費交付金算定対象外の収入に

よる支出があったことや，見込よりも購入資産額が少なかったため。 

※④ 入場料収入が予算を上回った（170,421 千円）ことによる他，外部資金

88,958 千円（受託研究収入，寄付金収入等），施設貸出 62,164 千円など，運

営費交付金算定対象外の収入があったため。 

 

資金計画 

○平成 27年度資金計画 

（単位：千円） 

区分 計画額 実績額 差引増減額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

  

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

3,181,558 

2,621,838 

559,720 

 

3,181,558 

3,181,558 

2,765,441 

416,117 

0 

3,636,542 

3,099,772 

536,770 

 

3,636,542 

3,636,542 

2,765,441 

871,101 

0 

▲454,984 

※① ▲477,934 

22,950 

 

454,984 

454,984 

0 

※② 454,984 

0 

【主な増減理由】 

※① 外部資金 88,958 千円（受託研究収入，寄付金収入等）など，運営費交付金

算定対象外の収入による支出があったことや，見込よりも購入資産額が少な

かったため。 

※② 入場料収入が予算を上回った（172,421 千円）ことによる他，外部資金

88,958 千円（受託研究収入，寄付金収入等），施設貸出 62,164 千円など，運

営費交付金算定対象外の収入があったため。 

 

財務状況 

○当期総利益 

６９，１７３，４３８円 

 

○当期総利益（又は当期総損失）の発生要因 

節減努力のほか，リース資産の弁済と償却の差額が計上されている。 
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によるものか。 

 

（利益剰余金（又

は繰越欠損金）） 

・ 利益剰余金が計

上されている場

合，国民生活及び

社会経済の安定等

の公共上の見地か

ら実施されること

が必要な業務を遂

行するという法人

の性格に照らし過

大な利益となって

いないか。 

・ 繰越欠損金が計

上されている場

合，その解消計画

は妥当か。 

 

（運営費交付金債

務） 

・ 当該年度に交付

された運営費交付

金の当該年度にお

ける未執行率が高

い場合，運営費交

付金が未執行とな

っている理由が明

らかにされている

か。 

・ 運営費交付金債

務（運営費交付金

の未執行）と業務

運営との関係につ

いての分析が行わ

れているか。 

 

（溜まり金） 

・ いわゆる溜まり

金の精査におい

て，運営費交付金

債務と欠損金等と

の相殺状況に着目

した洗い出しが行

われているか。 

 

 

 

○利益剰余金 

１５４，３０２，０５１円 

当期総利益に，前中期目標期間以前に自己収入で購入した固定資産の残存価額

及び積立金を加えた額が利益剰余金として計上されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○繰越欠損金 

なし。 

 

 

 

○運営費交付金債務の未執行率（％）と未執行の理由 

０％ 

 

 

 

○業務運営に与える影響の分析 

 該当なし。 

 

 

 

 

○溜まり金の精査の状況 

運営費交付金以外の財源で手当てすべき欠損金と運営費交付金債務が相殺され

ているものはない。リース資産の弁済額と減価償却費の差額相当分が見かけ上の

利益として当期総利益に計上されているが，今中期目標期間末に国庫返納される

予定のキャッシュには影響が無い。 

 

 

○溜まり金の国庫納付の状況 

溜まり金はない。 

 

Ⅳ 短期借入金

の限度額 

＜評価の視点＞ 

・ 短期借入金は有

＜主要な業務実績＞ 

○短期借入金の有無及び金額 

短期借入金はない。  
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・短期借入金の限

度額：８億円 

・想定される理由 

運営費交付金の

受入に遅滞が生

じた場合である。 

 

るか。有る場合は，

その額及び必要性

は適切か。 

短期借入金はない。 

 

Ⅴ 不要財産又

は不要財産とな

ることが見込ま

れる財産の処分

等に関する計画 

 24 年度までに

新宿分館の機能

を筑波に移転す

るとともに移転

後の不動産を国

庫納付する。霞ヶ

浦地区の不動産

を早期に現物納

付する。 

 

＜評価の視点＞ 

・不要財産又は不

要財産となること

が見込まれる財産

の処分等に関する

計画はあるか。計

画は順調に進めら

れているか。 

＜主要な業務実績＞ 

○不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分等に関する計画 

中期計画に沿って平成 25 年度までに保有資産等の見直し等を計画的に実行し

た。 

不要財産の処分及び処分に関する

計画は実行済み。 

 

Ⅵ 重要な財産

の処分等に関す

る計画  

目黒地区の東京

都の道路拡張に

よる土地の処分

を行う。 

＜評価の視点＞ 

・ 重要な財産の処

分に関する計画は

有るか。ある場合

は，計画に沿って

順調に処分に向け

た手続きが進めら

れているか。 

＜主要な業務実績＞ 

○重要な財産の処分に関する計画の有無及びその進捗状況 

平成 25年度までに重要な財産の処分に関する計画を実行した。 

 

重要な財産の処分に関する計画は

実施済み。 

 

Ⅶ 剰余金の使

途 

 決算において

剰余金が発生し

た時は，次の購入

等に充てる。 

 １ 標本の購

入 

 ２ 調査研究

の充実 

 ３ 企画展等

の追加実施 

 ４ 利用者サ

ービス，情報提供

の質的向上  

＜評価の視点＞ 

・ 利益剰余金は有

るか。有る場合は

その要因は適切

か。 

 

 

 

 

 

 

・ 目的積立金は有

るか。有る場合は，

活用計画等の活用

方策を定める等，

適切に活用されて

いるか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

○利益剰余金の有無及びその内訳 

有り（１５４，３０２，０５１円）  

内訳：当期総利益（６９，１７３，４３８円） 

前中期目標期間繰越積立金（３９６，０２９円） 

積立金（８４，７３２，５８４円） 

 

○利益剰余金が生じた理由 

当期総利益に，前中期目標期間以前に自己収入で購入した固定資産の残存価額

及び積立金を加えた額が利益剰余金として計上されている。 

 

○目的積立金の有無及び活用状況 

目的積立金はない。 

 

 

前中期目標期間以前に自己収入で

購入した固定資産の残存価額及び

積立金を加えた額が利益剰余金と

して計上されており，利益剰余金

の発生要因は適切である。 
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４．その他参考情報 

特になし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４ その他業務運営に関する事項 

当該項目の 

重要度，難易度 

－ 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

－ 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

－ 

－ － － － － － － － － 

－ － － － － － － － － 

－ － － － － － － － － 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 Ⅴ その他業務運営

に関する重要事項 

１ 施設・設備の整

備にあたっては，長

期的な展望に立って

推進するものとす

る。 

２ 人事に関する計

画の策定・実施によ

り，適切な内部管理

業務の遂行を図るこ

と。また，調査研究

事業等において大学

等との連携を促進

し，より一層の成果

を上げる観点から，

非公務員のメリット

を活かした制度の活

用を図ること。 

Ⅷ その他主務省令

で定める業務運営に

関する事項 

１ 施設・設備に関

する計画 

  別紙のとおり 

２ 人事に関する計

画・方針 

 研修等を通じて，

職員の意識向上を図

るとともに，人事に

関する計画の策定・

実施により，適切な

内部管理業務を遂行

する。 

 また，調査研究事

業等において大学等

との連携を促進し，

より一層の成果を上

げる観点から，任期

付研究員の導入など

非公務員のメリット

を活かした制度を活

用する。 

人件費については，

平成 23 年度はこれ

Ⅳ その他主務省令

で定める業務運営に

関する事項 

 

人事に関する計画・

方針 

１）職員の研修計画 

①職員の意識，専門

性の向上を図るた

め，次の職員研修を

実施するとともに，

新たな研修企画の検

討を進める。 

・新規採用者等職員

研修 

・パソコン研修 

・接遇研修 

・博物館の運営に係

る研修 

 

②外部の研修に職員

を積極的に派遣し，

その資質の向上を図

る。 

 

２）人件費について

＜評価の視点＞ 

【施設及び設備に関す

る計画】 

・ 施設及び設備に関す

る計画は有るか。有る

場合は，当該計画の進

捗は順調か。 

 

＜主要な業務実績＞ 

施設及び設備に関する計画 

○施設及び設備に関する計画の有無及びそ

の進捗状況 

 地球館Ⅰ期展示改修設計・施工業務完了

後，公開準備を進め，7月から一般公開した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

地球館Ⅰ期展示改修設計・施工業務完了後，

公開準備を進め，7 月から一般公開するな

ど，着実に進めることができた。 

おおむね計画通りでありＢとした。 

 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 

 

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

＜その他事項＞ 

 

【人事に関する計画】 

・ 人事に関する計画は

有るか。有る場合は，

当該計画の進捗は順調

か。 

・ 人事管理は適切に行

われているか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

人事に関する計画 

○人事に関する計画の有無及びその進捗状

況 

 職員の意識，専門性の向上を図るために，

館として職員研修を実施するとともに，外部

の研修に職員を積極的に派遣し，その資質の

向上を図った。 

館内研修 7件（延べ参加者数 211 名） 

外部研修 13 件（延べ参加者数 16名） 

  

常勤職員，任期付職員の計画的採用状況 

総人件費改革等を踏まえ，計画的な採用を

行った。 

また，非公務員型のメリットを活かした制度

として任期制を導入している。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

職員の意識，専門性の向上を図るための研修

活動を積極的に行うとともに，総人件費改革

等を踏まえ計画的な採用を行った。 

おおむね計画通りでありＢとした。 

--------------------------------------- 

総人件費改革等を踏まえて計画的な職員採

用を行うとともに，館内及び外部の研修に延

べ 227 名の職員を派遣するなど職員の資質

向上に取り組んだ。 

詳細は上記の参照箇所に

譲り，左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 
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までの人件費改革の

取組を引き続き着実

に実施するととも

に，平成 24年度以降

は，今後進められる

独立行政法人制度の

抜本的な見直しを踏

まえ，厳しく見直す

こととする。 

なお，以下の常勤の

職員に係る人件費

は，削減対象から除

外する。 

①競争的資金又は受

託研究若しくは共同

研究のため民間から

の外部資金により雇

用される任期付職員 

②国からの委託費及

び補助金により雇用

される任期付研究者 

③運営費交付金によ

り雇用される任期付

研究者のうち，国策

上重要な研究課題

(第三期科学技術基

本計画(平成 18 年 3

月 28 日閣議決定)に

おいて指定されてい

る戦略重点科学技術

をいう。)に従事する

者並びに若手研究者

(平成 17 年度末にお

いて 37 歳以下の研

究者をいう。) 

・ 人員に係る指標 

常勤職員について

は，その職員数の抑

制を図る。 

（参考） 

 中期目標期間中の

人件費総額見込み 

５，４６７百万円 

 ただし，上記の額

は，常勤の役員報酬

並びに職員基本給，

職員諸手当，超過勤

務手当，休職者給与

及び国際機関派遣職

は，引き続き役職員

の給与について必要

な見直しを行う。 
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員給与に相当する範

囲の費用である。 

 

３ 中期目標期間を

超える債務負担 

 中期目標期間を超

える債務負担につい

ては，施設管理・運

営業務等を効率的に

実施するため中期目

標期間を越える場合

で，当該債務負担行

為の必要性及び資金

計画への影響を勘案

し，合理的と判断さ

れるものについて行

う。 

 

＜評価の視点＞ 

・中期目標期間を超え

る債務負担は有るか。

有る場合は，その理由

は適切か。 

＜主要な業務実績＞ 

○中期目標期間を超える債務負担とその理

由 

 該当なし。 

 

中期目標期間を超える債務負担はない。  

４．積立金の使途 

前中期目標期間の最

終年度における積立

金残高のうち，文部

科学大臣の承認を受

けた金額について

は，独立行政法人国

立科学博物館法に定

める業務の財源に充

てる。 

 

＜評価の視点＞ 

・積立金の支出は有る

か。有る場合は，その

使途は中期計画と整合

しているか。 

＜主要な業務実績＞ 

○積立金の支出の有無及びその使途 

積立金の支出はない。 

  

積立金の支出はなく適切である。  

 

４．その他参考情報 

特になし。 

 

 

 


